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（１）概要・背景
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旧公益法人制度 現行公益法人制度 「新」公益法人制度

現行公益信託制度 「新」公益信託制度

2006 (H18)年
制度改革

2024 (R6)年
制度改革

〈1898（明治31）年～〉

 旧民法に基づく

 主務官庁の自由裁量によ
る設立許可制

〈2008（平成20）年12月～〉

 公益法人三法に基づく
（一般法人法、公益認定法、整備法）

 法人の設立（一般社団・財団法人）
と「公益性」の認定の分離

 法定の明確な基準による
一元的な公益認定

〈2025（令和7）年4月～〉

 財務規律の柔軟化

 行政手続の簡素化・合理化

 自律的ガバナンスの充実、
透明性向上

〈1922（大正11）年～〉

 旧信託法（→「公益信託ニ関スル法律」）に基づく

 主務官庁の自由裁量による許可制

〈2026（令和8）年4月～（予定）〉

 新公益信託法に基づく

 公益法人と共通の透明性の
高い認可制度へ

 公益信託の担い手や
信託財産・事務の範囲拡大

行政改革の一環 「新しい
資本主義」

公益法人・公益信託制度改革の変遷
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一般社団法人・一般財団法人のうち、公益目的事業を行うことを主たる目的としている
法人は、公益認定申請を行い、行政庁の認定を受けると公益社団法人・公益財団法人となる。

内閣総理大臣

・事務所が複数の都道府県にある
・複数の都道府県で公益目的事業を行う

旨を定款で定めている など
左記以外の場合

＜一般社団法人・一般財団法人＞
○ 設立 → 準則主義 登記のみで設立
○ 根拠 → 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

申請

都道府県知事公益認定等
委員会

諮問

答申
合議制の機関

公益
認定

諮問
答申

申請

公益
認定

公益社団法人・公益財団法人

公益法人として認められるための基準を見直し
経営の自由度を高めつつ、自律的なガバナンスを充実
※合議制の機関による公益性の審査や行政庁による監督等基本的な仕組みは変わらず

監督 監督

公益法人制度の概要
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現行制度への
法人の不満

・「儲けてはいけな
い、ため込んではい
けない」というルー
ルのせいで資金の有
効活用や積極的な事
業拡大がしにくい

・事業内容の変更を
する際にいちいち事
前に「変更認定」を
求められて時間がか
かる

・報告書を毎年提出
しているのに、定期
的な立入検査があり、
負担が大きい

〇 公益法人が、多様で変化の激しい社会のニーズに柔軟かつきめ細やかに対応し、新たな事業展開にチャレンジ。
〇 公益法人は、法人数約9,700、職員数約29万人、公益目的事業費年間約６兆円、総資産約31兆円を有しており、

その潜在力を最大限発揮して、新しい資本主義が目指す「民間も公的役割を担う社会」の実現に貢献。

〇  DXを推進し、わかりやすく一元的に公益法
人に関する情報を提供

〇 一律の事前規制から、重点化した事後チェッ
ク型の行政へ

〇 法人・経済界等との対話・連携の推進

行政国民・企業
〇 公益法人の情報が可視化され、信頼性が向上
→ 自らの価値観に基づく選択により、公益法人を

寄附等で支援
→ 公益法人の活動を通じた社会的課題解決を実現
〇 民間公益の活性化による受益の拡大

公益法人
〇 法人の経営判断で、社会的課題への機動的な取組を可能に

← 寄附などによる資金を効果的に活用して公益的活動を拡大
・公益目的事業の収支黒字を将来の活動拡大により使いやすくするために収支相償原則を見直し
・将来の事業発展・拡充のための「公益充実資金」を創設
・法人が実情に応じ不測の事態へ対応するために必要な資金を確保しやすくするために

遊休財産規制を見直し
（財務規律の柔軟化・明確化）

← 公益認定・変更認定手続や合併手続等の柔軟化・迅速化
・公益性に大きな影響がない事業の変更は届出化することにより、

柔軟・迅速な事業・組織の再編を可能に （行政手続の簡素化・合理化）

〇 透明性と法人自らのガバナンスの向上で、国民からの信頼・支援を獲得

公益信託
〇 軽量・軽装備な

財産の公益活用手
段

〇 公益法人と共通
の枠組みでより使い
やすい制度に

民間公益
の選択肢
拡大

改革の方向性を取りまとめた「新しい時代の公益法人制度の在り方に関する有識者会議 最終報告」（令和５年6
月2日）では、改革の趣旨・概要を以下のとおり整理している。

公益活動におけ
る相互の
シナジー

「公益法人」を使いやすく ⇒ 民間公益の活性化

2024年公益法人制度改革の趣旨・概要
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公益二制度改革のポイント
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法律 政令・内閣府令 ガイドライン 会計基準 その他

公益
法人
制度

財務規律の柔
軟化・明確化

・中期的収支均衡
・公益充実資金
・使途不特定財産（公

益目的事業継続予
備財産）

・中期的収支均衡の期間（5年）、
判定方法

・公益充実資金の積立・管理
・「予備財産」の要件 等

・法令の規定の趣旨を含め、法人
が遵守すべきルールを明確に整
理

・財務規律適合性に関
する情報開示

行政手続の簡
素化・合理化

・収益事業等の変更の
届出化

・公益性の判断に大きな影響を与
えない事項の届出化

・公益認定基準・申請書記載事項
の明確化

・変更認定事項と届出事項の判断
基準の明確化

・提出書類の簡素化・合理化

・財務諸表による情報
開示を踏まえた別表
の廃止・簡素化

・行政庁の判断
ばらつきの防止
（マニュアル整
備、職員研修）

法人運営の透
明性向上

・法人の責務、国によ
る支援

・行政による財産目録
等の公表

・開示情報の充実

・法令の規定の趣旨を含め、法人
が遵守すべきルールを明確に整
理

・財務諸表における情
報開示の充実

・一元的な
情報提供プラッ
トフォーム
の整備

わかりやすい
財務情報の開
示

・区分経理の原則義務
付け

・区分経理の方法
・公益目的取得財産残額の算定

方法見直し（別表Hの廃止）等

・法令の規定の趣旨を含め、法人
が遵守すべきルールを明確に整
理

・「わかりやすい財務
諸表」への見直し

・区分経理、新会
計基準への
法人対応支援

法人の自律的
なガバナンス
の充実

・法人の責務、国によ
る支援

・外部理事・監事
・ガバナンス取組の事

業報告記載

・外部理事（小規模法人特例の
範囲）

・会計監査人の必置範囲拡大

・法令の規定の趣旨を含め、法人
が遵守すべきルールを明確に整
理

・ガバナンス取組
事例等の発信
（インパクト測定・マ
ネジメント含む）

行政による
適正な事後
チェック

・監督の考え方の明確化
・定期的・網羅的な立入検査の見

直し

・立入検査の重点
化

民間公益活動
活性化のため
の環境整備

・出資（公益目的事業として／資
産運用として）の考え方を明確
化

・公益法人DX
・広報・啓発・法

人等との対話

（参考）
公益信託
制度

・主務官庁制の廃止
・公益法人と共通の行

政庁による一元的
認可・監督制度

・公益法人と整合的な
認可基準の法定

・公益信託認可基準、財務規律等
の細目

・公益法人と整合的な公益信託ガ
イドラインの策定

・モデル公益信託契約の策定
（軽量・軽装備を生かす簡素な手

続を検討）

・公益信託会計の在り
方の整理

・信託業法との関
係整理

制度改革の全体像（主な改正事項）
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改正のポイント①

改正前 改正後（詳細は（２）①参照）

収支規律
収支相償。黒字は２年間で解消（過去の赤字
と通算不可）。各公益目的事業単位でも判定

中期的収支均衡。黒字は５年間で解消（過去の赤字
と通算可）。公益目的事業全体で収支均衡判定

積立資金
特定費用準備資金と資産取得資金が存在。
各目的ごとに資金を管理

公益目的事業について、特定費用準備資金と資産
取得資金を統合し公益充実資金に。
複数目的のための一つの資金として管理

財産保有制限
遊休財産規制。使途の定まっていない財産の
保有は、当該事業年度の事業費が上限

使途不特定財産規制。上限を過去５年間の事業費
平均額に見直し。別枠で「予備財産」の保有が可能

【財務規律の柔軟化・明確化】

【行政手続の簡素化・合理化】

改正前 改正後（詳細は（２）②参照）

欠格事由
認定取消しを受けた場合、その法人は、
５年間公益認定を受けることができない

自発的な申請による認定取消の場合を、公益認定
を受けることができない場合から除外

事業変更
事業を変更する場合、申請書記載事項の変更
を伴うものは変更認定申請が必要

収益事業等の変更を届出化、公益目的事業の変更
のうち「軽微な変更」の範囲を拡大し、届出化
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改正のポイント②

改正前 改正後（詳細は（２）③参照）

提出書類の
開示

定期提出書類のうち、財産目録等については、
法人・行政庁で請求があれば閲覧に供する

財産目録等（範囲を拡大）について、行政庁で公表
（法人は引き続き請求があれば閲覧に供する）

区分経理 一部の法人のみ区分経理が必須 原則全ての法人で区分経理

開示情報の
拡充

役員報酬の支給規程及び支給総額を開示
２千万円を超える役員報酬についてその額・理由、
海外送金・リスク軽減策の有無を、開示情報に追加

【自律的ガバナンスの充実、透明性の向上】

改正前 改正後（詳細は（２）③参照）

各理事
・各監事

特別利害関係（親族関係等）にある者が、
理事・監事それぞれで３分の１を超えないこと

左記３分の１規制に加え、
外部理事・監事を最低１名設置

理事-監事
関係

定めなし 理事-監事間で特別利害関係がないこと

会計監査人
負債が50億円以上 又は

収益・費用・損失が1,000億以上
の場合に設置

負債が50億円以上 又は
収益・費用・損失が100億円以上の場合に設置
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令和
４年

令和
５年

令和６年（2024年） 令和７年（2025年）
令和
８年

令和
９年

令和
10年

令和
11年

１～３月 ４月～ ４月

公益
法人
制度

公益
信託
制度

経
過
措
置
（
区
分
経
理
、

会
計
基
準
移
行
等
）
完
了

改
正
認
定
法
令
施
行

法人、経済界、都道府県等と意見交換
を行いつつ、制度設計を具体化

有
識
者
会
議
立
上
げ
（

／
４
）

経
過
措
置
（
既

存
の
公
益
信
託

の
移
行
（
移
行

期
間
終
了
ま
で

に
申
請
）
）

新
公
益
信
託

法
令
施
行

改
正
法
案
国
会
提
出
（
３
／
５
）
、
成
立
（
５
／
14
）
、
公
布
（
５
／
22
）

公
益info

改
修

（
Ｕ
Ｉ
改
善
、
法
改
正
に
伴
う

財
産
目
録
等
の
公
表
）

システム等順次整備
（一元的な情報提供プラットフォーム等）

政令・内閣府令等制定

公益信託ガイドライン策
定

公益信託会計の在り方検
討公益法人制度の検討を踏まえ、順次令和７

年夏頃までを目処に策定

フォーラム
（12/19）

有
識
者
会
議
最
終
報
告
（
６
／
２
）

10

改
正
政
令
・
内
閣
府
令
公
布
（
10
／

30
）

新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
・
新
会
計
基
準
策
定
（
12
／
20
）

改革の方向
性を検討

法人・都道府県への説明・周知、
新制度への移行支援

新制度説明会
（全国６ブロッ
クで開催）

新会計基準

説明会（オンラ
イン）

個別相談会
（全国20会場で
開催）

信託事業者・都
道府県への説
明・周知、
新制度への移行
支援

解説資料、動
画
（順次、提供予
定）

制度改革の「これまで」と「これから」
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現行ガイドラインの課題

◆ （合議制機関による柔軟な判断を期待し）具体的
な基準や考え方が示されていない。
⇒ ガイドラインに明示されない考慮要素（例：営利企業
の事業と類似する事業には公益目的事業の「特徴」が必
要）に基づき判断しており、予見可能性がないとの指摘

⇒ 個別判断の蓄積で定着した運用が明示されず、透明性
に欠けるとの指摘

⇒ 「ＦＡＱ」や「記入の手引き」において実質的な法令
解釈が打ち出されており、分かり辛いとの指摘

⇒ 行政庁や担当者により言うことが異なるとの指摘

◆公益目的事業について、制度上「申請書記載事
項」の変更には変更認定申請が必要とされるが、
申請書に何を記すか明示していない。

⇒ 行政庁の指導に従って申請書に細かく記載した法人は、
細かい変更のたびに変更認定申請が必要との指摘

⇒ 公益性の判断が明らかに変わらないものは届出を可と
する運用について、基準が曖昧との指摘。

⇒ 申請に当たり、追加的に多くの書類の提出が求められ
るとの指摘

主なポイント
１．制度運用の基本的考え方を明示【第１章】

 ◆ 法目的は「公益の増進及び活力ある社会の実現」であり、
公益認定や監督は、そのための手段

 ◆ ガイドラインの利用者は、法人、行政庁及び国民

 ◆ 法に基づく審査・監督と法人への支援（行政指導）の峻別

 ◆ 毎年、判断の蓄積、関係者の意見等を踏まえた見直し。
 ◆ 各種判断について「事例集」を作成・公表
 

２．公益目的事業該当性の判断の明確化【第２章】

 ◆ 「公益目的事業」と判断する考え方・基準を明確化
（具体的考慮要素を示す類型に出資事業等を追加）

 ◆ 申請書記載事項（変更認定・変更届出の範囲）の明確化
 ◆ 認定審査時に必要な書類の明確化
 

３. 公益認定基準等の考え方を明確化【第３章～第５章】

 ◆ 法令の趣旨を明記
 ◆ 財務規律・ガバナンス・情報開示等に関して制度改正の趣旨等を

明記
 ◆ 役員報酬に関する考え方を明確化

４.監督・処分の考え方を明確化【第６章】

 ◆ 事後チェックの強化・重点化
 ◆ 外部からの情報提供（公益通報等）の活用
 ◆ 監督処分等の適用方針を明記

以下の観点から抜本的な見直し
・予見可能性の向上
・行政の判断のブレやばらつきの抑制
・事前の一律チェックから事後の重点的なチェック

への転換

公益認定等ガイドラインの抜本見直し（主なポイント）
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新制度の適用開始時期

令和７年４月１日から新制度が施行。法人において適用のための準備が必要となる規律につい
ては、経過措置を規定 →事項ごとに適用開始時期が異なる（詳細は各規律の項目で説明）。

中期的収支均衡・
使途不特定財産規制

施行日以後に開始する事業年度から
適用

収益事業等の
内容変更届出化

施行日前に申請され、認定に至って
いないものは、届出とみなす

区分経理等
施行日以後に開始する事業年度から
適用。ただし、施行後３年間は特例的
な方法も可能

外部理事・監事導入 現任理事(監事)の任期満了まで猶予

事業報告時の書類

施行日以後に提出される事業報告等
は、新制度が適用（公表対象）
※施行日までは現行制度が適用（閲
覧対象）
※自律的ガバナンスに関する取組み
等の記載は、施行日以後から適用

事業計画時の書類

施行日以後に提出される事業計画等
は、新制度が適用（公表対象）
※施行日までは現行制度が適用（閲
覧対象）

施行（R7.4.1) 現行制度 新制度

不適合の場合
（猶予期間）

申請
届出とみなす

事業年度開始

事業年度開始

（３年間の移行期間）

事業年度開始

（現行制度が適応される財務規律に関する情報に
ついては現行様式）

事業年度開始
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（２）改正内容について
①財務規律の柔軟化・明確化

資金のより効果的な活用のための中期的収支均衡（収支相償原則の見直
し）及び使途不特定財産規制（遊休財産規制の見直し）についての御説明

14



・公益目的事業に係る当該事業年度の収入と費用を比較し、費用を超える収入を得てはならない（収支相償）。
・各公益目的事業別（第一段階）、公益目的事業全体（第二段階）の二段階で収支相償を判定。
・黒字の場合、翌年度又は翌々年度に事業の拡大等により解消した場合、当該事業年度の収支相償は満たさ
れたものとする。公益目的保有財産の取得等についても黒字の解消策として認められている。

中期的収支均衡（収支相償原則の見直し）①

現行

・収支相償を中期的収支均衡に見直し。公益目的事業に係る当該事業年度の経常収支を基本とした収入と費
用を比較し、黒字（剰余額）がある場合には、過去の赤字（欠損額）と通算。収支の比較は、公益目的事業全体
で行う。
・過去の欠損額との通算を行ってなお剰余額が残る場合には、公益目的保有財産の取得等により解消するほ
か、翌事業年度以降に事業を拡大して解消。剰余額の発生から５年間を経過した剰余額が残っている場合、
中期的収支均衡を欠くものと判定。

改正概要

-20

45

-25
-20

-30
-20
-10

0
10
20
30
40
50

黒字が出た場合は
2年間で解消

【収支相償】

過去の赤字は
考慮されず

-5
0

-5
0

45

-3 -6
0

-4 -2

-30
-20
-10

0
10
20
30
40
50

過去の赤字を
繰越可能

20
公益充実資金の積立て

黒字が出た場合は中期
的に収支均衡を回復

【中期的収支均衡】

15
10

適用開始：令和７年４月１日
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中期的収支均衡の判定フロー(通常) 中期的収支均衡の判定フロー(特例算定)

中期的収支均衡（収支相償原則の見直し）②

16



R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

単年度収支 -1,000,000 500,000 -500,000 -500,000 -500,000 4,500,000 -500,000 0 -100,000 -500,000 -500,000

↓各事業年度における
通算後の額 （翌事業年
度への繰り越し額)

R7 -1,000,000

R8 -500,000 0

R9 -500,000 0 -500,000

R10 -500,000 0 -500,000 -500,000

R11 0 -500,000 -500,000 -500,000

R12 0 0 0 0 2,000,000

R13 0 0 0 1,500,000 0

R14 0 0 1,500,000 0 0

R15 0 1,400,000 0 0 0

R16 900,000 0 0 0 0

R17 400,000 0 0 0 0 0

令和７年事業年度から適用。単年度収支を計算し、令和７年事業年度からの黒字・赤字を翌事業年度以降に繰り越しする。

過去の赤字と通算し黒字を解
消

発生から５年経過した黒字が存在。
中期的収支均衡が図られていないと判定

100万円は公益目的保有財産
の取得で解消

過去四年間の赤字を通算可能。
R12であればR８～11分まで通算可

中期的収支均衡（収支相償原則の見直し）③
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変更履歴

				変更履歴 ヘンコウ リレキ

				No		V/R		変更日付 ヘンコウ ヒヅケ		変更箇所 ヘンコウ カショ		変更内容 ヘンコウ ナイヨウ		備考 ビコウ

				1		V00R04		4/6/17		シート追加 ツイカ		流用元：A1-1レイアウト_V00R03（B(5)追加版）
　　　　　A2-1レイアウト_V00R02

				2		V00R05		4/19/17		シート追加 ツイカ		別紙３　１．事業の一覧　を追加

				3		V01R01		10/23/17		修正 シュウセイ		・9/17、10/3内閣府様ご指摘箇所を適用 ナイカク フ サマ シテキ カショ テキヨウ

				4		V01R03		8/28/18		修正 シュウセイ		・【別表B(5) 公益目的事業比率算定に係る計算表】その１の「Ⅷ　財産の譲渡損等の額」の「データ入力規則」（整数-1以上）を削除

				5		V01R10		10/10/18		マスタ作成 サクセイ		-

				6		V01R11		10/25/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シート「利益の繰入割合」プルダウンの文字種別をパーセンテージから文字列に修正 リエキ クリイレ ワリアイ モジシュ ベツ モジレツ シュウセイ

				7		V01R13		11/12/18		修正 シュウセイ		B(５)シート
・Ⅳ　無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(4)より）
・Ⅶ　引当金の取り崩し額(マイナス額で記載してください）

上記について、行数設定のcount関数を設定 ジョウキ セッテイ

				8		V01R14		11/15/18		修正 シュウセイ		A(2)シート
\C2_1.22.26、\C2_1.22.27、\C2_1.22.28、\C2_1.22.29のセルの表示形式を
日付から通貨に変更 ヒョウジ ケイシキ ヒヅケ ツウカ ヘンコウ

				9		V01R15		11/28/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　ホームページの有無を転記（$）形式に修正 ウム

				10		V01R16		11/28/18		追加 ツイカ		表紙、任意作成に丸印を入れる項目追加 ヒョウシ ニンイ サクセイ マルジルシ イ コウモク ツイカ

				11		V01R17		11/29/18		追加 ツイカ		上記項目の名前付けを追加 ジョウキ コウモク ナマエ ヅ ツイカ

				12		V01R18		11/30/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　代表者の氏名を「事業報告等に係る提出書」から転記に修正 ダイヒョウシャ シメイ ジギョウ ホウコク トウ カカ テイシュツ ショ テンキ

				13		V01R19		12/4/18		修正 シュウセイ		・選択項目　ブランク/○からブランク/レに変更
　対象シート「役員等名簿」「C(2)」
・会計監査人設置の有無
　リスト「設置」「不設置」から「有」「無」に変更
　対象シート「2-2(社団)」「2-2(財団)」

				14		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		C(2)シート
条件付き必須の削除 ジョウケンツ ヒッス サクジョ

				15		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「A(1)」「A(2)」シート、n行複写の行数カウント(=COUNTA)セル位置を変更 ギョウ フクシャ ギョウスウ イチ ヘンコウ

				16		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「役員等名簿」シート、条件付き書式と設定用の数式を修正 ヤクイン ナド メイボ ジョウケンツ ショシキ セッテイ ヨウ スウシキ シュウセイ

				17		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「A(2)」シート、印刷設定を白黒にする インサツ セッテイ シロクロ

				18		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「B(1)」シートにて「B(5)」シートを参照しているセルの参照先を修正

				19		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		シートA(1)A(2)のAB列の数字を上下中央揃えに統一

				20		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		「2-2(社団)」「2-2財団」シート「会員の数」入力規則を1以上から0以上に変更 シャダン ザイダン カイイン カズ ニュウリョク キソク イジョウ イジョウ ヘンコウ

				21		V01R23		12/14/18				ファイルプロパティ消去 ショウキョ

				22		V01R24		12/17/18		修正 シュウセイ		「B(5)」シート合計欄の計算式が消えている箇所を修正 ゴウケイ ラン ケイサン シキ キ カショ シュウセイ

				23		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		・「A(3)」シート入力チェック判定式を修正
・「1-2(社団)」「1-2(財団)」シート、会計監査人設置の有無リスト内容変更対応 ニュウリョク ハンテイ シキ シュウセイ

				24		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「C(1)シート」No23 中央ぞろえから右揃えに修正 チュウオウ ミギゾロ シュウセイ

				25		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シートNo16,No17 条件式修正
 "50%","５０％"両方に対応※現行が全角の為 ベッシ ジョウケン シキ シュウセイ リョウホウ タイオウ ゲンコウ ゼンカク タメ

				26		V01R26		12/24/18		修正 シュウセイ		「A(1)」シートNo25,No26 書式をユーザ定義(日付型)から通貨型に修正 ショシキ テイギ ヒヅケ ガタ ツウカガタ シュウセイ

				27		V01R27		12/26/18		修正 シュウセイ		行追加様式を全て2行化
「役員等名簿」シートの「○」を「レ」に変更 ヤクイン

				28		V01R28		12/28/18		修正 シュウセイ		目次シートの無効な参照を修正 モクジ ムコウ サンショウ シュウセイ

				29		V01R29		1/9/19		修正 シュウセイ		2-2(社団)シート
・（代議員制を採用している場合）社員（代議員）を選出する会員の数の入力規則を1⇒0に修正

				30		V01R30		1/11/19		修正 シュウセイ		A(1)、A(2)シート
第7欄のプロテクト解除 ダイ ラン カイジョ

				31		V01R31		1/14/19		修正 シュウセイ		A(1)シート BB36セルの必須入力判定式(収入-費用>0)を削除(C(5)ブックからの転記前のため) ヒッス ニュウリョク

				32		V01R32		1/15/19		修正 シュウセイ		別紙1シート　No.18のセル書式(表示形式)をユーザ定義(G/標準;G/標準;)から(;;)に変更(256バイト以上の文字をセル参照できない事象対応のため) ベッシ ショシキ ヒョウジ ケイシキ テイギ ヒョウジュン ヒョウジュン ヘンコウ イジョウ モジ サンショウ ジショウ タイオウ

				33		V01R33		1/16/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを修正
2-2(財団)シート、社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				34		V01R34		1/17/19		修正 シュウセイ		2-3(財団)シート、見出しを社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン ミダ シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				35		V01R35		1/24/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				36		V01R36		1/28/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				37		V01R37		2/4/19		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの都道府県、市区町村番地等をダウンロード時文字列置換から「2-1」シートの都道府県、市区町村番地等を参照するように変更 ベッシ トドウフケン シク チョウソン バンチ ナド ジ モジレツ チカン サンショウ ヘンコウ

				38		V01R38		2/7/19		修正 シュウセイ		「C(2)シートの番号欄の入力規則を整数(1～99)から整数(1～200)に変更
目次のAV52セルの計算式を修正 バンゴウ ラン ニュウリョク キソク セイスウ セイスウ ヘンコウ

				39		V01R39		2/19/19		修正 シュウセイ		表紙コメント修正、目次28,29行目のNG判定式修正、、A(1)35行目の余剰金→剰余金に修正、C(1)・C(1)基金39～47行の31欄～39欄の計算式修正 キキン

				40		V01R40		2/26/19		修正 シュウセイ		「C(1)」,「C(1)」基金シートの欄外(BA45～47,BB46～47)の計算式を修正

				41		V01R41		3/1/19		修正 シュウセイ		C(2)シートの様式転記セルの書式を「G/標準;G/標準;」から「標準」に変更

				42		V01R42		3/11/19		修正 シュウセイ		表紙
事業年度の「年度報告」→「年度」
コメント、
「【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。
コメント、「該当がない場合には、「0」を入力してください。」を追加。
表紙中別ファイルの数記載部分に、簡単なファイル名の案内を追加。
A(3)、C(2)のコメント、「該当する場合は「○」を選択してください。該当しない場合は空欄のままにしてください。」を追加。

目次
表紙の選択がNG判断に反映されるよう、A(1)とA(2)、C(1)とC(1)基金の部分の条件式を修正。
エラーチェックのコメント、「表紙で「○」をつけて選択している様式（シート）でNGとなっているものを御確認ください。」を追記。

事業報告等に係る提出書
コメント、
「申請日を入力してください。

【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。


												役員等名簿
１．評議員の表のコメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下同じ。）」
を追記。

役員等名簿（閲覧用）
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（前シート「役員等名簿」を参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

別紙１
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
33行目、公益目的事業比率、白→黄色

2-1
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
「代表者の氏名」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した代表者と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。



												2-2（社団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
社員総会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

2-2（財団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
評議員会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

3-1
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。


												
A(1)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同10欄、コメント、
「10欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

A(2)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同11欄、12欄コメント、「11欄、12欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

B(5)
コメント、
「本シートは、次シートB(5)の入力の内容が自動計算で反映されます。」
を追記。



												C(1)、C(1)基金
19欄、23欄、コメント、
「19欄及び23欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

C(2)
１表、コメント、
「本シート中、「共用割合」を記載する場合は、小数点以下第１位までとしてください。（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。
同、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。


												D
表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追加。

H(2)
１．(1)表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）
（以下同じ。）」

				43		V01R43		3/12/19		修正 シュウセイ		C(1)シートの39欄右側の式を追記(前回修正時に削除されていた) ラン ミギガワ シキ ツイキ ゼンカイ シュウセイ ジ サクジョ

				44		V01R44		3/27/19		修正 シュウセイ		表紙シートの別紙２　２．（１）社団用の初期値○をなし(空白)に変更 ヒョウシ ベッシ シャダン ヨウ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				45		V01R45		4/1/19		修正 シュウセイ		表紙シートのC（２）の初期値をなし(空白）から〇に変更
Listシートの年号の「新年号」を「令和」に変更 ヒョウシ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				46		V01R46		4/4/19		修正 シュウセイ		別紙２(2-1シート)
　既存のコメントの修正（２か所）、新規コメントの追加

				47		V01R47		4/12/19		修正 シュウセイ		・表紙の年度欄(P12セル)に"1"が入力された場合、"元"と表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2019/5/1～2019/12/31の場合、年部分を固定で「令和元年」表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2020/1/1～2020/12/31の場合、年部分を固定で「令和2年」表示するように条件付き書式を設定
・元年表示となるコメントを追記

				48		V01R47		4/26/19		修正 シュウセイ		表紙のＣ（２）の選択を「○」を初期値に変更 ヒョウシ センタク ショキ アタイ ヘンコウ

				49		V01R48		5/14/19		修正 シュウセイ		H(2)シートのN46セルの誤字を修正(「運用益断の内容」→「運用益等の内容」) ゴジ シュウセイ ウンヨウ エキ ダン ナイヨウ ウンヨウ エキ ナド ナイヨウ

				50		V01R49		5/23/19		修正 シュウセイ		H(1)シートの36行目の誤字を修正(「所得財産残額」→「取得財産残額」) ギョウメ ゴジ シュウセイ ショトク ザイサン ザンガク シュトク ザイサン ザンガク

				51		V01R50		6/4/19		修正 シュウセイ		ブック保護設定漏れ、別紙1シート保護設定漏れ ホゴ セッテイ モ ベッシ ホゴ セッテイ モ

				52		V01R51		7/3/19		修正 シュウセイ		「2-2(財団)」シートのBB30～BB33セルの判定式を修正(社員総会→評議員会)

				53		V01R52		8/19/19		修正 シュウセイ		C(2)のAG9、AG36セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				54		V01R53		8/21/19		修正 シュウセイ		A(3)のAP23、AP40セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				55		V01R54		2019/8/9
2019/8/21(53,54の修正を先に反映)
2019/9/19 シュウセイ サキ ハンエイ		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの2(5),(6)のC(1)からの転記を、表紙でC(1)基金が選択されている場合にはC(1)基金から転記するよう条件追加
　(５)　資産、負債及び正味財産の額
資産額　='C(1)'!$T$24→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$T$24,'C(1)'!$T$24)
負債額　='C(1)'!$AS$18→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$18,'C(1)'!$AS$18)
正味財産額　='C(1)'!$AS$23→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$23,'C(1)'!$AS$23)
　(６)　遊休財産額
遊休財産額の保有上限額　='C(1)'!$W$49→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$49,'C(1)'!$W$49)
遊休財産額　='C(1)'!$W$50→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$50,'C(1)'!$W$50)

「C(1)」および「C(1)基金」シートの51行目42欄の式を変更する
　=IF(W49-W50>0,"適合","不適合")　→　=IF(W49-W50>=0,"適合","不適合")

「H(1)」シートの25行目誤字を修正
　8欄　公益目的保有財産の運営益等　→　運用益等

「表紙」シートの事業年度の元号選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

----2019/9/19
「C(2)」シートの注記の※2を削除し、※1を※に変更 ベッシ テンキ ヒョウシ キキン センタク バアイ キキン テンキ ジョウケン ツイカ キン シキ ヘンコウ ギョウメ ゴジ シュウセイ ヒョウシ ジギョウ ネンド ゲンゴウ センタク ラン ジゼン ニュウリョク コウモク センタク ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジレツ ニュウリョク フカ チュウキ サクジョ ヘンコウ

				56		V01R55		2019/10/10

2019/10/23

2019/10/25

2019/10/30

2019/11/6

2019/11/8		修正 シュウセイ		「表紙」シートの事業年度のチェック追加
B2 =IF(OR(COUNTA(M12,P12,O14,O16,V20,V22,V24)<>7,SUM(BA:BA)>0),"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",IF(BB12>0,"事業年度と日付(自)が合致しません",IF(BB14>0,"事業年度(自／至)が1年間ではありません","")))
BB12　=IF(OR(AND(M12="平成",P12=YEAR(O14)-1988),AND(M12="令和",P12=YEAR(O14)-2018)),0,1)
BA12　=IF(COUNTA(M12,P12,O14,O16)<>4,1,0)
BA20　=IF(COUNTA(V20,V22,V24)<>3,1,0)
条件付き書式の色変更、(赤)B2に文字があった時→(赤)未入力の時、(ピンク)事業年度のチェック時
コメントの追加：本書類は過年度の報告です。
「表紙」シート説明文中
公益事業の数の欄の説明に「（対の数を記入）」を追記
C(4)収益の説明文の不要なカッコを削除

「目次」シートのNGチェック修正
AV7　=IF(表紙1!B2="","","NG")　 =IF(SUM(表紙!BA:BA)>0,"NG","")

「役員等名簿」シートの常勤非常勤選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

------2019/10/23
「B5」シートの右側　収1から他3までの項目名(S10～Z10)を編集可能とし、下表は同項目名を参照するよう変更。
コメントの追加：収1から他3までの項目名は変更可能です。

------2019/10/25
「C(1)」シートのエラーチェックの条件式の誤り修正
=IF(表紙!AW39=""　　　　→　　=IF(表紙!AS39=""

------2019/10/30
「別紙1」シートの収益事業等から生じた利益の繰入割合欄の入力規則の「空白を無視する」を解除、さらに収入の額、費用の額の欄から全角文字入力されたケースを除去
=IF(OR(Q25="50%",Q25="５０％"),'A(1)'!$AD$31,IF(OR(Q25="50%超",Q25="５０％超"),'A(2)'!$AD$34,0))

------2019/11/6
Ｃ(1)及びC(1)基金シートの第40欄について、事業年度が１年ではない場合の記入欄を欄外に設け、表紙に記載された事業期間が１年ではない場合に欄外の第40欄を転記するように修正し、コメントを付記

-------2019/11/8
C(1)基シートの緑＆水色の入力欄について、データの入力規則の設定が0以上となっていたものを、C(1)と同様にすべての値に訂正(マイナス入力可)
 ヒョウシ ジギョウ ネンド ツイカ ジョウケン ツ ショシキ イロ ヘンコウ アカ モジ トキ アカ ミニュウリョク トキ ジギョウ ネンド カ ホウコク ヒョウシ セツメイ ブン ナカ モクジ シュウセイ ヒョウシ ヤクイン トウ メイボ ジョウキン ヒジョウキン センタク ラン ミギ ガワ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンシュウ カノウ カヒョウ ドウ コウモク メイ ヘンコウ ツイカ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンコウ カノウ ジョウケン シキ アヤマ シュウセイ ベッシ ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ シュウニュウ ガク ヒヨウ ガク ラン ゼンカク モジ ニュウリョク ジョキョ ジギョウ ネンド ネン バアイ キニュウ ラン ランガイ モウ ヒョウシ キサイ ジギョウ キカン ネン バアイ ランガイ ダイ ラン テンキ シュウセイ キ ミドリ ミズイロ ニュウリョク ラン ニュウリョク キソク セッテイ イジョウ ドウヨウ アタイ テイセイ ニュウリョク カ



				57		V01R56		12/4/19		修正 シュウセイ		以下のシート、項目のデータの入力規則における 「空白を無視する」を解除し、任意の文字入力を防ぐ
・役員等名簿シート、代表理事
・別紙1シート、当事業年度の勧告または命令の有無
・2-2(社団)シート、会計監査人接地の有無
・2-2(財団)シート、会計監査人接地の有無
・C(1)シート、対応負債の額の計算
・C(1)基シート、対応負債の額の計算
・Dシート、保有の有無

データの入力規則の変更
・役員名簿シート、郵便番号欄→整数9999999以下 (B4-1等に合わせる)

文言の変更
C（2)シート　各表に存在した※2を削除、※1を※に変更。 イカ コウモク ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジ ニュウリョク フセ ヤクイン トウ メイボ メイレイ ザイ キ ホユウ ウム モンゴン ヘンコウ カクヒョウ ソンザイ サクジョ ヘンコウ

				58		V01R57		2/12/20		修正 シュウセイ		A(2)シート
第二段階合計欄の項目名に記載の計算式を詳細に記述 ダイニ ダンカイ ゴウケイ ラン コウモク メイ キサイ ケイサン シキ ショウサイ キジュツ

				59		V01R58		2020/3/9
2020/5/12		修正 シュウセイ		表紙シート
　・年号欄コメント設定　事業年度(自)コメント修正
　・事業年度(至)の自動記入 関数追加
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック関数変更(BB14)

2-1シート
　・事業年度の自動記入
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック追加(BB19)

------2020/05/12
別紙1シート
　収益事業から生じた利益の繰入割合　コメント追加、条件付き書式の変更(５０％および５０％超の場合の緑色化追加)

役員等名簿(閲覧用)シート
　改ページ位置を下方へ移動 ヒョウシ ネンゴウ ラン セッテイ ジギョウ ネンド ジ シュウセイ ジギョウ ネンド イタル ジドウ キニュウ カンスウ ツイカ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ カンスウ ヘンコウ ジギョウ ネンド ジドウ キニュウ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ ツイカ ヤクイン トウ メイボ エツランヨウ カイ イチ カホウ イドウ

				60		V01R59		10/22/20		修正 シュウセイ		表紙シート　　データの入力規則設定
　V20(氏名)　日本語入力「オン」
　V22,24(電話番号、電子メールアドレス欄)
　　日本語入力「オフ」,　ユーザ設定の数式 =LENB(V22)=LEN(V22)
　エラーメッセージ"半角英数字で入力してください"

役員等名簿シート
　コメントの変更
　各表1行目削除がされないようA列をロック
　B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合のエラーメッセージを追加
　カタカナ入力チェックの追加

B(5)シート　データの入力規則設定
　Ⅵ,Ⅶ欄　0　より小さい
　
C(2)シート　データの入力規則設定
　AU12,14,21,23　　ユーザ設定の数式 
　エラーメッセージ　"小数点以下第一位までの数字を入力してくだい"

H(2)シート　間に行追加しないと黄色合計欄計算が合わない件の改修
　AN12,20,28,35,49,56,63,N42,U42　SUM→SUMIFに変更
　BB列の1となっていた数字を表番号の数字に変更
　
参考シート　データの入力規則設定
　C10,11,18,19　日付で <2999/12/31
　コメントの修正"西暦年/月/日の形式で入力して下さい。和暦になります。" ヒョウシ ハンカク エイスウジ ニュウリョク ヤクイン トウ メイボ ニュウリョク ツイカ ニュウリョク キソク セッテイ セッテイ スウシキ ショウスウテン イカ ダイイチ イ スウジ ニュウリョク キイロ ラン ケイサン ケン カイシュウ ヘンコウ レツ スウジ ヒョウ バンゴウ スウジ ヘンコウ サンコウ ニュウリョク キソク セッテイ ヒヅケ シュウセイ セイレキ ネン ツキ ヒ ケイシキ ニュウリョク クダ ワレキ

				61		V01R60		12/15/20		修正 シュウセイ		役員等名簿シート
　・B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合の式を修正(赤字部分削除)
　（データ流用の際、\C2_1.3.anchorという名前のセルが削除され、式が#VALUEになってしまうため）
=IF(OR(\C2_1.3.5+15<>ROW(\C2_1.3.16),ROW(\C2_1.3.16)+\C2_1.3.16+4<>ROW(\C2_1.3.28),ROW(\C2_1.3.28)+\C2_1.3.28+3<>ROW(\C2_1.3.anchor)),"不正な行追加があります。 (メニュー[表示]_[改ページプレビュー]でAZ～BF列を確認)",IF(SUM(BE:BF)>0,"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",""))
　・住所欄の条件付書式のルール式の参照セルを修正
　(代表理事チェックを入れると緑になってしまう)
 ヤクイン トウ メイボ シキ シュウセイ アカジ ブブン サクジョ リュウヨウ サイ ナマエ サクジョ シキ ジュウショ ラン ジョウケン ツキ ショシキ シキ サンショウ シュウセイ ダイヒョウ リジ イ ミドリ

				62		V01R61		2020/12/25
2021/3/12		修正 シュウセイ		C(2)シート
　・共用割合の小数点1位までチェックの条件付き書式を「停止」から「注意」に変更　(シートのロックがかかっている場合、行のコピーを行うと、直上のセルの条件付き書式をコピーしてしまい、共用財産欄の書き方制約になったため)
B(5)シート
　・AD30セル、式が入っていなかったため、追記
 キョウヨウ ワリアイ ショウスウテン イ ジョウケンツ ショシキ テイシ チュウイ キョウヨウ ザイサン ラン カ カタ セイヤク シキ ハイ ツイキ

				63		V01R62		3/26/21		修正 シュウセイ		役員名簿シート　データ流用のanchor削除の解決、anchorより手前(印刷範囲外)に白色文字を挿入、B2セルの式をanchor含む式に戻した
 ヤクイン メイボ リュウヨウ サクジョ カイケツ テマエ インサツ ハンイ ガイ シロイロ モジ ソウニュウ シキ フク シキ モド

				64		V01R63		4/16/21		修正 シュウセイ		H(1)シートの14-17行目に新しいチェック欄と説明文を追加 ギョウメ アタラ ラン セツメイ ブン ツイカ

				65		V01R64		6/28/21		修正 シュウセイ		C(2)シート, H(1)シート
　・計(A)～計(F)及び合計(8ヶ所)の計算値のチェック、NGはセルをピンクに ケイ ケイ オヨ ゴウケイ ショ ケイサンチ

				66		V01R65		2021/10/12
2021/11/11		C(2)　修正 シュウセイ		C(2)シート
　・5,6の表を公益のみ・公益以外に分離し、タイトルを変更
　・5,6の表の事業番号欄を、それぞれ「公」のみ、「収、他、管」から選択に変更
　・AZ列の表番号を並び順に修正し、合計の式を対応する値に変更
　・A～Fの合計の式に増えた表の合計を追加
　・最終行に公益のみの合計欄＜参考値＞を追加　(A2-1,B3-5,B34-1,C2-1)
　・最終行の合計式を整備(A1-1,A3-1)
　・1の表、BA11,BA13の式誤り修正および改善　○→レ、0→"T"、1→"F"
　・1の表、取得時期欄の選択リストを名前で管理に変更(B3-5,B34-1,C2-1)
　・改ページ位置調整
リストシート
　・公　のみ選択可能なリストを作成し、「事業の種類１」という名前で管理 ヒョウ コウエキ コウエキ イガイ ブンリ ヘンコウ ナラ ジュン ゴウケイ シキ フ ヒョウ ゴウケイ ツイカ サイシュウギョウ コウエキ ゴウケイ ラン サンコウチ ツイカ ヒョウ シキ アヤマ シュウセイ カイゼン ヒョウ シュトク ジキ ラン センタク ナマエ カンリ ヘンコウ カイ イチ チョウセイ コウ センタク カノウ サクセイ ジギョウ シュルイ ナマエ カンリ		A1-1,A2-1,A3-1,B3-5,B34-1,C2-1共通

				67		V01R65a		3/1/23		修正 シュウセイ		C(2)、役員等名簿 、2-2(財団)、2-2(社団) シート保護解除 ホゴ カイジョ





A(50％)

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		R7.4.1～R8.3.31																				150																円 エン

						b		R8.4.1～R9.3.31																				300																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9.4.1～R10.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						d		R10.4.1～R11.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						e		R11.4.1～R12.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン



						１． 公益目的事業会計全体の当該事業年度の収支比較 トウガイ ジギョウ ネンド シュウシ ヒカク

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																						1,000										円 エン				1,100										円 エン

						費用化済資産に係る減価償却費（経常費用の控除対象） ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△		50								円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額（公益目的事業財産の取得等に係る部分を除く）を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク コウエキモクテキジギョウザイサン シュトク トウ カカ ブブン ノゾ シュウニュウ ラン																																																						200										円 エン				350										円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																																50										円 エン																				収入≧費用 シュウニュウ ヒヨウ														収入＜費用 シュウニュウ ヒヨウ

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																																50										円 エン																				年度剰余額
（収入－費用）														年度欠損額
（費用－収入） ケッソン

						合計																																																						1,300										円 エン				1,400										円 エン				A										円 エン				B		100								円 エン



						２． 年度剰余額／年度欠損額と残存剰余額／残存欠損額との通算 ネンド ジョウヨ ガク ネンド ケッソン ガク ツウサン

						　年度剰余額がある場合は、残存欠損額と通算し、年度欠損額がある場合は、残存剰余額と通算します。 ネンド ジョウヨガク バアイ ザンゾン ケッソンガク ツウサン ネンド ケッソンガク バアイ ザンゾン ジョウヨガク ツウサン

						年度剰余額が
ある場合 バアイ												年度剰余額														通算額
（残存欠損額） ツウサン																		暫定残存剰余額
（A－C） ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク																通算した残存欠損額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ケッソンガク ハッセイ ジギョウ ネンド										b								ｃ								d								e

																		A										円 エン				C										円 エン								D										円 エン						通算額 ツウサン ガク																																										円 エン

																																																																E		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク																																										円 エン



						年度欠損額が
ある場合 ケッソン バアイ												年度欠損額 ケッソン														通算額
（残存剰余額） ツウサン																		残存欠損額
（B－F） ザンゾン ケッソン ガク																通算した残存剰余額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ジョウヨガク ハッセイ ジギョウ ネンド										a								ｂ								ｃ								ｄ								e

						☑												B		100								円 エン				F		100								円 エン								G		0								円 エン						残存剰余額 ザンゾン ジョウヨガク										150								300								0								0								0								円 エン

																																																																		通算額 ツウサン ガク										100								0								0								0								0								円 エン

																																																																H		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク										50								300								0								0								0								円 エン



						３． 暫定残存剰余額又は残存剰余額の解消 ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク マタ ザンゾン カイショウ

						　２．の通算後に暫定残存剰余額又は残存剰余額が残る場合、その額を公益目的保有財産の取得等に充てることで解消することができる。【⇒解消策の内容は別様式に記載】 ツウサン ゴ ザンテイ ザンゾン ジョウヨガク マタ ザンゾン ジョウヨガク ノコ バアイ ガク コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトク トウ ア カイショウ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ



																a/G-a								b/G-ｂ								c/G-ｃ								d/G-ｄ								e/G-e								暫定残存剰余額（D）

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク										50								300								0								0								0								0								円 エン				👈				年度剰余額がある場合、a-eの残存剰余額とDを記載、年度欠損額がある場合、Gで計算したa-eを記載（「暫定残存剰余額（D）」の欄は0）。 ネンド ジョウヨガク バアイ ザンゾン ジョウヨガク キサイ ネンド ケッソンガク バアイ ケイサン キサイ ラン

				I		解消額 カイショウ ガク										50								10								0								0								0								0								円 エン

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク										0								290								0								0								0								0								円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		R7.4.1～R8.3.31																				0																円 エン																																												👈				0より大きい場合、均衡を欠くことになる オオ バアイ キンコウ カ

						b		R8.4.1～R9.3.31																				290																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9.4.1～R10.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						d		R10.4.1～R11.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						e		R11.4.1～R12.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						ｆ		R12.4.1～R13.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

																												👆																				👆																				👆

																												Jの数値が記載 スウチ キサイ																				年度剰余額があった場合、Eの数値を記載、年度欠損額があった場合、前事業年度に算定した数値を記載 ネンド ジョウヨガク バアイ スウチ キサイ ネンド ケッソンガク バアイ																				通常の算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 ツウジョウ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ







A(50％超) 

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン



						１． 特例算定の可否の確認 カヒ カクニン

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等をキャッシュベースで比較し、資金不足が発生する（特例収入が特例費用を上回る）場合に特例算定（収益の50％を超える繰入れ）をすることができます。 シキン ブソク ハッセイ トクレイ シュウニュウ トクレイ ヒヨウ ウワマワ バアイ トクレイ サンテイ



																																																												特例収入 トクレイ シュウニュウ														特例費用 トクレイ ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費（経常費用の控除対象） コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△										円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額（上限あり）を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク シュウニュウ ラン ジョウゲン																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に関する収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得等に関しては支出額を「費用」欄に記載） モクテキ ホユウ ザイサン シュウシ トウ																																																																円 エン														円 エン

						４年以内に生じた（b～eに係る）特例算定残存欠損額の合計額 ネン イナイ ショウ カカ ゴウケイガク																																																																円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の５０％																																										円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の５０％																																										円 エン																		（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ

						合計																																																																円 エン														円 エン				A										円 エン



						２．特例算定残存欠損額の算定 サンテイ

						　１．で計算した資金不足（A）を補填するため、収益事業等から生じた利益の50％を超えて繰り入れます。 ケイサン シキン ブソク ホテン シュウエキ ジギョウ トウ ショウ リエキ コ ク イ

								（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ																		繰り入れた利益の50％を超える部分 ク イ リエキ コ ブブン																		特例算定暫定年度欠損額 トクレイ サンテイ ザンテイ ネンド ケッソン ガク

								A										円 エン				－														円 エン				＝				B										円 エン



						３． 残存剰余額の解消 ザンゾン カイショウ

						　特例算定を選択できる場合、当該事業年度に黒字が発生することはありませんが、残存剰余額について解消策を講じることが出来ます。【⇒解消策の内容は別様式に記載】 トクレイ サンテイ センタク バアイ トウガイ ジギョウ ネンド クロジ ハッセイ ザンゾン ジョウヨガク カイショウサク コウ デキ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ



																a								b								c								d								e

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク																																																		円 エン

				I		解消額 カイショウ ガク																																																		円 エン				👈				特例算定の場合、公益目的保有財産の取得等は既に特例費用に計上されているため解消策には含まれません トクレイ サンテイ バアイ コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトクナド スデ トクレイ ヒヨウ ケイジョウ カイショウ サク フク

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク																																																		円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン																																												👈				0より大きい場合、均衡を欠くことになる オオ バアイ キンコウ カ

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						ｆ		2031.4.1～2032.3.31																				0																円 エン																				円 エン																				円 エン

																												👆																				👆																				👆

																												Jの数値が記載 スウチ キサイ																				特例算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 トクレイ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ																				通常の算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 ツウジョウ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ







A(別葉 解消策)

						３（別紙）． 解消策の内容 ベッシ カイショウ サク ナイヨウ

						解消策（剰余額の使途）及びそれにいくら充てたのか（解消額）を記載してください カイショウサク ジョウヨガク シト オヨ ア カイショウ ガク キサイ



																																		解消対象の剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク

								解消内容 カイショウ ナイヨウ																										a/G-a								b/G-ｂ								c/G-ｃ								d/G-ｄ								e/G-e								暫定残存剰余額（D）

				1				公益目的保有財産として××を６０円で取得 コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン エン シュトク																										50								10																																								円 エン

				2																																																																														円 エン

				3																																																																														円 エン

								I		解消額合計 カイショウ ガク ゴウケイ																								50								10																																								円 エン







ローリングの図
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		R9

		R10

		R11

		R12

		R13

		R14

		R15

				R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15

		R7		黒字 クロジ

		R8

		R9

		R10

		R11

		R12

		R13

		R14

		R15





ローリングの図 (改)



						R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15		R16		R17

				単年度収支 タンネンド シュウシ		-1,000,000		500,000		-500,000		-500,000		-500,000		4,500,000		-500,000		0		-100,000		-500,000		-500,000



				↓各事業年度における通算後の額 （翌事業年度への繰り越し額) カク ジギョウ ネンド ツウサン ゴ ガク ヨク ジギョウ ネンド ク コ ガク

				R7		-1,000,000

				R8		-500,000		0

				R9		-500,000		0		-500,000

				R10		-500,000		0		-500,000		-500,000

				R11				0		-500,000		-500,000		-500,000

				R12				0		0		0		0		2,000,000

				R13						0		0		0		1,500,000		0

				R14								0		0		1,500,000		0		0

				R15										0		1,400,000		0		0		0

				R16												900,000		0		0		0		0

				R17												400,000		0		0		0		0		0





以下、現行様式





A(1)

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								ERROR:#REF!

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8				69,042,458										円 エン				1,287,346										円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		10														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																												11														円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																												12														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄～12欄)																																																		13				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						※第二段階における剰余金の扱い

												剰余が生じる場合（収入－費用欄の数値がプラスの場合）は、その剰余相当額を公益目的保有財産に係る資産取得、改良に充てるための資金に繰り入れたり、公益目的保有財産の取得に充てたりするか、翌年度の事業拡大を行うことにより同額程度の損失となるようにしなければなりません。収入－費用欄の数値がプラスの場合、法人における剰余金の扱いの計画等を記載してください。



						収支相償がプラスとなる場合の剰余金の取扱











A(2)

				目次に戻る モクジ モド

				ERROR:#REF!



						【別紙４　法人の財務に関する公益認定の基準に係る書類について】

																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(2)  収支相償の計算(収益事業等の利益額を50％を超えて繰入れる場合)】

						　　　（公益法人認定法第５条第６号に定められた収支相償について審査します。）

						１． 第一段階（公益目的事業の収支相償）

						　法人が行う事業について、その経常収益、経常費用を比較します。

						事業 ジギョウ								経常収益計																		経常費用計																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期取崩額																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期積立額																		第一段階の判定
（2欄－3欄＋4欄－5欄） ラン

						区分 クブン				番号 バンゴウ				前年度に６欄がプラスの事業がある場合には当該剰余金の額を加算してください。



						1								2																		3																		4																		5																		6																										2

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

														0														円				0														円 エン				0														円				0														円

																																																																																				プラスの事業がある場合、発生理由とこれを解消するための計画等を記入してください。



																																												理由： リユウ																																																																0

																																												計画： ケイカク

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				0										円 エン				0										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								0

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8														円 エン														円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				0										円 エン				0										円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費
（経常費用額の控除対象。「費用」欄に記載してください。）																																																		10																												円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		11														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						公益資産取得資金に関する調整(別表C(4)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。）																																																		12														円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る当期収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得に関しては支出額を「費用」欄に記載してください。）																																																		13														円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																								収益事業から
生じた利益の繰入額																										14														円 エン

																														その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																										15														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄-10欄+11欄+12欄+13欄+14欄+15欄) ラン ラン ラン																																																		16				0										円 エン				0										円 エン				0										円 エン





第二段階７欄
(収入)へ

第二段階７欄
(費用)へ



A(3)

				目次に戻る モクジ モド

				



																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(3)　第二段階・収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算】 ベッピョウ ダイ ニ ダンカイ シュウエキ ジギョウ トウ リエキ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン クリイレガク ケイサン

						　　（A(1)、A(2)の収支相償第二段階の審査の際に必要な、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算に用います。）

						　　収益事業等の利益の５０％を公益目的事業へ繰入れる場合は(１)を、５０％を超えて繰入れる場合は(２)を記載してください。

						(１)　収益事業等の利益額の５０％を公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1



						(２)　収益事業等の利益額の５０％を超えて公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				2

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

















List

		名前 ナマエ		公認会計士税理士の別		対応負債の額の計算		事業の区分2 ジギョウ クブン		年号 ネンゴウ		丸付け マル ツ		事業の区分1 ジギョウ クブン		事業の区分 ジギョウ クブン		保有の有無 ホユウ ウム		有無 ウム		利益の繰越割合 リエキ クリコシ ワリアイ		ありなし		常勤非常勤 ジョウキン ヒジョウキン				設置不設置 セッチ フ セッチ		取得時期 シュトク ジキ		チェック

		1										○

		2		公認会計士		公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法		収 シュウ		平成 ヘイセイ				公 コウ		公 コウ		保有していない ホユウ		有 ユウ		50%		あり		常勤 ジョウキン				設置 セッチ		認定前 ニンテイ マエ		レ

		3		税理士		公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法		他 タ		令和 レイワ						収 シュウ		保有している ホユウ		無 ナ		50%超 コ		なし		非常勤 ヒジョウキン				不設置 フ セッチ		認定後 ニンテイ ゴ

		4						管 カン								他 タ

		5														管 カン

		6

		7

		8

		9

		10

		11

		12

		13

		14

		15

		16

		17

		18

		19

		20







中期的収支均衡が図られているのかを確認するため、以下の計算を毎事業年度終了後に実施（財務諸表の注記等に記載
することを想定）。当該事業年度＝R12年度（R12.4.1～R13.3.31）としてシミュレーション（通常の算定方法）。

損益計算書の一般純資産（一般正
味財産）区分における経常収益・
経常費用を記載

中期的収支均衡の計算上、過去、
取得等の際に既に費用計上してい
る資産についての減価償却費は、
２重に費用計上しないよう、その
分の減価償却費を費用額から控除

STEP２.で過去の赤字と通算

STEP0. 当年度に繰り越された黒字・赤字の確認

STEP1. 当年度の収支（黒字／赤字）の算定

a

b

c

d

e R11 0 円 -500,000 円

R10 0 円 -500,000 円

R8 0 円 0 円

R9 0 円 -500,000 円

発生事業年度 残存剰余額 残存欠損額

R7 0 円

過去から繰り越した、解消すべき
黒字（残存剰余額）、通算可能な
赤字を発生年度別に確認

△

A B

　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

収入 費用

公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収
益、経常費用

10,000,000 円 5,500,000

収益事業等から
生じた利益の繰入額

収益事業から
生じた利益の繰入額

500,000 円

円

公益充実資金に関する収支（当期の取崩額（公益目的事業財産の取得等に
係る部分を除く）を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載）

2,000,000 円 3,500,000 円

500,000

収入≧費用 収入＜費用

その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額

500,000 円
年度剰余額

（収入－費用）
年度欠損額

（費用－収入）

4,500,000 円 円合計 13,000,000 円 8,500,000 円

減価償却費に係る調整（経常費用の控除対象） 円 円
公益充実資金の取崩は収入に、
積立は費用に

中期的収支均衡（収支相償原則の見直し）④
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変更履歴

				変更履歴 ヘンコウ リレキ

				No		V/R		変更日付 ヘンコウ ヒヅケ		変更箇所 ヘンコウ カショ		変更内容 ヘンコウ ナイヨウ		備考 ビコウ

				1		V00R04		4/6/17		シート追加 ツイカ		流用元：A1-1レイアウト_V00R03（B(5)追加版）
　　　　　A2-1レイアウト_V00R02

				2		V00R05		4/19/17		シート追加 ツイカ		別紙３　１．事業の一覧　を追加

				3		V01R01		10/23/17		修正 シュウセイ		・9/17、10/3内閣府様ご指摘箇所を適用 ナイカク フ サマ シテキ カショ テキヨウ

				4		V01R03		8/28/18		修正 シュウセイ		・【別表B(5) 公益目的事業比率算定に係る計算表】その１の「Ⅷ　財産の譲渡損等の額」の「データ入力規則」（整数-1以上）を削除

				5		V01R10		10/10/18		マスタ作成 サクセイ		-

				6		V01R11		10/25/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シート「利益の繰入割合」プルダウンの文字種別をパーセンテージから文字列に修正 リエキ クリイレ ワリアイ モジシュ ベツ モジレツ シュウセイ

				7		V01R13		11/12/18		修正 シュウセイ		B(５)シート
・Ⅳ　無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(4)より）
・Ⅶ　引当金の取り崩し額(マイナス額で記載してください）

上記について、行数設定のcount関数を設定 ジョウキ セッテイ

				8		V01R14		11/15/18		修正 シュウセイ		A(2)シート
\C2_1.22.26、\C2_1.22.27、\C2_1.22.28、\C2_1.22.29のセルの表示形式を
日付から通貨に変更 ヒョウジ ケイシキ ヒヅケ ツウカ ヘンコウ

				9		V01R15		11/28/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　ホームページの有無を転記（$）形式に修正 ウム

				10		V01R16		11/28/18		追加 ツイカ		表紙、任意作成に丸印を入れる項目追加 ヒョウシ ニンイ サクセイ マルジルシ イ コウモク ツイカ

				11		V01R17		11/29/18		追加 ツイカ		上記項目の名前付けを追加 ジョウキ コウモク ナマエ ヅ ツイカ

				12		V01R18		11/30/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　代表者の氏名を「事業報告等に係る提出書」から転記に修正 ダイヒョウシャ シメイ ジギョウ ホウコク トウ カカ テイシュツ ショ テンキ

				13		V01R19		12/4/18		修正 シュウセイ		・選択項目　ブランク/○からブランク/レに変更
　対象シート「役員等名簿」「C(2)」
・会計監査人設置の有無
　リスト「設置」「不設置」から「有」「無」に変更
　対象シート「2-2(社団)」「2-2(財団)」

				14		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		C(2)シート
条件付き必須の削除 ジョウケンツ ヒッス サクジョ

				15		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「A(1)」「A(2)」シート、n行複写の行数カウント(=COUNTA)セル位置を変更 ギョウ フクシャ ギョウスウ イチ ヘンコウ

				16		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「役員等名簿」シート、条件付き書式と設定用の数式を修正 ヤクイン ナド メイボ ジョウケンツ ショシキ セッテイ ヨウ スウシキ シュウセイ

				17		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「A(2)」シート、印刷設定を白黒にする インサツ セッテイ シロクロ

				18		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「B(1)」シートにて「B(5)」シートを参照しているセルの参照先を修正

				19		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		シートA(1)A(2)のAB列の数字を上下中央揃えに統一

				20		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		「2-2(社団)」「2-2財団」シート「会員の数」入力規則を1以上から0以上に変更 シャダン ザイダン カイイン カズ ニュウリョク キソク イジョウ イジョウ ヘンコウ

				21		V01R23		12/14/18				ファイルプロパティ消去 ショウキョ

				22		V01R24		12/17/18		修正 シュウセイ		「B(5)」シート合計欄の計算式が消えている箇所を修正 ゴウケイ ラン ケイサン シキ キ カショ シュウセイ

				23		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		・「A(3)」シート入力チェック判定式を修正
・「1-2(社団)」「1-2(財団)」シート、会計監査人設置の有無リスト内容変更対応 ニュウリョク ハンテイ シキ シュウセイ

				24		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「C(1)シート」No23 中央ぞろえから右揃えに修正 チュウオウ ミギゾロ シュウセイ

				25		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シートNo16,No17 条件式修正
 "50%","５０％"両方に対応※現行が全角の為 ベッシ ジョウケン シキ シュウセイ リョウホウ タイオウ ゲンコウ ゼンカク タメ

				26		V01R26		12/24/18		修正 シュウセイ		「A(1)」シートNo25,No26 書式をユーザ定義(日付型)から通貨型に修正 ショシキ テイギ ヒヅケ ガタ ツウカガタ シュウセイ

				27		V01R27		12/26/18		修正 シュウセイ		行追加様式を全て2行化
「役員等名簿」シートの「○」を「レ」に変更 ヤクイン

				28		V01R28		12/28/18		修正 シュウセイ		目次シートの無効な参照を修正 モクジ ムコウ サンショウ シュウセイ

				29		V01R29		1/9/19		修正 シュウセイ		2-2(社団)シート
・（代議員制を採用している場合）社員（代議員）を選出する会員の数の入力規則を1⇒0に修正

				30		V01R30		1/11/19		修正 シュウセイ		A(1)、A(2)シート
第7欄のプロテクト解除 ダイ ラン カイジョ

				31		V01R31		1/14/19		修正 シュウセイ		A(1)シート BB36セルの必須入力判定式(収入-費用>0)を削除(C(5)ブックからの転記前のため) ヒッス ニュウリョク

				32		V01R32		1/15/19		修正 シュウセイ		別紙1シート　No.18のセル書式(表示形式)をユーザ定義(G/標準;G/標準;)から(;;)に変更(256バイト以上の文字をセル参照できない事象対応のため) ベッシ ショシキ ヒョウジ ケイシキ テイギ ヒョウジュン ヒョウジュン ヘンコウ イジョウ モジ サンショウ ジショウ タイオウ

				33		V01R33		1/16/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを修正
2-2(財団)シート、社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				34		V01R34		1/17/19		修正 シュウセイ		2-3(財団)シート、見出しを社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン ミダ シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				35		V01R35		1/24/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				36		V01R36		1/28/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				37		V01R37		2/4/19		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの都道府県、市区町村番地等をダウンロード時文字列置換から「2-1」シートの都道府県、市区町村番地等を参照するように変更 ベッシ トドウフケン シク チョウソン バンチ ナド ジ モジレツ チカン サンショウ ヘンコウ

				38		V01R38		2/7/19		修正 シュウセイ		「C(2)シートの番号欄の入力規則を整数(1～99)から整数(1～200)に変更
目次のAV52セルの計算式を修正 バンゴウ ラン ニュウリョク キソク セイスウ セイスウ ヘンコウ

				39		V01R39		2/19/19		修正 シュウセイ		表紙コメント修正、目次28,29行目のNG判定式修正、、A(1)35行目の余剰金→剰余金に修正、C(1)・C(1)基金39～47行の31欄～39欄の計算式修正 キキン

				40		V01R40		2/26/19		修正 シュウセイ		「C(1)」,「C(1)」基金シートの欄外(BA45～47,BB46～47)の計算式を修正

				41		V01R41		3/1/19		修正 シュウセイ		C(2)シートの様式転記セルの書式を「G/標準;G/標準;」から「標準」に変更

				42		V01R42		3/11/19		修正 シュウセイ		表紙
事業年度の「年度報告」→「年度」
コメント、
「【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。
コメント、「該当がない場合には、「0」を入力してください。」を追加。
表紙中別ファイルの数記載部分に、簡単なファイル名の案内を追加。
A(3)、C(2)のコメント、「該当する場合は「○」を選択してください。該当しない場合は空欄のままにしてください。」を追加。

目次
表紙の選択がNG判断に反映されるよう、A(1)とA(2)、C(1)とC(1)基金の部分の条件式を修正。
エラーチェックのコメント、「表紙で「○」をつけて選択している様式（シート）でNGとなっているものを御確認ください。」を追記。

事業報告等に係る提出書
コメント、
「申請日を入力してください。

【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。


												役員等名簿
１．評議員の表のコメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下同じ。）」
を追記。

役員等名簿（閲覧用）
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（前シート「役員等名簿」を参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

別紙１
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
33行目、公益目的事業比率、白→黄色

2-1
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
「代表者の氏名」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した代表者と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。



												2-2（社団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
社員総会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

2-2（財団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
評議員会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

3-1
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。


												
A(1)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同10欄、コメント、
「10欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

A(2)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同11欄、12欄コメント、「11欄、12欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

B(5)
コメント、
「本シートは、次シートB(5)の入力の内容が自動計算で反映されます。」
を追記。



												C(1)、C(1)基金
19欄、23欄、コメント、
「19欄及び23欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

C(2)
１表、コメント、
「本シート中、「共用割合」を記載する場合は、小数点以下第１位までとしてください。（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。
同、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。


												D
表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追加。

H(2)
１．(1)表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）
（以下同じ。）」

				43		V01R43		3/12/19		修正 シュウセイ		C(1)シートの39欄右側の式を追記(前回修正時に削除されていた) ラン ミギガワ シキ ツイキ ゼンカイ シュウセイ ジ サクジョ

				44		V01R44		3/27/19		修正 シュウセイ		表紙シートの別紙２　２．（１）社団用の初期値○をなし(空白)に変更 ヒョウシ ベッシ シャダン ヨウ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				45		V01R45		4/1/19		修正 シュウセイ		表紙シートのC（２）の初期値をなし(空白）から〇に変更
Listシートの年号の「新年号」を「令和」に変更 ヒョウシ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				46		V01R46		4/4/19		修正 シュウセイ		別紙２(2-1シート)
　既存のコメントの修正（２か所）、新規コメントの追加

				47		V01R47		4/12/19		修正 シュウセイ		・表紙の年度欄(P12セル)に"1"が入力された場合、"元"と表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2019/5/1～2019/12/31の場合、年部分を固定で「令和元年」表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2020/1/1～2020/12/31の場合、年部分を固定で「令和2年」表示するように条件付き書式を設定
・元年表示となるコメントを追記

				48		V01R47		4/26/19		修正 シュウセイ		表紙のＣ（２）の選択を「○」を初期値に変更 ヒョウシ センタク ショキ アタイ ヘンコウ

				49		V01R48		5/14/19		修正 シュウセイ		H(2)シートのN46セルの誤字を修正(「運用益断の内容」→「運用益等の内容」) ゴジ シュウセイ ウンヨウ エキ ダン ナイヨウ ウンヨウ エキ ナド ナイヨウ

				50		V01R49		5/23/19		修正 シュウセイ		H(1)シートの36行目の誤字を修正(「所得財産残額」→「取得財産残額」) ギョウメ ゴジ シュウセイ ショトク ザイサン ザンガク シュトク ザイサン ザンガク

				51		V01R50		6/4/19		修正 シュウセイ		ブック保護設定漏れ、別紙1シート保護設定漏れ ホゴ セッテイ モ ベッシ ホゴ セッテイ モ

				52		V01R51		7/3/19		修正 シュウセイ		「2-2(財団)」シートのBB30～BB33セルの判定式を修正(社員総会→評議員会)

				53		V01R52		8/19/19		修正 シュウセイ		C(2)のAG9、AG36セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				54		V01R53		8/21/19		修正 シュウセイ		A(3)のAP23、AP40セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				55		V01R54		2019/8/9
2019/8/21(53,54の修正を先に反映)
2019/9/19 シュウセイ サキ ハンエイ		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの2(5),(6)のC(1)からの転記を、表紙でC(1)基金が選択されている場合にはC(1)基金から転記するよう条件追加
　(５)　資産、負債及び正味財産の額
資産額　='C(1)'!$T$24→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$T$24,'C(1)'!$T$24)
負債額　='C(1)'!$AS$18→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$18,'C(1)'!$AS$18)
正味財産額　='C(1)'!$AS$23→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$23,'C(1)'!$AS$23)
　(６)　遊休財産額
遊休財産額の保有上限額　='C(1)'!$W$49→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$49,'C(1)'!$W$49)
遊休財産額　='C(1)'!$W$50→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$50,'C(1)'!$W$50)

「C(1)」および「C(1)基金」シートの51行目42欄の式を変更する
　=IF(W49-W50>0,"適合","不適合")　→　=IF(W49-W50>=0,"適合","不適合")

「H(1)」シートの25行目誤字を修正
　8欄　公益目的保有財産の運営益等　→　運用益等

「表紙」シートの事業年度の元号選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

----2019/9/19
「C(2)」シートの注記の※2を削除し、※1を※に変更 ベッシ テンキ ヒョウシ キキン センタク バアイ キキン テンキ ジョウケン ツイカ キン シキ ヘンコウ ギョウメ ゴジ シュウセイ ヒョウシ ジギョウ ネンド ゲンゴウ センタク ラン ジゼン ニュウリョク コウモク センタク ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジレツ ニュウリョク フカ チュウキ サクジョ ヘンコウ

				56		V01R55		2019/10/10

2019/10/23

2019/10/25

2019/10/30

2019/11/6

2019/11/8		修正 シュウセイ		「表紙」シートの事業年度のチェック追加
B2 =IF(OR(COUNTA(M12,P12,O14,O16,V20,V22,V24)<>7,SUM(BA:BA)>0),"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",IF(BB12>0,"事業年度と日付(自)が合致しません",IF(BB14>0,"事業年度(自／至)が1年間ではありません","")))
BB12　=IF(OR(AND(M12="平成",P12=YEAR(O14)-1988),AND(M12="令和",P12=YEAR(O14)-2018)),0,1)
BA12　=IF(COUNTA(M12,P12,O14,O16)<>4,1,0)
BA20　=IF(COUNTA(V20,V22,V24)<>3,1,0)
条件付き書式の色変更、(赤)B2に文字があった時→(赤)未入力の時、(ピンク)事業年度のチェック時
コメントの追加：本書類は過年度の報告です。
「表紙」シート説明文中
公益事業の数の欄の説明に「（対の数を記入）」を追記
C(4)収益の説明文の不要なカッコを削除

「目次」シートのNGチェック修正
AV7　=IF(表紙1!B2="","","NG")　 =IF(SUM(表紙!BA:BA)>0,"NG","")

「役員等名簿」シートの常勤非常勤選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

------2019/10/23
「B5」シートの右側　収1から他3までの項目名(S10～Z10)を編集可能とし、下表は同項目名を参照するよう変更。
コメントの追加：収1から他3までの項目名は変更可能です。

------2019/10/25
「C(1)」シートのエラーチェックの条件式の誤り修正
=IF(表紙!AW39=""　　　　→　　=IF(表紙!AS39=""

------2019/10/30
「別紙1」シートの収益事業等から生じた利益の繰入割合欄の入力規則の「空白を無視する」を解除、さらに収入の額、費用の額の欄から全角文字入力されたケースを除去
=IF(OR(Q25="50%",Q25="５０％"),'A(1)'!$AD$31,IF(OR(Q25="50%超",Q25="５０％超"),'A(2)'!$AD$34,0))

------2019/11/6
Ｃ(1)及びC(1)基金シートの第40欄について、事業年度が１年ではない場合の記入欄を欄外に設け、表紙に記載された事業期間が１年ではない場合に欄外の第40欄を転記するように修正し、コメントを付記

-------2019/11/8
C(1)基シートの緑＆水色の入力欄について、データの入力規則の設定が0以上となっていたものを、C(1)と同様にすべての値に訂正(マイナス入力可)
 ヒョウシ ジギョウ ネンド ツイカ ジョウケン ツ ショシキ イロ ヘンコウ アカ モジ トキ アカ ミニュウリョク トキ ジギョウ ネンド カ ホウコク ヒョウシ セツメイ ブン ナカ モクジ シュウセイ ヒョウシ ヤクイン トウ メイボ ジョウキン ヒジョウキン センタク ラン ミギ ガワ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンシュウ カノウ カヒョウ ドウ コウモク メイ ヘンコウ ツイカ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンコウ カノウ ジョウケン シキ アヤマ シュウセイ ベッシ ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ シュウニュウ ガク ヒヨウ ガク ラン ゼンカク モジ ニュウリョク ジョキョ ジギョウ ネンド ネン バアイ キニュウ ラン ランガイ モウ ヒョウシ キサイ ジギョウ キカン ネン バアイ ランガイ ダイ ラン テンキ シュウセイ キ ミドリ ミズイロ ニュウリョク ラン ニュウリョク キソク セッテイ イジョウ ドウヨウ アタイ テイセイ ニュウリョク カ



				57		V01R56		12/4/19		修正 シュウセイ		以下のシート、項目のデータの入力規則における 「空白を無視する」を解除し、任意の文字入力を防ぐ
・役員等名簿シート、代表理事
・別紙1シート、当事業年度の勧告または命令の有無
・2-2(社団)シート、会計監査人接地の有無
・2-2(財団)シート、会計監査人接地の有無
・C(1)シート、対応負債の額の計算
・C(1)基シート、対応負債の額の計算
・Dシート、保有の有無

データの入力規則の変更
・役員名簿シート、郵便番号欄→整数9999999以下 (B4-1等に合わせる)

文言の変更
C（2)シート　各表に存在した※2を削除、※1を※に変更。 イカ コウモク ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジ ニュウリョク フセ ヤクイン トウ メイボ メイレイ ザイ キ ホユウ ウム モンゴン ヘンコウ カクヒョウ ソンザイ サクジョ ヘンコウ

				58		V01R57		2/12/20		修正 シュウセイ		A(2)シート
第二段階合計欄の項目名に記載の計算式を詳細に記述 ダイニ ダンカイ ゴウケイ ラン コウモク メイ キサイ ケイサン シキ ショウサイ キジュツ

				59		V01R58		2020/3/9
2020/5/12		修正 シュウセイ		表紙シート
　・年号欄コメント設定　事業年度(自)コメント修正
　・事業年度(至)の自動記入 関数追加
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック関数変更(BB14)

2-1シート
　・事業年度の自動記入
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック追加(BB19)

------2020/05/12
別紙1シート
　収益事業から生じた利益の繰入割合　コメント追加、条件付き書式の変更(５０％および５０％超の場合の緑色化追加)

役員等名簿(閲覧用)シート
　改ページ位置を下方へ移動 ヒョウシ ネンゴウ ラン セッテイ ジギョウ ネンド ジ シュウセイ ジギョウ ネンド イタル ジドウ キニュウ カンスウ ツイカ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ カンスウ ヘンコウ ジギョウ ネンド ジドウ キニュウ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ ツイカ ヤクイン トウ メイボ エツランヨウ カイ イチ カホウ イドウ

				60		V01R59		10/22/20		修正 シュウセイ		表紙シート　　データの入力規則設定
　V20(氏名)　日本語入力「オン」
　V22,24(電話番号、電子メールアドレス欄)
　　日本語入力「オフ」,　ユーザ設定の数式 =LENB(V22)=LEN(V22)
　エラーメッセージ"半角英数字で入力してください"

役員等名簿シート
　コメントの変更
　各表1行目削除がされないようA列をロック
　B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合のエラーメッセージを追加
　カタカナ入力チェックの追加

B(5)シート　データの入力規則設定
　Ⅵ,Ⅶ欄　0　より小さい
　
C(2)シート　データの入力規則設定
　AU12,14,21,23　　ユーザ設定の数式 
　エラーメッセージ　"小数点以下第一位までの数字を入力してくだい"

H(2)シート　間に行追加しないと黄色合計欄計算が合わない件の改修
　AN12,20,28,35,49,56,63,N42,U42　SUM→SUMIFに変更
　BB列の1となっていた数字を表番号の数字に変更
　
参考シート　データの入力規則設定
　C10,11,18,19　日付で <2999/12/31
　コメントの修正"西暦年/月/日の形式で入力して下さい。和暦になります。" ヒョウシ ハンカク エイスウジ ニュウリョク ヤクイン トウ メイボ ニュウリョク ツイカ ニュウリョク キソク セッテイ セッテイ スウシキ ショウスウテン イカ ダイイチ イ スウジ ニュウリョク キイロ ラン ケイサン ケン カイシュウ ヘンコウ レツ スウジ ヒョウ バンゴウ スウジ ヘンコウ サンコウ ニュウリョク キソク セッテイ ヒヅケ シュウセイ セイレキ ネン ツキ ヒ ケイシキ ニュウリョク クダ ワレキ

				61		V01R60		12/15/20		修正 シュウセイ		役員等名簿シート
　・B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合の式を修正(赤字部分削除)
　（データ流用の際、\C2_1.3.anchorという名前のセルが削除され、式が#VALUEになってしまうため）
=IF(OR(\C2_1.3.5+15<>ROW(\C2_1.3.16),ROW(\C2_1.3.16)+\C2_1.3.16+4<>ROW(\C2_1.3.28),ROW(\C2_1.3.28)+\C2_1.3.28+3<>ROW(\C2_1.3.anchor)),"不正な行追加があります。 (メニュー[表示]_[改ページプレビュー]でAZ～BF列を確認)",IF(SUM(BE:BF)>0,"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",""))
　・住所欄の条件付書式のルール式の参照セルを修正
　(代表理事チェックを入れると緑になってしまう)
 ヤクイン トウ メイボ シキ シュウセイ アカジ ブブン サクジョ リュウヨウ サイ ナマエ サクジョ シキ ジュウショ ラン ジョウケン ツキ ショシキ シキ サンショウ シュウセイ ダイヒョウ リジ イ ミドリ

				62		V01R61		2020/12/25
2021/3/12		修正 シュウセイ		C(2)シート
　・共用割合の小数点1位までチェックの条件付き書式を「停止」から「注意」に変更　(シートのロックがかかっている場合、行のコピーを行うと、直上のセルの条件付き書式をコピーしてしまい、共用財産欄の書き方制約になったため)
B(5)シート
　・AD30セル、式が入っていなかったため、追記
 キョウヨウ ワリアイ ショウスウテン イ ジョウケンツ ショシキ テイシ チュウイ キョウヨウ ザイサン ラン カ カタ セイヤク シキ ハイ ツイキ

				63		V01R62		3/26/21		修正 シュウセイ		役員名簿シート　データ流用のanchor削除の解決、anchorより手前(印刷範囲外)に白色文字を挿入、B2セルの式をanchor含む式に戻した
 ヤクイン メイボ リュウヨウ サクジョ カイケツ テマエ インサツ ハンイ ガイ シロイロ モジ ソウニュウ シキ フク シキ モド

				64		V01R63		4/16/21		修正 シュウセイ		H(1)シートの14-17行目に新しいチェック欄と説明文を追加 ギョウメ アタラ ラン セツメイ ブン ツイカ

				65		V01R64		6/28/21		修正 シュウセイ		C(2)シート, H(1)シート
　・計(A)～計(F)及び合計(8ヶ所)の計算値のチェック、NGはセルをピンクに ケイ ケイ オヨ ゴウケイ ショ ケイサンチ

				66		V01R65		2021/10/12
2021/11/11		C(2)　修正 シュウセイ		C(2)シート
　・5,6の表を公益のみ・公益以外に分離し、タイトルを変更
　・5,6の表の事業番号欄を、それぞれ「公」のみ、「収、他、管」から選択に変更
　・AZ列の表番号を並び順に修正し、合計の式を対応する値に変更
　・A～Fの合計の式に増えた表の合計を追加
　・最終行に公益のみの合計欄＜参考値＞を追加　(A2-1,B3-5,B34-1,C2-1)
　・最終行の合計式を整備(A1-1,A3-1)
　・1の表、BA11,BA13の式誤り修正および改善　○→レ、0→"T"、1→"F"
　・1の表、取得時期欄の選択リストを名前で管理に変更(B3-5,B34-1,C2-1)
　・改ページ位置調整
リストシート
　・公　のみ選択可能なリストを作成し、「事業の種類１」という名前で管理 ヒョウ コウエキ コウエキ イガイ ブンリ ヘンコウ ナラ ジュン ゴウケイ シキ フ ヒョウ ゴウケイ ツイカ サイシュウギョウ コウエキ ゴウケイ ラン サンコウチ ツイカ ヒョウ シキ アヤマ シュウセイ カイゼン ヒョウ シュトク ジキ ラン センタク ナマエ カンリ ヘンコウ カイ イチ チョウセイ コウ センタク カノウ サクセイ ジギョウ シュルイ ナマエ カンリ		A1-1,A2-1,A3-1,B3-5,B34-1,C2-1共通

				67		V01R65a		3/1/23		修正 シュウセイ		C(2)、役員等名簿 、2-2(財団)、2-2(社団) シート保護解除 ホゴ カイジョ





A(50％)

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		R7																				0																円 エン

						b		R8																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9																				0																円 エン				-500,000																円 エン				0																円 エン

						d		R10																				0																円 エン				-500,000																円 エン				0																円 エン

						e		R11																				0																円 エン				-500,000																円 エン				0																円 エン



						１． 公益目的事業会計全体の当該事業年度の収支比較 トウガイ ジギョウ ネンド シュウシ ヒカク

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																						1,000										円 エン				1,100										円 エン

						費用化済資産に係る減価償却費（経常費用の控除対象） ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△		50								円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額（公益目的事業財産の取得等に係る部分を除く）を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク コウエキモクテキジギョウザイサン シュトク トウ カカ ブブン ノゾ シュウニュウ ラン																																																						200										円 エン				350										円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																																50										円 エン																				収入≧費用 シュウニュウ ヒヨウ														収入＜費用 シュウニュウ ヒヨウ

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																																50										円 エン																				年度剰余額
（収入－費用）														年度欠損額
（費用－収入） ケッソン

						合計																																																						1,300										円 エン				1,400										円 エン				A										円 エン				B		100								円 エン



						２． 年度剰余額／年度欠損額と残存剰余額／残存欠損額との通算 ネンド ジョウヨ ガク ネンド ケッソン ガク ツウサン

						　年度剰余額がある場合は、残存欠損額と通算し、年度欠損額がある場合は、残存剰余額と通算します。 ネンド ジョウヨガク バアイ ザンゾン ケッソンガク ツウサン ネンド ケッソンガク バアイ ザンゾン ジョウヨガク ツウサン

						年度剰余額が
ある場合 バアイ												年度剰余額														通算額
（残存欠損額） ツウサン																		暫定残存剰余額
（A－C） ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク																通算した残存欠損額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ケッソンガク ハッセイ ジギョウ ネンド										b								ｃ								d								e

																		A										円 エン				C										円 エン								D										円 エン						通算額 ツウサン ガク																																										円 エン

																																																																E		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク																																										円 エン



						年度欠損額が
ある場合 ケッソン バアイ												年度欠損額 ケッソン														通算額
（残存剰余額） ツウサン																		残存欠損額
（B－F） ザンゾン ケッソン ガク																通算した残存剰余額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ジョウヨガク ハッセイ ジギョウ ネンド										a								ｂ								ｃ								ｄ								e

						☑												B		100								円 エン				F		100								円 エン								G		0								円 エン						残存剰余額 ザンゾン ジョウヨガク										0								0								0								0								0								円 エン

																																																																		通算額 ツウサン ガク										100								0								0								0								0								円 エン

																																																																H		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク										-100								0								0								0								0								円 エン



						３． 暫定残存剰余額又は残存剰余額の解消 ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク マタ ザンゾン カイショウ

						　２．の通算後に暫定残存剰余額又は残存剰余額が残る場合、その額を公益目的保有財産の取得等に充てることで解消することができる。【⇒解消策の内容は別様式に記載】 ツウサン ゴ ザンテイ ザンゾン ジョウヨガク マタ ザンゾン ジョウヨガク ノコ バアイ ガク コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトク トウ ア カイショウ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ



																a/G-a								b/G-ｂ								c/G-ｃ								d/G-ｄ								e/G-e								暫定残存剰余額（D）

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク										-100								0								0								0								0								0								円 エン				👈				年度剰余額がある場合、a-eの残存剰余額とDを記載、年度欠損額がある場合、Gで計算したa-eを記載（「暫定残存剰余額（D）」の欄は0）。 ネンド ジョウヨガク バアイ ザンゾン ジョウヨガク キサイ ネンド ケッソンガク バアイ ケイサン キサイ ラン

				I		解消額 カイショウ ガク										50								10								0								0								0								0								円 エン

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク										-150								-10								0								0								0								0								円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		R7.4.1～R8.3.31																				-150																円 エン																																												👈				0より大きい場合、均衡を欠くことになる オオ バアイ キンコウ カ

						b		R8.4.1～R9.3.31																				-10																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9.4.1～R10.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						d		R10.4.1～R11.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						e		R11.4.1～R12.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						ｆ		R12.4.1～R13.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

																												👆																				👆																				👆

																												Jの数値が記載 スウチ キサイ																				年度剰余額があった場合、Eの数値を記載、年度欠損額があった場合、前事業年度に算定した数値を記載 ネンド ジョウヨガク バアイ スウチ キサイ ネンド ケッソンガク バアイ																				通常の算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 ツウジョウ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ







A(50％超) 

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン



						１． 特例算定の可否の確認 カヒ カクニン

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等をキャッシュベースで比較し、資金不足が発生する（特例収入が特例費用を上回る）場合に特例算定（収益の50％を超える繰入れ）をすることができます。 シキン ブソク ハッセイ トクレイ シュウニュウ トクレイ ヒヨウ ウワマワ バアイ トクレイ サンテイ



																																																												特例収入 トクレイ シュウニュウ														特例費用 トクレイ ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費（経常費用の控除対象） コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△										円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額（上限あり）を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク シュウニュウ ラン ジョウゲン																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に関する収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得等に関しては支出額を「費用」欄に記載） モクテキ ホユウ ザイサン シュウシ トウ																																																																円 エン														円 エン

						４年以内に生じた（b～eに係る）特例算定残存欠損額の合計額 ネン イナイ ショウ カカ ゴウケイガク																																																																円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の５０％																																										円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の５０％																																										円 エン																		（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ

						合計																																																																円 エン														円 エン				A										円 エン



						２．特例算定残存欠損額の算定 サンテイ

						　１．で計算した資金不足（A）を補填するため、収益事業等から生じた利益の50％を超えて繰り入れます。 ケイサン シキン ブソク ホテン シュウエキ ジギョウ トウ ショウ リエキ コ ク イ

								（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ																		繰り入れた利益の50％を超える部分 ク イ リエキ コ ブブン																		特例算定暫定年度欠損額 トクレイ サンテイ ザンテイ ネンド ケッソン ガク

								A										円 エン				－														円 エン				＝				B										円 エン



						３． 残存剰余額の解消 ザンゾン カイショウ

						　特例算定を選択できる場合、当該事業年度に黒字が発生することはありませんが、残存剰余額について解消策を講じることが出来ます。【⇒解消策の内容は別様式に記載】 トクレイ サンテイ センタク バアイ トウガイ ジギョウ ネンド クロジ ハッセイ ザンゾン ジョウヨガク カイショウサク コウ デキ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ



																a								b								c								d								e

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク																																																		円 エン

				I		解消額 カイショウ ガク																																																		円 エン				👈				特例算定の場合、公益目的保有財産の取得等は既に特例費用に計上されているため解消策には含まれません トクレイ サンテイ バアイ コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトクナド スデ トクレイ ヒヨウ ケイジョウ カイショウ サク フク

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク																																																		円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン																																												👈				0より大きい場合、均衡を欠くことになる オオ バアイ キンコウ カ

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						ｆ		2031.4.1～2032.3.31																				0																円 エン																				円 エン																				円 エン

																												👆																				👆																				👆

																												Jの数値が記載 スウチ キサイ																				特例算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 トクレイ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ																				通常の算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 ツウジョウ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ







A(別葉 解消策)

						３（別紙）． 解消策の内容 ベッシ カイショウ サク ナイヨウ

						解消策（剰余額の使途）及びそれにいくら充てたのか（解消額）を記載してください カイショウサク ジョウヨガク シト オヨ ア カイショウ ガク キサイ



																																		解消対象の剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク

								解消内容 カイショウ ナイヨウ																										a/G-a								b/G-ｂ								c/G-ｃ								d/G-ｄ								e/G-e								暫定残存剰余額（D）

				1				公益目的保有財産として××を６０円で取得 コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン エン シュトク																										50								10																																								円 エン

				2																																																																														円 エン

				3																																																																														円 エン

								I		解消額合計 カイショウ ガク ゴウケイ																								50								10																																								円 エン







ローリングの図
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ローリングの図 (改)



						R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15

				単年度収支 タンネンド シュウシ		15		-5		-3		5		-6		-10		-1		-1		5



				↓各事業年度における通算後の（翌事業年度への繰り越し）額 カク ジギョウ ネンド ツウサン ゴ ヨク ジギョウ ネンド ク コ ガク

				R7		15

				R8		10		0

				R9		7		0		0

				R10		7		0		0		5

				R11		1		0		0		5		0

				R12		0		0		0		0		0		-4

				R13				0		0		0		0		-4		-1

				R14						0		0		0		-4		-1		-1

				R15								0		0		0		0		-1		0





以下、現行様式





A(1)

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								ERROR:#REF!

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8				69,042,458										円 エン				1,287,346										円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		10														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																												11														円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																												12														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄～12欄)																																																		13				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						※第二段階における剰余金の扱い

												剰余が生じる場合（収入－費用欄の数値がプラスの場合）は、その剰余相当額を公益目的保有財産に係る資産取得、改良に充てるための資金に繰り入れたり、公益目的保有財産の取得に充てたりするか、翌年度の事業拡大を行うことにより同額程度の損失となるようにしなければなりません。収入－費用欄の数値がプラスの場合、法人における剰余金の扱いの計画等を記載してください。



						収支相償がプラスとなる場合の剰余金の取扱











A(2)

				目次に戻る モクジ モド

				ERROR:#REF!



						【別紙４　法人の財務に関する公益認定の基準に係る書類について】

																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(2)  収支相償の計算(収益事業等の利益額を50％を超えて繰入れる場合)】

						　　　（公益法人認定法第５条第６号に定められた収支相償について審査します。）

						１． 第一段階（公益目的事業の収支相償）

						　法人が行う事業について、その経常収益、経常費用を比較します。

						事業 ジギョウ								経常収益計																		経常費用計																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期取崩額																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期積立額																		第一段階の判定
（2欄－3欄＋4欄－5欄） ラン

						区分 クブン				番号 バンゴウ				前年度に６欄がプラスの事業がある場合には当該剰余金の額を加算してください。



						1								2																		3																		4																		5																		6																										2

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

														0														円				0														円 エン				0														円				0														円

																																																																																				プラスの事業がある場合、発生理由とこれを解消するための計画等を記入してください。



																																												理由： リユウ																																																																0

																																												計画： ケイカク

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				0										円 エン				0										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								0

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8														円 エン														円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				0										円 エン				0										円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費
（経常費用額の控除対象。「費用」欄に記載してください。）																																																		10																												円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		11														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						公益資産取得資金に関する調整(別表C(4)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。）																																																		12														円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る当期収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得に関しては支出額を「費用」欄に記載してください。）																																																		13														円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																								収益事業から
生じた利益の繰入額																										14														円 エン

																														その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																										15														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄-10欄+11欄+12欄+13欄+14欄+15欄) ラン ラン ラン																																																		16				0										円 エン				0										円 エン				0										円 エン





第二段階７欄
(収入)へ

第二段階７欄
(費用)へ



A(3)

				目次に戻る モクジ モド

				



																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(3)　第二段階・収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算】 ベッピョウ ダイ ニ ダンカイ シュウエキ ジギョウ トウ リエキ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン クリイレガク ケイサン

						　　（A(1)、A(2)の収支相償第二段階の審査の際に必要な、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算に用います。）

						　　収益事業等の利益の５０％を公益目的事業へ繰入れる場合は(１)を、５０％を超えて繰入れる場合は(２)を記載してください。

						(１)　収益事業等の利益額の５０％を公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1



						(２)　収益事業等の利益額の５０％を超えて公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				2

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

















List

		名前 ナマエ		公認会計士税理士の別		対応負債の額の計算		事業の区分2 ジギョウ クブン		年号 ネンゴウ		丸付け マル ツ		事業の区分1 ジギョウ クブン		事業の区分 ジギョウ クブン		保有の有無 ホユウ ウム		有無 ウム		利益の繰越割合 リエキ クリコシ ワリアイ		ありなし		常勤非常勤 ジョウキン ヒジョウキン				設置不設置 セッチ フ セッチ		取得時期 シュトク ジキ		チェック

		1										○

		2		公認会計士		公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法		収 シュウ		平成 ヘイセイ				公 コウ		公 コウ		保有していない ホユウ		有 ユウ		50%		あり		常勤 ジョウキン				設置 セッチ		認定前 ニンテイ マエ		レ

		3		税理士		公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法		他 タ		令和 レイワ						収 シュウ		保有している ホユウ		無 ナ		50%超 コ		なし		非常勤 ヒジョウキン				不設置 フ セッチ		認定後 ニンテイ ゴ

		4						管 カン								他 タ

		5														管 カン

		6

		7

		8

		9

		10

		11

		12

		13

		14

		15

		16

		17

		18

		19

		20






変更履歴

				変更履歴 ヘンコウ リレキ

				No		V/R		変更日付 ヘンコウ ヒヅケ		変更箇所 ヘンコウ カショ		変更内容 ヘンコウ ナイヨウ		備考 ビコウ

				1		V00R04		4/6/17		シート追加 ツイカ		流用元：A1-1レイアウト_V00R03（B(5)追加版）
　　　　　A2-1レイアウト_V00R02

				2		V00R05		4/19/17		シート追加 ツイカ		別紙３　１．事業の一覧　を追加

				3		V01R01		10/23/17		修正 シュウセイ		・9/17、10/3内閣府様ご指摘箇所を適用 ナイカク フ サマ シテキ カショ テキヨウ

				4		V01R03		8/28/18		修正 シュウセイ		・【別表B(5) 公益目的事業比率算定に係る計算表】その１の「Ⅷ　財産の譲渡損等の額」の「データ入力規則」（整数-1以上）を削除

				5		V01R10		10/10/18		マスタ作成 サクセイ		-

				6		V01R11		10/25/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シート「利益の繰入割合」プルダウンの文字種別をパーセンテージから文字列に修正 リエキ クリイレ ワリアイ モジシュ ベツ モジレツ シュウセイ

				7		V01R13		11/12/18		修正 シュウセイ		B(５)シート
・Ⅳ　無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(4)より）
・Ⅶ　引当金の取り崩し額(マイナス額で記載してください）

上記について、行数設定のcount関数を設定 ジョウキ セッテイ

				8		V01R14		11/15/18		修正 シュウセイ		A(2)シート
\C2_1.22.26、\C2_1.22.27、\C2_1.22.28、\C2_1.22.29のセルの表示形式を
日付から通貨に変更 ヒョウジ ケイシキ ヒヅケ ツウカ ヘンコウ

				9		V01R15		11/28/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　ホームページの有無を転記（$）形式に修正 ウム

				10		V01R16		11/28/18		追加 ツイカ		表紙、任意作成に丸印を入れる項目追加 ヒョウシ ニンイ サクセイ マルジルシ イ コウモク ツイカ

				11		V01R17		11/29/18		追加 ツイカ		上記項目の名前付けを追加 ジョウキ コウモク ナマエ ヅ ツイカ

				12		V01R18		11/30/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　代表者の氏名を「事業報告等に係る提出書」から転記に修正 ダイヒョウシャ シメイ ジギョウ ホウコク トウ カカ テイシュツ ショ テンキ

				13		V01R19		12/4/18		修正 シュウセイ		・選択項目　ブランク/○からブランク/レに変更
　対象シート「役員等名簿」「C(2)」
・会計監査人設置の有無
　リスト「設置」「不設置」から「有」「無」に変更
　対象シート「2-2(社団)」「2-2(財団)」

				14		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		C(2)シート
条件付き必須の削除 ジョウケンツ ヒッス サクジョ

				15		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「A(1)」「A(2)」シート、n行複写の行数カウント(=COUNTA)セル位置を変更 ギョウ フクシャ ギョウスウ イチ ヘンコウ

				16		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「役員等名簿」シート、条件付き書式と設定用の数式を修正 ヤクイン ナド メイボ ジョウケンツ ショシキ セッテイ ヨウ スウシキ シュウセイ

				17		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「A(2)」シート、印刷設定を白黒にする インサツ セッテイ シロクロ

				18		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「B(1)」シートにて「B(5)」シートを参照しているセルの参照先を修正

				19		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		シートA(1)A(2)のAB列の数字を上下中央揃えに統一

				20		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		「2-2(社団)」「2-2財団」シート「会員の数」入力規則を1以上から0以上に変更 シャダン ザイダン カイイン カズ ニュウリョク キソク イジョウ イジョウ ヘンコウ

				21		V01R23		12/14/18				ファイルプロパティ消去 ショウキョ

				22		V01R24		12/17/18		修正 シュウセイ		「B(5)」シート合計欄の計算式が消えている箇所を修正 ゴウケイ ラン ケイサン シキ キ カショ シュウセイ

				23		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		・「A(3)」シート入力チェック判定式を修正
・「1-2(社団)」「1-2(財団)」シート、会計監査人設置の有無リスト内容変更対応 ニュウリョク ハンテイ シキ シュウセイ

				24		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「C(1)シート」No23 中央ぞろえから右揃えに修正 チュウオウ ミギゾロ シュウセイ

				25		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シートNo16,No17 条件式修正
 "50%","５０％"両方に対応※現行が全角の為 ベッシ ジョウケン シキ シュウセイ リョウホウ タイオウ ゲンコウ ゼンカク タメ

				26		V01R26		12/24/18		修正 シュウセイ		「A(1)」シートNo25,No26 書式をユーザ定義(日付型)から通貨型に修正 ショシキ テイギ ヒヅケ ガタ ツウカガタ シュウセイ

				27		V01R27		12/26/18		修正 シュウセイ		行追加様式を全て2行化
「役員等名簿」シートの「○」を「レ」に変更 ヤクイン

				28		V01R28		12/28/18		修正 シュウセイ		目次シートの無効な参照を修正 モクジ ムコウ サンショウ シュウセイ

				29		V01R29		1/9/19		修正 シュウセイ		2-2(社団)シート
・（代議員制を採用している場合）社員（代議員）を選出する会員の数の入力規則を1⇒0に修正

				30		V01R30		1/11/19		修正 シュウセイ		A(1)、A(2)シート
第7欄のプロテクト解除 ダイ ラン カイジョ

				31		V01R31		1/14/19		修正 シュウセイ		A(1)シート BB36セルの必須入力判定式(収入-費用>0)を削除(C(5)ブックからの転記前のため) ヒッス ニュウリョク

				32		V01R32		1/15/19		修正 シュウセイ		別紙1シート　No.18のセル書式(表示形式)をユーザ定義(G/標準;G/標準;)から(;;)に変更(256バイト以上の文字をセル参照できない事象対応のため) ベッシ ショシキ ヒョウジ ケイシキ テイギ ヒョウジュン ヒョウジュン ヘンコウ イジョウ モジ サンショウ ジショウ タイオウ

				33		V01R33		1/16/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを修正
2-2(財団)シート、社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				34		V01R34		1/17/19		修正 シュウセイ		2-3(財団)シート、見出しを社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン ミダ シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				35		V01R35		1/24/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				36		V01R36		1/28/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				37		V01R37		2/4/19		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの都道府県、市区町村番地等をダウンロード時文字列置換から「2-1」シートの都道府県、市区町村番地等を参照するように変更 ベッシ トドウフケン シク チョウソン バンチ ナド ジ モジレツ チカン サンショウ ヘンコウ

				38		V01R38		2/7/19		修正 シュウセイ		「C(2)シートの番号欄の入力規則を整数(1～99)から整数(1～200)に変更
目次のAV52セルの計算式を修正 バンゴウ ラン ニュウリョク キソク セイスウ セイスウ ヘンコウ

				39		V01R39		2/19/19		修正 シュウセイ		表紙コメント修正、目次28,29行目のNG判定式修正、、A(1)35行目の余剰金→剰余金に修正、C(1)・C(1)基金39～47行の31欄～39欄の計算式修正 キキン

				40		V01R40		2/26/19		修正 シュウセイ		「C(1)」,「C(1)」基金シートの欄外(BA45～47,BB46～47)の計算式を修正

				41		V01R41		3/1/19		修正 シュウセイ		C(2)シートの様式転記セルの書式を「G/標準;G/標準;」から「標準」に変更

				42		V01R42		3/11/19		修正 シュウセイ		表紙
事業年度の「年度報告」→「年度」
コメント、
「【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。
コメント、「該当がない場合には、「0」を入力してください。」を追加。
表紙中別ファイルの数記載部分に、簡単なファイル名の案内を追加。
A(3)、C(2)のコメント、「該当する場合は「○」を選択してください。該当しない場合は空欄のままにしてください。」を追加。

目次
表紙の選択がNG判断に反映されるよう、A(1)とA(2)、C(1)とC(1)基金の部分の条件式を修正。
エラーチェックのコメント、「表紙で「○」をつけて選択している様式（シート）でNGとなっているものを御確認ください。」を追記。

事業報告等に係る提出書
コメント、
「申請日を入力してください。

【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。


												役員等名簿
１．評議員の表のコメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下同じ。）」
を追記。

役員等名簿（閲覧用）
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（前シート「役員等名簿」を参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

別紙１
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
33行目、公益目的事業比率、白→黄色

2-1
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
「代表者の氏名」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した代表者と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。



												2-2（社団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
社員総会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

2-2（財団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
評議員会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

3-1
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。


												
A(1)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同10欄、コメント、
「10欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

A(2)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同11欄、12欄コメント、「11欄、12欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

B(5)
コメント、
「本シートは、次シートB(5)の入力の内容が自動計算で反映されます。」
を追記。



												C(1)、C(1)基金
19欄、23欄、コメント、
「19欄及び23欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

C(2)
１表、コメント、
「本シート中、「共用割合」を記載する場合は、小数点以下第１位までとしてください。（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。
同、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。


												D
表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追加。

H(2)
１．(1)表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）
（以下同じ。）」

				43		V01R43		3/12/19		修正 シュウセイ		C(1)シートの39欄右側の式を追記(前回修正時に削除されていた) ラン ミギガワ シキ ツイキ ゼンカイ シュウセイ ジ サクジョ

				44		V01R44		3/27/19		修正 シュウセイ		表紙シートの別紙２　２．（１）社団用の初期値○をなし(空白)に変更 ヒョウシ ベッシ シャダン ヨウ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				45		V01R45		4/1/19		修正 シュウセイ		表紙シートのC（２）の初期値をなし(空白）から〇に変更
Listシートの年号の「新年号」を「令和」に変更 ヒョウシ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				46		V01R46		4/4/19		修正 シュウセイ		別紙２(2-1シート)
　既存のコメントの修正（２か所）、新規コメントの追加

				47		V01R47		4/12/19		修正 シュウセイ		・表紙の年度欄(P12セル)に"1"が入力された場合、"元"と表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2019/5/1～2019/12/31の場合、年部分を固定で「令和元年」表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2020/1/1～2020/12/31の場合、年部分を固定で「令和2年」表示するように条件付き書式を設定
・元年表示となるコメントを追記

				48		V01R47		4/26/19		修正 シュウセイ		表紙のＣ（２）の選択を「○」を初期値に変更 ヒョウシ センタク ショキ アタイ ヘンコウ

				49		V01R48		5/14/19		修正 シュウセイ		H(2)シートのN46セルの誤字を修正(「運用益断の内容」→「運用益等の内容」) ゴジ シュウセイ ウンヨウ エキ ダン ナイヨウ ウンヨウ エキ ナド ナイヨウ

				50		V01R49		5/23/19		修正 シュウセイ		H(1)シートの36行目の誤字を修正(「所得財産残額」→「取得財産残額」) ギョウメ ゴジ シュウセイ ショトク ザイサン ザンガク シュトク ザイサン ザンガク

				51		V01R50		6/4/19		修正 シュウセイ		ブック保護設定漏れ、別紙1シート保護設定漏れ ホゴ セッテイ モ ベッシ ホゴ セッテイ モ

				52		V01R51		7/3/19		修正 シュウセイ		「2-2(財団)」シートのBB30～BB33セルの判定式を修正(社員総会→評議員会)

				53		V01R52		8/19/19		修正 シュウセイ		C(2)のAG9、AG36セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				54		V01R53		8/21/19		修正 シュウセイ		A(3)のAP23、AP40セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				55		V01R54		2019/8/9
2019/8/21(53,54の修正を先に反映)
2019/9/19 シュウセイ サキ ハンエイ		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの2(5),(6)のC(1)からの転記を、表紙でC(1)基金が選択されている場合にはC(1)基金から転記するよう条件追加
　(５)　資産、負債及び正味財産の額
資産額　='C(1)'!$T$24→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$T$24,'C(1)'!$T$24)
負債額　='C(1)'!$AS$18→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$18,'C(1)'!$AS$18)
正味財産額　='C(1)'!$AS$23→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$23,'C(1)'!$AS$23)
　(６)　遊休財産額
遊休財産額の保有上限額　='C(1)'!$W$49→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$49,'C(1)'!$W$49)
遊休財産額　='C(1)'!$W$50→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$50,'C(1)'!$W$50)

「C(1)」および「C(1)基金」シートの51行目42欄の式を変更する
　=IF(W49-W50>0,"適合","不適合")　→　=IF(W49-W50>=0,"適合","不適合")

「H(1)」シートの25行目誤字を修正
　8欄　公益目的保有財産の運営益等　→　運用益等

「表紙」シートの事業年度の元号選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

----2019/9/19
「C(2)」シートの注記の※2を削除し、※1を※に変更 ベッシ テンキ ヒョウシ キキン センタク バアイ キキン テンキ ジョウケン ツイカ キン シキ ヘンコウ ギョウメ ゴジ シュウセイ ヒョウシ ジギョウ ネンド ゲンゴウ センタク ラン ジゼン ニュウリョク コウモク センタク ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジレツ ニュウリョク フカ チュウキ サクジョ ヘンコウ

				56		V01R55		2019/10/10

2019/10/23

2019/10/25

2019/10/30

2019/11/6

2019/11/8		修正 シュウセイ		「表紙」シートの事業年度のチェック追加
B2 =IF(OR(COUNTA(M12,P12,O14,O16,V20,V22,V24)<>7,SUM(BA:BA)>0),"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",IF(BB12>0,"事業年度と日付(自)が合致しません",IF(BB14>0,"事業年度(自／至)が1年間ではありません","")))
BB12　=IF(OR(AND(M12="平成",P12=YEAR(O14)-1988),AND(M12="令和",P12=YEAR(O14)-2018)),0,1)
BA12　=IF(COUNTA(M12,P12,O14,O16)<>4,1,0)
BA20　=IF(COUNTA(V20,V22,V24)<>3,1,0)
条件付き書式の色変更、(赤)B2に文字があった時→(赤)未入力の時、(ピンク)事業年度のチェック時
コメントの追加：本書類は過年度の報告です。
「表紙」シート説明文中
公益事業の数の欄の説明に「（対の数を記入）」を追記
C(4)収益の説明文の不要なカッコを削除

「目次」シートのNGチェック修正
AV7　=IF(表紙1!B2="","","NG")　 =IF(SUM(表紙!BA:BA)>0,"NG","")

「役員等名簿」シートの常勤非常勤選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

------2019/10/23
「B5」シートの右側　収1から他3までの項目名(S10～Z10)を編集可能とし、下表は同項目名を参照するよう変更。
コメントの追加：収1から他3までの項目名は変更可能です。

------2019/10/25
「C(1)」シートのエラーチェックの条件式の誤り修正
=IF(表紙!AW39=""　　　　→　　=IF(表紙!AS39=""

------2019/10/30
「別紙1」シートの収益事業等から生じた利益の繰入割合欄の入力規則の「空白を無視する」を解除、さらに収入の額、費用の額の欄から全角文字入力されたケースを除去
=IF(OR(Q25="50%",Q25="５０％"),'A(1)'!$AD$31,IF(OR(Q25="50%超",Q25="５０％超"),'A(2)'!$AD$34,0))

------2019/11/6
Ｃ(1)及びC(1)基金シートの第40欄について、事業年度が１年ではない場合の記入欄を欄外に設け、表紙に記載された事業期間が１年ではない場合に欄外の第40欄を転記するように修正し、コメントを付記

-------2019/11/8
C(1)基シートの緑＆水色の入力欄について、データの入力規則の設定が0以上となっていたものを、C(1)と同様にすべての値に訂正(マイナス入力可)
 ヒョウシ ジギョウ ネンド ツイカ ジョウケン ツ ショシキ イロ ヘンコウ アカ モジ トキ アカ ミニュウリョク トキ ジギョウ ネンド カ ホウコク ヒョウシ セツメイ ブン ナカ モクジ シュウセイ ヒョウシ ヤクイン トウ メイボ ジョウキン ヒジョウキン センタク ラン ミギ ガワ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンシュウ カノウ カヒョウ ドウ コウモク メイ ヘンコウ ツイカ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンコウ カノウ ジョウケン シキ アヤマ シュウセイ ベッシ ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ シュウニュウ ガク ヒヨウ ガク ラン ゼンカク モジ ニュウリョク ジョキョ ジギョウ ネンド ネン バアイ キニュウ ラン ランガイ モウ ヒョウシ キサイ ジギョウ キカン ネン バアイ ランガイ ダイ ラン テンキ シュウセイ キ ミドリ ミズイロ ニュウリョク ラン ニュウリョク キソク セッテイ イジョウ ドウヨウ アタイ テイセイ ニュウリョク カ



				57		V01R56		12/4/19		修正 シュウセイ		以下のシート、項目のデータの入力規則における 「空白を無視する」を解除し、任意の文字入力を防ぐ
・役員等名簿シート、代表理事
・別紙1シート、当事業年度の勧告または命令の有無
・2-2(社団)シート、会計監査人接地の有無
・2-2(財団)シート、会計監査人接地の有無
・C(1)シート、対応負債の額の計算
・C(1)基シート、対応負債の額の計算
・Dシート、保有の有無

データの入力規則の変更
・役員名簿シート、郵便番号欄→整数9999999以下 (B4-1等に合わせる)

文言の変更
C（2)シート　各表に存在した※2を削除、※1を※に変更。 イカ コウモク ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジ ニュウリョク フセ ヤクイン トウ メイボ メイレイ ザイ キ ホユウ ウム モンゴン ヘンコウ カクヒョウ ソンザイ サクジョ ヘンコウ

				58		V01R57		2/12/20		修正 シュウセイ		A(2)シート
第二段階合計欄の項目名に記載の計算式を詳細に記述 ダイニ ダンカイ ゴウケイ ラン コウモク メイ キサイ ケイサン シキ ショウサイ キジュツ

				59		V01R58		2020/3/9
2020/5/12		修正 シュウセイ		表紙シート
　・年号欄コメント設定　事業年度(自)コメント修正
　・事業年度(至)の自動記入 関数追加
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック関数変更(BB14)

2-1シート
　・事業年度の自動記入
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック追加(BB19)

------2020/05/12
別紙1シート
　収益事業から生じた利益の繰入割合　コメント追加、条件付き書式の変更(５０％および５０％超の場合の緑色化追加)

役員等名簿(閲覧用)シート
　改ページ位置を下方へ移動 ヒョウシ ネンゴウ ラン セッテイ ジギョウ ネンド ジ シュウセイ ジギョウ ネンド イタル ジドウ キニュウ カンスウ ツイカ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ カンスウ ヘンコウ ジギョウ ネンド ジドウ キニュウ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ ツイカ ヤクイン トウ メイボ エツランヨウ カイ イチ カホウ イドウ

				60		V01R59		10/22/20		修正 シュウセイ		表紙シート　　データの入力規則設定
　V20(氏名)　日本語入力「オン」
　V22,24(電話番号、電子メールアドレス欄)
　　日本語入力「オフ」,　ユーザ設定の数式 =LENB(V22)=LEN(V22)
　エラーメッセージ"半角英数字で入力してください"

役員等名簿シート
　コメントの変更
　各表1行目削除がされないようA列をロック
　B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合のエラーメッセージを追加
　カタカナ入力チェックの追加

B(5)シート　データの入力規則設定
　Ⅵ,Ⅶ欄　0　より小さい
　
C(2)シート　データの入力規則設定
　AU12,14,21,23　　ユーザ設定の数式 
　エラーメッセージ　"小数点以下第一位までの数字を入力してくだい"

H(2)シート　間に行追加しないと黄色合計欄計算が合わない件の改修
　AN12,20,28,35,49,56,63,N42,U42　SUM→SUMIFに変更
　BB列の1となっていた数字を表番号の数字に変更
　
参考シート　データの入力規則設定
　C10,11,18,19　日付で <2999/12/31
　コメントの修正"西暦年/月/日の形式で入力して下さい。和暦になります。" ヒョウシ ハンカク エイスウジ ニュウリョク ヤクイン トウ メイボ ニュウリョク ツイカ ニュウリョク キソク セッテイ セッテイ スウシキ ショウスウテン イカ ダイイチ イ スウジ ニュウリョク キイロ ラン ケイサン ケン カイシュウ ヘンコウ レツ スウジ ヒョウ バンゴウ スウジ ヘンコウ サンコウ ニュウリョク キソク セッテイ ヒヅケ シュウセイ セイレキ ネン ツキ ヒ ケイシキ ニュウリョク クダ ワレキ

				61		V01R60		12/15/20		修正 シュウセイ		役員等名簿シート
　・B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合の式を修正(赤字部分削除)
　（データ流用の際、\C2_1.3.anchorという名前のセルが削除され、式が#VALUEになってしまうため）
=IF(OR(\C2_1.3.5+15<>ROW(\C2_1.3.16),ROW(\C2_1.3.16)+\C2_1.3.16+4<>ROW(\C2_1.3.28),ROW(\C2_1.3.28)+\C2_1.3.28+3<>ROW(\C2_1.3.anchor)),"不正な行追加があります。 (メニュー[表示]_[改ページプレビュー]でAZ～BF列を確認)",IF(SUM(BE:BF)>0,"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",""))
　・住所欄の条件付書式のルール式の参照セルを修正
　(代表理事チェックを入れると緑になってしまう)
 ヤクイン トウ メイボ シキ シュウセイ アカジ ブブン サクジョ リュウヨウ サイ ナマエ サクジョ シキ ジュウショ ラン ジョウケン ツキ ショシキ シキ サンショウ シュウセイ ダイヒョウ リジ イ ミドリ

				62		V01R61		2020/12/25
2021/3/12		修正 シュウセイ		C(2)シート
　・共用割合の小数点1位までチェックの条件付き書式を「停止」から「注意」に変更　(シートのロックがかかっている場合、行のコピーを行うと、直上のセルの条件付き書式をコピーしてしまい、共用財産欄の書き方制約になったため)
B(5)シート
　・AD30セル、式が入っていなかったため、追記
 キョウヨウ ワリアイ ショウスウテン イ ジョウケンツ ショシキ テイシ チュウイ キョウヨウ ザイサン ラン カ カタ セイヤク シキ ハイ ツイキ

				63		V01R62		3/26/21		修正 シュウセイ		役員名簿シート　データ流用のanchor削除の解決、anchorより手前(印刷範囲外)に白色文字を挿入、B2セルの式をanchor含む式に戻した
 ヤクイン メイボ リュウヨウ サクジョ カイケツ テマエ インサツ ハンイ ガイ シロイロ モジ ソウニュウ シキ フク シキ モド

				64		V01R63		4/16/21		修正 シュウセイ		H(1)シートの14-17行目に新しいチェック欄と説明文を追加 ギョウメ アタラ ラン セツメイ ブン ツイカ

				65		V01R64		6/28/21		修正 シュウセイ		C(2)シート, H(1)シート
　・計(A)～計(F)及び合計(8ヶ所)の計算値のチェック、NGはセルをピンクに ケイ ケイ オヨ ゴウケイ ショ ケイサンチ

				66		V01R65		2021/10/12
2021/11/11		C(2)　修正 シュウセイ		C(2)シート
　・5,6の表を公益のみ・公益以外に分離し、タイトルを変更
　・5,6の表の事業番号欄を、それぞれ「公」のみ、「収、他、管」から選択に変更
　・AZ列の表番号を並び順に修正し、合計の式を対応する値に変更
　・A～Fの合計の式に増えた表の合計を追加
　・最終行に公益のみの合計欄＜参考値＞を追加　(A2-1,B3-5,B34-1,C2-1)
　・最終行の合計式を整備(A1-1,A3-1)
　・1の表、BA11,BA13の式誤り修正および改善　○→レ、0→"T"、1→"F"
　・1の表、取得時期欄の選択リストを名前で管理に変更(B3-5,B34-1,C2-1)
　・改ページ位置調整
リストシート
　・公　のみ選択可能なリストを作成し、「事業の種類１」という名前で管理 ヒョウ コウエキ コウエキ イガイ ブンリ ヘンコウ ナラ ジュン ゴウケイ シキ フ ヒョウ ゴウケイ ツイカ サイシュウギョウ コウエキ ゴウケイ ラン サンコウチ ツイカ ヒョウ シキ アヤマ シュウセイ カイゼン ヒョウ シュトク ジキ ラン センタク ナマエ カンリ ヘンコウ カイ イチ チョウセイ コウ センタク カノウ サクセイ ジギョウ シュルイ ナマエ カンリ		A1-1,A2-1,A3-1,B3-5,B34-1,C2-1共通

				67		V01R65a		3/1/23		修正 シュウセイ		C(2)、役員等名簿 、2-2(財団)、2-2(社団) シート保護解除 ホゴ カイジョ





A(50％)

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		R7.4.1～R8.3.31																				150																円 エン

						b		R8.4.1～R9.3.31																				300																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9.4.1～R10.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						d		R10.4.1～R11.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						e		R11.4.1～R12.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン



						１． 公益目的事業会計全体の当該事業年度の収支比較 トウガイ ジギョウ ネンド シュウシ ヒカク

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																						10,000,000										円 エン				5,500,000										円 エン

						減価償却費に係る調整（経常費用の控除対象） カカ チョウセイ ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△		500,000								円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額（公益目的事業財産の取得等に係る部分を除く）を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク コウエキモクテキジギョウザイサン シュトク トウ カカ ブブン ノゾ シュウニュウ ラン																																																						2,000,000										円 エン				3,500,000										円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																																500,000										円 エン																				収入≧費用 シュウニュウ ヒヨウ														収入＜費用 シュウニュウ ヒヨウ

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																																500,000										円 エン																				年度剰余額
（収入－費用）														年度欠損額
（費用－収入） ケッソン

						合計																																																						13,000,000										円 エン				8,500,000										円 エン				A		4,500,000								円 エン				B										円 エン



						２． 年度剰余額／年度欠損額と残存剰余額／残存欠損額との通算 ネンド ジョウヨ ガク ネンド ケッソン ガク ツウサン

						　年度剰余額がある場合は、残存欠損額と通算し、年度欠損額がある場合は、残存剰余額と通算します。 ネンド ジョウヨガク バアイ ザンゾン ケッソンガク ツウサン ネンド ケッソンガク バアイ ザンゾン ジョウヨガク ツウサン

						年度剰余額が
ある場合 バアイ												年度剰余額														通算額
（残存欠損額） ツウサン																		暫定残存剰余額
（A－C） ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク																通算した残存欠損額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ケッソンガク ハッセイ ジギョウ ネンド										b								ｃ								d								e

																		A										円 エン				C										円 エン								D										円 エン						通算額 ツウサン ガク																																										円 エン

																																																																E		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク																																										円 エン



						年度欠損額が
ある場合 ケッソン バアイ												年度欠損額 ケッソン														通算額
（残存剰余額） ツウサン																		残存欠損額
（B－F） ザンゾン ケッソン ガク																通算した残存剰余額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ジョウヨガク ハッセイ ジギョウ ネンド										a								ｂ								ｃ								ｄ								e

						☑												B		0								円 エン				F		100								円 エン								G		(100)								円 エン						残存剰余額 ザンゾン ジョウヨガク										150								300								0								0								0								円 エン

																																																																		通算額 ツウサン ガク										100								0								0								0								0								円 エン

																																																																H		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク										50								300								0								0								0								円 エン



						３． 暫定残存剰余額又は残存剰余額の解消 ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク マタ ザンゾン カイショウ

						　２．の通算後に暫定残存剰余額又は残存剰余額が残る場合、その額を公益目的保有財産の取得等に充てることで解消することができる。【⇒解消策の内容は別様式に記載】 ツウサン ゴ ザンテイ ザンゾン ジョウヨガク マタ ザンゾン ジョウヨガク ノコ バアイ ガク コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトク トウ ア カイショウ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ



																a/G-a								b/G-ｂ								c/G-ｃ								d/G-ｄ								e/G-e								暫定残存剰余額（D）

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク										50								300								0								0								0								0								円 エン				👈				年度剰余額がある場合、a-eの残存剰余額とDを記載、年度欠損額がある場合、Gで計算したa-eを記載（「暫定残存剰余額（D）」の欄は0）。 ネンド ジョウヨガク バアイ ザンゾン ジョウヨガク キサイ ネンド ケッソンガク バアイ ケイサン キサイ ラン

				I		解消額 カイショウ ガク										50								10								0								0								0								0								円 エン

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク										0								290								0								0								0								0								円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		R7.4.1～R8.3.31																				0																円 エン																																												👈				0より大きい場合、均衡を欠くことになる オオ バアイ キンコウ カ

						b		R8.4.1～R9.3.31																				290																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9.4.1～R10.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						d		R10.4.1～R11.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						e		R11.4.1～R12.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						ｆ		R12.4.1～R13.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

																												👆																				👆																				👆

																												Jの数値が記載 スウチ キサイ																				年度剰余額があった場合、Eの数値を記載、年度欠損額があった場合、前事業年度に算定した数値を記載 ネンド ジョウヨガク バアイ スウチ キサイ ネンド ケッソンガク バアイ																				通常の算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 ツウジョウ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ







A(50％超) 

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン



						１． 特例算定の可否の確認 カヒ カクニン

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等をキャッシュベースで比較し、資金不足が発生する（特例収入が特例費用を上回る）場合に特例算定（収益の50％を超える繰入れ）をすることができます。 シキン ブソク ハッセイ トクレイ シュウニュウ トクレイ ヒヨウ ウワマワ バアイ トクレイ サンテイ



																																																												特例収入 トクレイ シュウニュウ														特例費用 トクレイ ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費（経常費用の控除対象） コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△										円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額（上限あり）を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク シュウニュウ ラン ジョウゲン																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に関する収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得等に関しては支出額を「費用」欄に記載） モクテキ ホユウ ザイサン シュウシ トウ																																																																円 エン														円 エン

						４年以内に生じた（b～eに係る）特例算定残存欠損額の合計額 ネン イナイ ショウ カカ ゴウケイガク																																																																円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の５０％																																										円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の５０％																																										円 エン																		（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ

						合計																																																																円 エン														円 エン				A										円 エン



						２．特例算定残存欠損額の算定 サンテイ

						　１．で計算した資金不足（A）を補填するため、収益事業等から生じた利益の50％を超えて繰り入れます。 ケイサン シキン ブソク ホテン シュウエキ ジギョウ トウ ショウ リエキ コ ク イ

								（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ																		繰り入れた利益の50％を超える部分 ク イ リエキ コ ブブン																		特例算定暫定年度欠損額 トクレイ サンテイ ザンテイ ネンド ケッソン ガク

								A										円 エン				－														円 エン				＝				B										円 エン



						３． 残存剰余額の解消 ザンゾン カイショウ

						　特例算定を選択できる場合、当該事業年度に黒字が発生することはありませんが、残存剰余額について解消策を講じることが出来ます。【⇒解消策の内容は別様式に記載】 トクレイ サンテイ センタク バアイ トウガイ ジギョウ ネンド クロジ ハッセイ ザンゾン ジョウヨガク カイショウサク コウ デキ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ



																a								b								c								d								e

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク																																																		円 エン

				I		解消額 カイショウ ガク																																																		円 エン				👈				特例算定の場合、公益目的保有財産の取得等は既に特例費用に計上されているため解消策には含まれません トクレイ サンテイ バアイ コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトクナド スデ トクレイ ヒヨウ ケイジョウ カイショウ サク フク

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク																																																		円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン																																												👈				0より大きい場合、均衡を欠くことになる オオ バアイ キンコウ カ

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						ｆ		2031.4.1～2032.3.31																				0																円 エン																				円 エン																				円 エン

																												👆																				👆																				👆

																												Jの数値が記載 スウチ キサイ																				特例算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 トクレイ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ																				通常の算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 ツウジョウ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ







A(別葉 解消策)

						３（別紙）． 解消策の内容 ベッシ カイショウ サク ナイヨウ

						解消策（剰余額の使途）及びそれにいくら充てたのか（解消額）を記載してください カイショウサク ジョウヨガク シト オヨ ア カイショウ ガク キサイ



																																		解消対象の剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク

								解消内容 カイショウ ナイヨウ																										a/G-a								b/G-ｂ								c/G-ｃ								d/G-ｄ								e/G-e								暫定残存剰余額（D）

				1				公益目的保有財産として××を６０円で取得 コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン エン シュトク																										50								10																																								円 エン

				2																																																																														円 エン

				3																																																																														円 エン

								I		解消額合計 カイショウ ガク ゴウケイ																								50								10																																								円 エン







ローリングの図
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		R9

		R10

		R11

		R12

		R13

		R14

		R15

				R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15

		R7		黒字 クロジ
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ローリングの図 (改)



						R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15		R16		R17		R18

				単年度収支 タンネンド シュウシ		-20		10		-5		8		1		10		5		-2		-1		-1		-4		-1



				↓各事業年度における通算後の額 （翌事業年度への繰り越し額) カク ジギョウ ネンド ツウサン ゴ ガク ヨク ジギョウ ネンド ク コ ガク

				R7		-20

				R8		-10		0

				R9		-10		0		-5

				R10		-2		0		-5		0

				R11		-1		0		-5		0		0

				R12				0		0		0		0		5

				R13						0		0		0		5		5

				R14								0		0		3		5		0

				R15										0		2		5		0		0

				R16												1		5		0		0		0

				R17												0		2		0		0		0		0

				R18														1		0		0		0		0		0





以下、現行様式





A(1)

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								ERROR:#REF!

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8				69,042,458										円 エン				1,287,346										円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		10														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																												11														円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																												12														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄～12欄)																																																		13				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						※第二段階における剰余金の扱い

												剰余が生じる場合（収入－費用欄の数値がプラスの場合）は、その剰余相当額を公益目的保有財産に係る資産取得、改良に充てるための資金に繰り入れたり、公益目的保有財産の取得に充てたりするか、翌年度の事業拡大を行うことにより同額程度の損失となるようにしなければなりません。収入－費用欄の数値がプラスの場合、法人における剰余金の扱いの計画等を記載してください。



						収支相償がプラスとなる場合の剰余金の取扱











A(2)

				目次に戻る モクジ モド

				ERROR:#REF!



						【別紙４　法人の財務に関する公益認定の基準に係る書類について】

																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(2)  収支相償の計算(収益事業等の利益額を50％を超えて繰入れる場合)】

						　　　（公益法人認定法第５条第６号に定められた収支相償について審査します。）

						１． 第一段階（公益目的事業の収支相償）

						　法人が行う事業について、その経常収益、経常費用を比較します。

						事業 ジギョウ								経常収益計																		経常費用計																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期取崩額																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期積立額																		第一段階の判定
（2欄－3欄＋4欄－5欄） ラン

						区分 クブン				番号 バンゴウ				前年度に６欄がプラスの事業がある場合には当該剰余金の額を加算してください。



						1								2																		3																		4																		5																		6																										2

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

														0														円				0														円 エン				0														円				0														円

																																																																																				プラスの事業がある場合、発生理由とこれを解消するための計画等を記入してください。



																																												理由： リユウ																																																																0

																																												計画： ケイカク

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				0										円 エン				0										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								0

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8														円 エン														円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				0										円 エン				0										円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費
（経常費用額の控除対象。「費用」欄に記載してください。）																																																		10																												円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		11														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						公益資産取得資金に関する調整(別表C(4)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。）																																																		12														円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る当期収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得に関しては支出額を「費用」欄に記載してください。）																																																		13														円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																								収益事業から
生じた利益の繰入額																										14														円 エン

																														その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																										15														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄-10欄+11欄+12欄+13欄+14欄+15欄) ラン ラン ラン																																																		16				0										円 エン				0										円 エン				0										円 エン





第二段階７欄
(収入)へ

第二段階７欄
(費用)へ



A(3)

				目次に戻る モクジ モド

				



																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(3)　第二段階・収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算】 ベッピョウ ダイ ニ ダンカイ シュウエキ ジギョウ トウ リエキ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン クリイレガク ケイサン

						　　（A(1)、A(2)の収支相償第二段階の審査の際に必要な、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算に用います。）

						　　収益事業等の利益の５０％を公益目的事業へ繰入れる場合は(１)を、５０％を超えて繰入れる場合は(２)を記載してください。

						(１)　収益事業等の利益額の５０％を公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1



						(２)　収益事業等の利益額の５０％を超えて公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				2

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

















List

		名前 ナマエ		公認会計士税理士の別		対応負債の額の計算		事業の区分2 ジギョウ クブン		年号 ネンゴウ		丸付け マル ツ		事業の区分1 ジギョウ クブン		事業の区分 ジギョウ クブン		保有の有無 ホユウ ウム		有無 ウム		利益の繰越割合 リエキ クリコシ ワリアイ		ありなし		常勤非常勤 ジョウキン ヒジョウキン				設置不設置 セッチ フ セッチ		取得時期 シュトク ジキ		チェック

		1										○

		2		公認会計士		公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法		収 シュウ		平成 ヘイセイ				公 コウ		公 コウ		保有していない ホユウ		有 ユウ		50%		あり		常勤 ジョウキン				設置 セッチ		認定前 ニンテイ マエ		レ

		3		税理士		公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法		他 タ		令和 レイワ						収 シュウ		保有している ホユウ		無 ナ		50%超 コ		なし		非常勤 ヒジョウキン				不設置 フ セッチ		認定後 ニンテイ ゴ

		4						管 カン								他 タ

		5														管 カン

		6

		7

		8

		9

		10

		11

		12

		13

		14

		15

		16

		17

		18

		19

		20







A C D

E

B F G

H

２． 年度剰余額／年度欠損額と残存剰余額／残存欠損額との通算

4,500,000 円 1,500,000 円 3,000,000 円

　年度剰余額がある場合は、残存欠損額と通算し、年度欠損額がある場合は、残存剰余額と通算します。

年度剰余額が
ある場合

年度剰余額
通算額

（残存欠損額）
暫定残存剰余額

（A－C）
通算した残存欠損

額の発生事業年度
b ｃ d e

☑

0 0 円

通算額 5000000 5000000 5000000 円

年度欠損額が
ある場合

年度欠損額
通算額

（残存剰余額）
残存欠損額

（B－F）
通算した残存剰余

額の発生事業年度
a

通算額に
残る額

0

ｂ ｃ ｄ e

0 0 0 0

円

通算額に
残る額

0 0 0 0 0 円

通算額 0 0 0 0 0

円□ 0 円 0 円 0 円 残存剰余額 0

I 解消額合計

円

３（別紙）． 解消策の内容

解消策（剰余額の使途）及びそれにいくら充てたのか（解消額）を記載してください

R8.4.1～
R9.3.31

R9.4.1～
R10.3.31

R10.4.1～
R11.3.31

R11.4.1～
R12.3.31

暫定残存剰余

額（D）

R7.4.1～
R8.3.31

解消対象の剰余額

公益目的保有財産として××を100万円
で取得

1,000,000

解消内容

2

3

1

円

円

1,000,000 円

I

J

0

0

0

0

0

　２．の通算後に暫定残存剰余額又は残存剰余額が残る場合、その額を公益目的保有財産の取得に充てること等（※）で解消すること
ができる。【⇒解消策の内容は別様式に記載】（※）その他、コロナ禍における運転資金不足による借入金の元本返済等に充てた場合等

R9.4.1～
R10.3.31

R10.4.1～
R11.3.31

R11.4.1～
R12.3.31

暫定残存剰余

額（D）

R7.4.1～
R8.3.31

R8.4.1～
R9.3.31

3,000,000

1,000,000

2,000,000

円

円

円

0

0

0

0

0

0

解消対象となる

剰余額

解消額

翌事業年度に繰り

越す残存剰余額

0

0

0

0

過去の赤字で黒字の一
部を解消

STEP2. 過去の黒字・赤字との通算

STEP3. 残る黒字の解消措置

中期的収支均衡（収支相償原則の見直し）⑤
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変更履歴

				変更履歴 ヘンコウ リレキ

				No		V/R		変更日付 ヘンコウ ヒヅケ		変更箇所 ヘンコウ カショ		変更内容 ヘンコウ ナイヨウ		備考 ビコウ

				1		V00R04		4/6/17		シート追加 ツイカ		流用元：A1-1レイアウト_V00R03（B(5)追加版）
　　　　　A2-1レイアウト_V00R02

				2		V00R05		4/19/17		シート追加 ツイカ		別紙３　１．事業の一覧　を追加

				3		V01R01		10/23/17		修正 シュウセイ		・9/17、10/3内閣府様ご指摘箇所を適用 ナイカク フ サマ シテキ カショ テキヨウ

				4		V01R03		8/28/18		修正 シュウセイ		・【別表B(5) 公益目的事業比率算定に係る計算表】その１の「Ⅷ　財産の譲渡損等の額」の「データ入力規則」（整数-1以上）を削除

				5		V01R10		10/10/18		マスタ作成 サクセイ		-

				6		V01R11		10/25/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シート「利益の繰入割合」プルダウンの文字種別をパーセンテージから文字列に修正 リエキ クリイレ ワリアイ モジシュ ベツ モジレツ シュウセイ

				7		V01R13		11/12/18		修正 シュウセイ		B(５)シート
・Ⅳ　無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(4)より）
・Ⅶ　引当金の取り崩し額(マイナス額で記載してください）

上記について、行数設定のcount関数を設定 ジョウキ セッテイ

				8		V01R14		11/15/18		修正 シュウセイ		A(2)シート
\C2_1.22.26、\C2_1.22.27、\C2_1.22.28、\C2_1.22.29のセルの表示形式を
日付から通貨に変更 ヒョウジ ケイシキ ヒヅケ ツウカ ヘンコウ

				9		V01R15		11/28/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　ホームページの有無を転記（$）形式に修正 ウム

				10		V01R16		11/28/18		追加 ツイカ		表紙、任意作成に丸印を入れる項目追加 ヒョウシ ニンイ サクセイ マルジルシ イ コウモク ツイカ

				11		V01R17		11/29/18		追加 ツイカ		上記項目の名前付けを追加 ジョウキ コウモク ナマエ ヅ ツイカ

				12		V01R18		11/30/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　代表者の氏名を「事業報告等に係る提出書」から転記に修正 ダイヒョウシャ シメイ ジギョウ ホウコク トウ カカ テイシュツ ショ テンキ

				13		V01R19		12/4/18		修正 シュウセイ		・選択項目　ブランク/○からブランク/レに変更
　対象シート「役員等名簿」「C(2)」
・会計監査人設置の有無
　リスト「設置」「不設置」から「有」「無」に変更
　対象シート「2-2(社団)」「2-2(財団)」

				14		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		C(2)シート
条件付き必須の削除 ジョウケンツ ヒッス サクジョ

				15		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「A(1)」「A(2)」シート、n行複写の行数カウント(=COUNTA)セル位置を変更 ギョウ フクシャ ギョウスウ イチ ヘンコウ

				16		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「役員等名簿」シート、条件付き書式と設定用の数式を修正 ヤクイン ナド メイボ ジョウケンツ ショシキ セッテイ ヨウ スウシキ シュウセイ

				17		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「A(2)」シート、印刷設定を白黒にする インサツ セッテイ シロクロ

				18		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「B(1)」シートにて「B(5)」シートを参照しているセルの参照先を修正

				19		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		シートA(1)A(2)のAB列の数字を上下中央揃えに統一

				20		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		「2-2(社団)」「2-2財団」シート「会員の数」入力規則を1以上から0以上に変更 シャダン ザイダン カイイン カズ ニュウリョク キソク イジョウ イジョウ ヘンコウ

				21		V01R23		12/14/18				ファイルプロパティ消去 ショウキョ

				22		V01R24		12/17/18		修正 シュウセイ		「B(5)」シート合計欄の計算式が消えている箇所を修正 ゴウケイ ラン ケイサン シキ キ カショ シュウセイ

				23		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		・「A(3)」シート入力チェック判定式を修正
・「1-2(社団)」「1-2(財団)」シート、会計監査人設置の有無リスト内容変更対応 ニュウリョク ハンテイ シキ シュウセイ

				24		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「C(1)シート」No23 中央ぞろえから右揃えに修正 チュウオウ ミギゾロ シュウセイ

				25		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シートNo16,No17 条件式修正
 "50%","５０％"両方に対応※現行が全角の為 ベッシ ジョウケン シキ シュウセイ リョウホウ タイオウ ゲンコウ ゼンカク タメ

				26		V01R26		12/24/18		修正 シュウセイ		「A(1)」シートNo25,No26 書式をユーザ定義(日付型)から通貨型に修正 ショシキ テイギ ヒヅケ ガタ ツウカガタ シュウセイ

				27		V01R27		12/26/18		修正 シュウセイ		行追加様式を全て2行化
「役員等名簿」シートの「○」を「レ」に変更 ヤクイン

				28		V01R28		12/28/18		修正 シュウセイ		目次シートの無効な参照を修正 モクジ ムコウ サンショウ シュウセイ

				29		V01R29		1/9/19		修正 シュウセイ		2-2(社団)シート
・（代議員制を採用している場合）社員（代議員）を選出する会員の数の入力規則を1⇒0に修正

				30		V01R30		1/11/19		修正 シュウセイ		A(1)、A(2)シート
第7欄のプロテクト解除 ダイ ラン カイジョ

				31		V01R31		1/14/19		修正 シュウセイ		A(1)シート BB36セルの必須入力判定式(収入-費用>0)を削除(C(5)ブックからの転記前のため) ヒッス ニュウリョク

				32		V01R32		1/15/19		修正 シュウセイ		別紙1シート　No.18のセル書式(表示形式)をユーザ定義(G/標準;G/標準;)から(;;)に変更(256バイト以上の文字をセル参照できない事象対応のため) ベッシ ショシキ ヒョウジ ケイシキ テイギ ヒョウジュン ヒョウジュン ヘンコウ イジョウ モジ サンショウ ジショウ タイオウ

				33		V01R33		1/16/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを修正
2-2(財団)シート、社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				34		V01R34		1/17/19		修正 シュウセイ		2-3(財団)シート、見出しを社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン ミダ シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				35		V01R35		1/24/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				36		V01R36		1/28/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				37		V01R37		2/4/19		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの都道府県、市区町村番地等をダウンロード時文字列置換から「2-1」シートの都道府県、市区町村番地等を参照するように変更 ベッシ トドウフケン シク チョウソン バンチ ナド ジ モジレツ チカン サンショウ ヘンコウ

				38		V01R38		2/7/19		修正 シュウセイ		「C(2)シートの番号欄の入力規則を整数(1～99)から整数(1～200)に変更
目次のAV52セルの計算式を修正 バンゴウ ラン ニュウリョク キソク セイスウ セイスウ ヘンコウ

				39		V01R39		2/19/19		修正 シュウセイ		表紙コメント修正、目次28,29行目のNG判定式修正、、A(1)35行目の余剰金→剰余金に修正、C(1)・C(1)基金39～47行の31欄～39欄の計算式修正 キキン

				40		V01R40		2/26/19		修正 シュウセイ		「C(1)」,「C(1)」基金シートの欄外(BA45～47,BB46～47)の計算式を修正

				41		V01R41		3/1/19		修正 シュウセイ		C(2)シートの様式転記セルの書式を「G/標準;G/標準;」から「標準」に変更

				42		V01R42		3/11/19		修正 シュウセイ		表紙
事業年度の「年度報告」→「年度」
コメント、
「【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。
コメント、「該当がない場合には、「0」を入力してください。」を追加。
表紙中別ファイルの数記載部分に、簡単なファイル名の案内を追加。
A(3)、C(2)のコメント、「該当する場合は「○」を選択してください。該当しない場合は空欄のままにしてください。」を追加。

目次
表紙の選択がNG判断に反映されるよう、A(1)とA(2)、C(1)とC(1)基金の部分の条件式を修正。
エラーチェックのコメント、「表紙で「○」をつけて選択している様式（シート）でNGとなっているものを御確認ください。」を追記。

事業報告等に係る提出書
コメント、
「申請日を入力してください。

【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。


												役員等名簿
１．評議員の表のコメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下同じ。）」
を追記。

役員等名簿（閲覧用）
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（前シート「役員等名簿」を参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

別紙１
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
33行目、公益目的事業比率、白→黄色

2-1
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
「代表者の氏名」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した代表者と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。



												2-2（社団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
社員総会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

2-2（財団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
評議員会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

3-1
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。


												
A(1)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同10欄、コメント、
「10欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

A(2)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同11欄、12欄コメント、「11欄、12欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

B(5)
コメント、
「本シートは、次シートB(5)の入力の内容が自動計算で反映されます。」
を追記。



												C(1)、C(1)基金
19欄、23欄、コメント、
「19欄及び23欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

C(2)
１表、コメント、
「本シート中、「共用割合」を記載する場合は、小数点以下第１位までとしてください。（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。
同、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。


												D
表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追加。

H(2)
１．(1)表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）
（以下同じ。）」

				43		V01R43		3/12/19		修正 シュウセイ		C(1)シートの39欄右側の式を追記(前回修正時に削除されていた) ラン ミギガワ シキ ツイキ ゼンカイ シュウセイ ジ サクジョ

				44		V01R44		3/27/19		修正 シュウセイ		表紙シートの別紙２　２．（１）社団用の初期値○をなし(空白)に変更 ヒョウシ ベッシ シャダン ヨウ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				45		V01R45		4/1/19		修正 シュウセイ		表紙シートのC（２）の初期値をなし(空白）から〇に変更
Listシートの年号の「新年号」を「令和」に変更 ヒョウシ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				46		V01R46		4/4/19		修正 シュウセイ		別紙２(2-1シート)
　既存のコメントの修正（２か所）、新規コメントの追加

				47		V01R47		4/12/19		修正 シュウセイ		・表紙の年度欄(P12セル)に"1"が入力された場合、"元"と表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2019/5/1～2019/12/31の場合、年部分を固定で「令和元年」表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2020/1/1～2020/12/31の場合、年部分を固定で「令和2年」表示するように条件付き書式を設定
・元年表示となるコメントを追記

				48		V01R47		4/26/19		修正 シュウセイ		表紙のＣ（２）の選択を「○」を初期値に変更 ヒョウシ センタク ショキ アタイ ヘンコウ

				49		V01R48		5/14/19		修正 シュウセイ		H(2)シートのN46セルの誤字を修正(「運用益断の内容」→「運用益等の内容」) ゴジ シュウセイ ウンヨウ エキ ダン ナイヨウ ウンヨウ エキ ナド ナイヨウ

				50		V01R49		5/23/19		修正 シュウセイ		H(1)シートの36行目の誤字を修正(「所得財産残額」→「取得財産残額」) ギョウメ ゴジ シュウセイ ショトク ザイサン ザンガク シュトク ザイサン ザンガク

				51		V01R50		6/4/19		修正 シュウセイ		ブック保護設定漏れ、別紙1シート保護設定漏れ ホゴ セッテイ モ ベッシ ホゴ セッテイ モ

				52		V01R51		7/3/19		修正 シュウセイ		「2-2(財団)」シートのBB30～BB33セルの判定式を修正(社員総会→評議員会)

				53		V01R52		8/19/19		修正 シュウセイ		C(2)のAG9、AG36セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				54		V01R53		8/21/19		修正 シュウセイ		A(3)のAP23、AP40セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				55		V01R54		2019/8/9
2019/8/21(53,54の修正を先に反映)
2019/9/19 シュウセイ サキ ハンエイ		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの2(5),(6)のC(1)からの転記を、表紙でC(1)基金が選択されている場合にはC(1)基金から転記するよう条件追加
　(５)　資産、負債及び正味財産の額
資産額　='C(1)'!$T$24→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$T$24,'C(1)'!$T$24)
負債額　='C(1)'!$AS$18→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$18,'C(1)'!$AS$18)
正味財産額　='C(1)'!$AS$23→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$23,'C(1)'!$AS$23)
　(６)　遊休財産額
遊休財産額の保有上限額　='C(1)'!$W$49→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$49,'C(1)'!$W$49)
遊休財産額　='C(1)'!$W$50→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$50,'C(1)'!$W$50)

「C(1)」および「C(1)基金」シートの51行目42欄の式を変更する
　=IF(W49-W50>0,"適合","不適合")　→　=IF(W49-W50>=0,"適合","不適合")

「H(1)」シートの25行目誤字を修正
　8欄　公益目的保有財産の運営益等　→　運用益等

「表紙」シートの事業年度の元号選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

----2019/9/19
「C(2)」シートの注記の※2を削除し、※1を※に変更 ベッシ テンキ ヒョウシ キキン センタク バアイ キキン テンキ ジョウケン ツイカ キン シキ ヘンコウ ギョウメ ゴジ シュウセイ ヒョウシ ジギョウ ネンド ゲンゴウ センタク ラン ジゼン ニュウリョク コウモク センタク ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジレツ ニュウリョク フカ チュウキ サクジョ ヘンコウ

				56		V01R55		2019/10/10

2019/10/23

2019/10/25

2019/10/30

2019/11/6

2019/11/8		修正 シュウセイ		「表紙」シートの事業年度のチェック追加
B2 =IF(OR(COUNTA(M12,P12,O14,O16,V20,V22,V24)<>7,SUM(BA:BA)>0),"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",IF(BB12>0,"事業年度と日付(自)が合致しません",IF(BB14>0,"事業年度(自／至)が1年間ではありません","")))
BB12　=IF(OR(AND(M12="平成",P12=YEAR(O14)-1988),AND(M12="令和",P12=YEAR(O14)-2018)),0,1)
BA12　=IF(COUNTA(M12,P12,O14,O16)<>4,1,0)
BA20　=IF(COUNTA(V20,V22,V24)<>3,1,0)
条件付き書式の色変更、(赤)B2に文字があった時→(赤)未入力の時、(ピンク)事業年度のチェック時
コメントの追加：本書類は過年度の報告です。
「表紙」シート説明文中
公益事業の数の欄の説明に「（対の数を記入）」を追記
C(4)収益の説明文の不要なカッコを削除

「目次」シートのNGチェック修正
AV7　=IF(表紙1!B2="","","NG")　 =IF(SUM(表紙!BA:BA)>0,"NG","")

「役員等名簿」シートの常勤非常勤選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

------2019/10/23
「B5」シートの右側　収1から他3までの項目名(S10～Z10)を編集可能とし、下表は同項目名を参照するよう変更。
コメントの追加：収1から他3までの項目名は変更可能です。

------2019/10/25
「C(1)」シートのエラーチェックの条件式の誤り修正
=IF(表紙!AW39=""　　　　→　　=IF(表紙!AS39=""

------2019/10/30
「別紙1」シートの収益事業等から生じた利益の繰入割合欄の入力規則の「空白を無視する」を解除、さらに収入の額、費用の額の欄から全角文字入力されたケースを除去
=IF(OR(Q25="50%",Q25="５０％"),'A(1)'!$AD$31,IF(OR(Q25="50%超",Q25="５０％超"),'A(2)'!$AD$34,0))

------2019/11/6
Ｃ(1)及びC(1)基金シートの第40欄について、事業年度が１年ではない場合の記入欄を欄外に設け、表紙に記載された事業期間が１年ではない場合に欄外の第40欄を転記するように修正し、コメントを付記

-------2019/11/8
C(1)基シートの緑＆水色の入力欄について、データの入力規則の設定が0以上となっていたものを、C(1)と同様にすべての値に訂正(マイナス入力可)
 ヒョウシ ジギョウ ネンド ツイカ ジョウケン ツ ショシキ イロ ヘンコウ アカ モジ トキ アカ ミニュウリョク トキ ジギョウ ネンド カ ホウコク ヒョウシ セツメイ ブン ナカ モクジ シュウセイ ヒョウシ ヤクイン トウ メイボ ジョウキン ヒジョウキン センタク ラン ミギ ガワ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンシュウ カノウ カヒョウ ドウ コウモク メイ ヘンコウ ツイカ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンコウ カノウ ジョウケン シキ アヤマ シュウセイ ベッシ ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ シュウニュウ ガク ヒヨウ ガク ラン ゼンカク モジ ニュウリョク ジョキョ ジギョウ ネンド ネン バアイ キニュウ ラン ランガイ モウ ヒョウシ キサイ ジギョウ キカン ネン バアイ ランガイ ダイ ラン テンキ シュウセイ キ ミドリ ミズイロ ニュウリョク ラン ニュウリョク キソク セッテイ イジョウ ドウヨウ アタイ テイセイ ニュウリョク カ



				57		V01R56		12/4/19		修正 シュウセイ		以下のシート、項目のデータの入力規則における 「空白を無視する」を解除し、任意の文字入力を防ぐ
・役員等名簿シート、代表理事
・別紙1シート、当事業年度の勧告または命令の有無
・2-2(社団)シート、会計監査人接地の有無
・2-2(財団)シート、会計監査人接地の有無
・C(1)シート、対応負債の額の計算
・C(1)基シート、対応負債の額の計算
・Dシート、保有の有無

データの入力規則の変更
・役員名簿シート、郵便番号欄→整数9999999以下 (B4-1等に合わせる)

文言の変更
C（2)シート　各表に存在した※2を削除、※1を※に変更。 イカ コウモク ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジ ニュウリョク フセ ヤクイン トウ メイボ メイレイ ザイ キ ホユウ ウム モンゴン ヘンコウ カクヒョウ ソンザイ サクジョ ヘンコウ

				58		V01R57		2/12/20		修正 シュウセイ		A(2)シート
第二段階合計欄の項目名に記載の計算式を詳細に記述 ダイニ ダンカイ ゴウケイ ラン コウモク メイ キサイ ケイサン シキ ショウサイ キジュツ

				59		V01R58		2020/3/9
2020/5/12		修正 シュウセイ		表紙シート
　・年号欄コメント設定　事業年度(自)コメント修正
　・事業年度(至)の自動記入 関数追加
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック関数変更(BB14)

2-1シート
　・事業年度の自動記入
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック追加(BB19)

------2020/05/12
別紙1シート
　収益事業から生じた利益の繰入割合　コメント追加、条件付き書式の変更(５０％および５０％超の場合の緑色化追加)

役員等名簿(閲覧用)シート
　改ページ位置を下方へ移動 ヒョウシ ネンゴウ ラン セッテイ ジギョウ ネンド ジ シュウセイ ジギョウ ネンド イタル ジドウ キニュウ カンスウ ツイカ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ カンスウ ヘンコウ ジギョウ ネンド ジドウ キニュウ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ ツイカ ヤクイン トウ メイボ エツランヨウ カイ イチ カホウ イドウ

				60		V01R59		10/22/20		修正 シュウセイ		表紙シート　　データの入力規則設定
　V20(氏名)　日本語入力「オン」
　V22,24(電話番号、電子メールアドレス欄)
　　日本語入力「オフ」,　ユーザ設定の数式 =LENB(V22)=LEN(V22)
　エラーメッセージ"半角英数字で入力してください"

役員等名簿シート
　コメントの変更
　各表1行目削除がされないようA列をロック
　B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合のエラーメッセージを追加
　カタカナ入力チェックの追加

B(5)シート　データの入力規則設定
　Ⅵ,Ⅶ欄　0　より小さい
　
C(2)シート　データの入力規則設定
　AU12,14,21,23　　ユーザ設定の数式 
　エラーメッセージ　"小数点以下第一位までの数字を入力してくだい"

H(2)シート　間に行追加しないと黄色合計欄計算が合わない件の改修
　AN12,20,28,35,49,56,63,N42,U42　SUM→SUMIFに変更
　BB列の1となっていた数字を表番号の数字に変更
　
参考シート　データの入力規則設定
　C10,11,18,19　日付で <2999/12/31
　コメントの修正"西暦年/月/日の形式で入力して下さい。和暦になります。" ヒョウシ ハンカク エイスウジ ニュウリョク ヤクイン トウ メイボ ニュウリョク ツイカ ニュウリョク キソク セッテイ セッテイ スウシキ ショウスウテン イカ ダイイチ イ スウジ ニュウリョク キイロ ラン ケイサン ケン カイシュウ ヘンコウ レツ スウジ ヒョウ バンゴウ スウジ ヘンコウ サンコウ ニュウリョク キソク セッテイ ヒヅケ シュウセイ セイレキ ネン ツキ ヒ ケイシキ ニュウリョク クダ ワレキ

				61		V01R60		12/15/20		修正 シュウセイ		役員等名簿シート
　・B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合の式を修正(赤字部分削除)
　（データ流用の際、\C2_1.3.anchorという名前のセルが削除され、式が#VALUEになってしまうため）
=IF(OR(\C2_1.3.5+15<>ROW(\C2_1.3.16),ROW(\C2_1.3.16)+\C2_1.3.16+4<>ROW(\C2_1.3.28),ROW(\C2_1.3.28)+\C2_1.3.28+3<>ROW(\C2_1.3.anchor)),"不正な行追加があります。 (メニュー[表示]_[改ページプレビュー]でAZ～BF列を確認)",IF(SUM(BE:BF)>0,"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",""))
　・住所欄の条件付書式のルール式の参照セルを修正
　(代表理事チェックを入れると緑になってしまう)
 ヤクイン トウ メイボ シキ シュウセイ アカジ ブブン サクジョ リュウヨウ サイ ナマエ サクジョ シキ ジュウショ ラン ジョウケン ツキ ショシキ シキ サンショウ シュウセイ ダイヒョウ リジ イ ミドリ

				62		V01R61		2020/12/25
2021/3/12		修正 シュウセイ		C(2)シート
　・共用割合の小数点1位までチェックの条件付き書式を「停止」から「注意」に変更　(シートのロックがかかっている場合、行のコピーを行うと、直上のセルの条件付き書式をコピーしてしまい、共用財産欄の書き方制約になったため)
B(5)シート
　・AD30セル、式が入っていなかったため、追記
 キョウヨウ ワリアイ ショウスウテン イ ジョウケンツ ショシキ テイシ チュウイ キョウヨウ ザイサン ラン カ カタ セイヤク シキ ハイ ツイキ

				63		V01R62		3/26/21		修正 シュウセイ		役員名簿シート　データ流用のanchor削除の解決、anchorより手前(印刷範囲外)に白色文字を挿入、B2セルの式をanchor含む式に戻した
 ヤクイン メイボ リュウヨウ サクジョ カイケツ テマエ インサツ ハンイ ガイ シロイロ モジ ソウニュウ シキ フク シキ モド

				64		V01R63		4/16/21		修正 シュウセイ		H(1)シートの14-17行目に新しいチェック欄と説明文を追加 ギョウメ アタラ ラン セツメイ ブン ツイカ

				65		V01R64		6/28/21		修正 シュウセイ		C(2)シート, H(1)シート
　・計(A)～計(F)及び合計(8ヶ所)の計算値のチェック、NGはセルをピンクに ケイ ケイ オヨ ゴウケイ ショ ケイサンチ

				66		V01R65		2021/10/12
2021/11/11		C(2)　修正 シュウセイ		C(2)シート
　・5,6の表を公益のみ・公益以外に分離し、タイトルを変更
　・5,6の表の事業番号欄を、それぞれ「公」のみ、「収、他、管」から選択に変更
　・AZ列の表番号を並び順に修正し、合計の式を対応する値に変更
　・A～Fの合計の式に増えた表の合計を追加
　・最終行に公益のみの合計欄＜参考値＞を追加　(A2-1,B3-5,B34-1,C2-1)
　・最終行の合計式を整備(A1-1,A3-1)
　・1の表、BA11,BA13の式誤り修正および改善　○→レ、0→"T"、1→"F"
　・1の表、取得時期欄の選択リストを名前で管理に変更(B3-5,B34-1,C2-1)
　・改ページ位置調整
リストシート
　・公　のみ選択可能なリストを作成し、「事業の種類１」という名前で管理 ヒョウ コウエキ コウエキ イガイ ブンリ ヘンコウ ナラ ジュン ゴウケイ シキ フ ヒョウ ゴウケイ ツイカ サイシュウギョウ コウエキ ゴウケイ ラン サンコウチ ツイカ ヒョウ シキ アヤマ シュウセイ カイゼン ヒョウ シュトク ジキ ラン センタク ナマエ カンリ ヘンコウ カイ イチ チョウセイ コウ センタク カノウ サクセイ ジギョウ シュルイ ナマエ カンリ		A1-1,A2-1,A3-1,B3-5,B34-1,C2-1共通

				67		V01R65a		3/1/23		修正 シュウセイ		C(2)、役員等名簿 、2-2(財団)、2-2(社団) シート保護解除 ホゴ カイジョ





A(50％)

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		R7.4.1～R8.3.31																				150																円 エン

						b		R8.4.1～R9.3.31																				300																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9.4.1～R10.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						d		R10.4.1～R11.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						e		R11.4.1～R12.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン



						１． 公益目的事業会計全体の当該事業年度の収支比較 トウガイ ジギョウ ネンド シュウシ ヒカク

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																						1,000										円 エン				1,100										円 エン

						減価償却費に係る調整（経常費用の控除対象） カカ チョウセイ ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△		50								円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額（公益目的事業財産の取得等に係る部分を除く）を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク コウエキモクテキジギョウザイサン シュトク トウ カカ ブブン ノゾ シュウニュウ ラン																																																						200										円 エン				350										円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																																50										円 エン																				収入≧費用 シュウニュウ ヒヨウ														収入＜費用 シュウニュウ ヒヨウ

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																																50										円 エン																				年度剰余額
（収入－費用）														年度欠損額
（費用－収入） ケッソン

						合計																																																						1,300										円 エン				1,400										円 エン				A										円 エン				B		100								円 エン



						２． 年度剰余額／年度欠損額と残存剰余額／残存欠損額との通算 ネンド ジョウヨ ガク ネンド ケッソン ガク ツウサン

						　年度剰余額がある場合は、残存欠損額と通算し、年度欠損額がある場合は、残存剰余額と通算します。 ネンド ジョウヨガク バアイ ザンゾン ケッソンガク ツウサン ネンド ケッソンガク バアイ ザンゾン ジョウヨガク ツウサン

						年度剰余額が
ある場合 バアイ												年度剰余額														通算額
（残存欠損額） ツウサン																		暫定残存剰余額
（A－C） ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク																通算した残存欠損額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ケッソンガク ハッセイ ジギョウ ネンド										b								ｃ								d								e

																		A										円 エン				C										円 エン								D										円 エン						通算額 ツウサン ガク																																										円 エン

																																																																E		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク																																										円 エン



						年度欠損額が
ある場合 ケッソン バアイ												年度欠損額 ケッソン														通算額
（残存剰余額） ツウサン																		残存欠損額
（B－F） ザンゾン ケッソン ガク																通算した残存剰余額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ジョウヨガク ハッセイ ジギョウ ネンド										R7.4.1～R8.3.31								R8.4.1～R9.3.31								R9.4.1～R10.3.31								R10.4.1～R11.3.31								R11.4.1～R12.3.31

						☑												B		100								円 エン				F		100								円 エン								G		0								円 エン						残存剰余額 ザンゾン ジョウヨガク										150								300								0								0								0								円 エン

																																																																		通算額 ツウサン ガク										100								0								0								0								0								円 エン

																																																																H		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク										50								300								0								0								0								円 エン



						３． 暫定残存剰余額又は残存剰余額の解消 ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク マタ ザンゾン カイショウ

						　２．の通算後に暫定残存剰余額又は残存剰余額が残る場合、その額を公益目的保有財産の取得等に充てることで解消することができる。【⇒解消策の内容は別様式に記載】 ツウサン ゴ ザンテイ ザンゾン ジョウヨガク マタ ザンゾン ジョウヨガク ノコ バアイ ガク コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトク トウ ア カイショウ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ



																a/G-a								b/G-ｂ								c/G-ｃ								d/G-ｄ								e/G-e								暫定残存剰余額（D）

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク										50								300								0								0								0								0								円 エン				👈				年度剰余額がある場合、a-eの残存剰余額とDを記載、年度欠損額がある場合、Gで計算したa-eを記載（「暫定残存剰余額（D）」の欄は0）。 ネンド ジョウヨガク バアイ ザンゾン ジョウヨガク キサイ ネンド ケッソンガク バアイ ケイサン キサイ ラン

				I		解消額 カイショウ ガク										50								10								0								0								0								0								円 エン

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク										0								290								0								0								0								0								円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		R7.4.1～R8.3.31																				0																円 エン																																												👈				0より大きい場合、均衡を欠くことになる オオ バアイ キンコウ カ

						b		R8.4.1～R9.3.31																				290																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9.4.1～R10.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						d		R10.4.1～R11.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						e		R11.4.1～R12.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						ｆ		R12.4.1～R13.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

																												👆																				👆																				👆

																												Jの数値が記載 スウチ キサイ																				年度剰余額があった場合、Eの数値を記載、年度欠損額があった場合、前事業年度に算定した数値を記載 ネンド ジョウヨガク バアイ スウチ キサイ ネンド ケッソンガク バアイ																				通常の算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 ツウジョウ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ







A(50％超) 

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン



						１． 特例算定の可否の確認 カヒ カクニン

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等をキャッシュベースで比較し、資金不足が発生する（特例収入が特例費用を上回る）場合に特例算定（収益の50％を超える繰入れ）をすることができます。 シキン ブソク ハッセイ トクレイ シュウニュウ トクレイ ヒヨウ ウワマワ バアイ トクレイ サンテイ



																																																												特例収入 トクレイ シュウニュウ														特例費用 トクレイ ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費（経常費用の控除対象） コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△										円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額（上限あり）を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク シュウニュウ ラン ジョウゲン																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に関する収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得等に関しては支出額を「費用」欄に記載） モクテキ ホユウ ザイサン シュウシ トウ																																																																円 エン														円 エン

						４年以内に生じた（b～eに係る）特例算定残存欠損額の合計額 ネン イナイ ショウ カカ ゴウケイガク																																																																円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の５０％																																										円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の５０％																																										円 エン																		（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ

						合計																																																																円 エン														円 エン				A										円 エン



						２．特例算定残存欠損額の算定 サンテイ

						　１．で計算した資金不足（A）を補填するため、収益事業等から生じた利益の50％を超えて繰り入れます。 ケイサン シキン ブソク ホテン シュウエキ ジギョウ トウ ショウ リエキ コ ク イ

								（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ																		繰り入れた利益の50％を超える部分 ク イ リエキ コ ブブン																		特例算定暫定年度欠損額 トクレイ サンテイ ザンテイ ネンド ケッソン ガク

								A										円 エン				－														円 エン				＝				B										円 エン



						３． 残存剰余額の解消 ザンゾン カイショウ

						　特例算定を選択できる場合、当該事業年度に黒字が発生することはありませんが、残存剰余額について解消策を講じることが出来ます。【⇒解消策の内容は別様式に記載】 トクレイ サンテイ センタク バアイ トウガイ ジギョウ ネンド クロジ ハッセイ ザンゾン ジョウヨガク カイショウサク コウ デキ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ



																a								b								c								d								e

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク																																																		円 エン

				I		解消額 カイショウ ガク																																																		円 エン				👈				特例算定の場合、公益目的保有財産の取得等は既に特例費用に計上されているため解消策には含まれません トクレイ サンテイ バアイ コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトクナド スデ トクレイ ヒヨウ ケイジョウ カイショウ サク フク

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク																																																		円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン																																												👈				0より大きい場合、均衡を欠くことになる オオ バアイ キンコウ カ

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						ｆ		2031.4.1～2032.3.31																				0																円 エン																				円 エン																				円 エン

																												👆																				👆																				👆

																												Jの数値が記載 スウチ キサイ																				特例算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 トクレイ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ																				通常の算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 ツウジョウ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ







A(別葉 解消策)

						３（別紙）． 解消策の内容 ベッシ カイショウ サク ナイヨウ

						解消策（剰余額の使途）及びそれにいくら充てたのか（解消額）を記載してください カイショウサク ジョウヨガク シト オヨ ア カイショウ ガク キサイ



																																		解消対象の剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク

								解消内容 カイショウ ナイヨウ																										R7.4.1～R8.3.31								R8.4.1～R9.3.31								R9.4.1～R10.3.31								R10.4.1～R11.3.31								R11.4.1～R12.3.31								暫定残存剰余額（D）

				1				公益目的保有財産として××を100万円で取得 コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン マン エン シュトク																																																																		1,000,000								円 エン

				2																																																																														円 エン

				3																																																																														円 エン

								I		解消額合計 カイショウ ガク ゴウケイ																																																																1,000,000								円 エン







A（別様 充実資金） ※簡易版





				公１ コウ				特定費用準備資金A トクテイ ヒヨウ ジュンビ シキン

				内容 ナイヨウ																										バロック展のための準備（絵画レンタル料等） テン ジュンビ カイガ リョウ トウ

				取崩額 トリクズシガク																				○○円 エン																				残高 ザンダカ																				○○円 エン



				公１ コウ				資産取得資金B シサン シュトク シキン

				内容 ナイヨウ																										バロック展のための絵画取得 カイガ シュトク

				取崩額 トリクズシガク																				○○円 エン																				残高 ザンダカ																				○○円 エン



				公１ コウ				特定費用準備資金C トクテイ ヒヨウ ジュンビ シキン

				内容 ナイヨウ																										キュレーター育成のための準備 イクセイ ジュンビ

				取崩額 トリクズシガク																				○○円 エン																				残高 ザンダカ																				○○円 エン





				公２ コウ				特定費用準備資金D トクテイ ヒヨウ ジュンビ シキン

				内容 ナイヨウ																										設立10周年コンサートの実施 セツリツ シュウネン ジッシ

				取崩額 トリクズシガク																				○○円 エン																				残高 ザンダカ																				○○円 エン





				1				事業実施 ジギョウ ジッシ										☑				又は マタ				資産取得等 シサン シュトク トウ										□

				内容 ナイヨウ																										バロック展のための準備（絵画レンタル料等） テン ジュンビ カイガ リョウ トウ



				2				事業実施 ジギョウ ジッシ										☑				又は マタ				資産取得等 シサン シュトク トウ										□

				内容 ナイヨウ																										キュレーター育成のための準備 イクセイ ジュンビ



				3				事業実施 ジギョウ ジッシ										□				又は マタ				資産取得等 シサン シュトク トウ										☑

				内容 ナイヨウ																										ポップアートの取得 シュトク



				4				事業実施 ジギョウ ジッシ										☑				又は マタ				資産取得等 シサン シュトク トウ										□

				内容 ナイヨウ																										設立10周年コンサートの実施 セツリツ シュウネン ジッシ



				公益充実資金 コウエキ ジュウジツ シキン

				取崩額 トリクズシガク																				○○円 エン																				残高 ザンダカ																				○○円 エン







ローリングの図

				R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15

		R7		赤字 アカジ

		R8

		R9

		R10

		R11

		R12

		R13

		R14

		R15

				R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15

		R7		黒字 クロジ

		R8

		R9

		R10

		R11

		R12

		R13

		R14

		R15





ローリングの図 (改)



						R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15		R16		R17		R18

				単年度収支 タンネンド シュウシ		-20		10		-5		8		1		10		5		-2		-1		-1		-4		-1



				↓各事業年度における通算後の額 （翌事業年度への繰り越し額) カク ジギョウ ネンド ツウサン ゴ ガク ヨク ジギョウ ネンド ク コ ガク

				R7		-20

				R8		-10		0

				R9		-10		0		-5

				R10		-2		0		-5		0

				R11		-1		0		-5		0		0

				R12				0		0		0		0		5

				R13						0		0		0		5		5

				R14								0		0		3		5		0

				R15										0		2		5		0		0

				R16												1		5		0		0		0

				R17												0		2		0		0		0		0

				R18														1		0		0		0		0		0





以下、現行様式





A(1)

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								ERROR:#REF!

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8				69,042,458										円 エン				1,287,346										円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		10														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																												11														円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																												12														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄～12欄)																																																		13				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						※第二段階における剰余金の扱い

												剰余が生じる場合（収入－費用欄の数値がプラスの場合）は、その剰余相当額を公益目的保有財産に係る資産取得、改良に充てるための資金に繰り入れたり、公益目的保有財産の取得に充てたりするか、翌年度の事業拡大を行うことにより同額程度の損失となるようにしなければなりません。収入－費用欄の数値がプラスの場合、法人における剰余金の扱いの計画等を記載してください。



						収支相償がプラスとなる場合の剰余金の取扱











A(2)

				目次に戻る モクジ モド

				ERROR:#REF!



						【別紙４　法人の財務に関する公益認定の基準に係る書類について】

																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(2)  収支相償の計算(収益事業等の利益額を50％を超えて繰入れる場合)】

						　　　（公益法人認定法第５条第６号に定められた収支相償について審査します。）

						１． 第一段階（公益目的事業の収支相償）

						　法人が行う事業について、その経常収益、経常費用を比較します。

						事業 ジギョウ								経常収益計																		経常費用計																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期取崩額																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期積立額																		第一段階の判定
（2欄－3欄＋4欄－5欄） ラン

						区分 クブン				番号 バンゴウ				前年度に６欄がプラスの事業がある場合には当該剰余金の額を加算してください。



						1								2																		3																		4																		5																		6																										2

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

														0														円				0														円 エン				0														円				0														円

																																																																																				プラスの事業がある場合、発生理由とこれを解消するための計画等を記入してください。



																																												理由： リユウ																																																																0

																																												計画： ケイカク

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				0										円 エン				0										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								0

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8														円 エン														円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				0										円 エン				0										円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費
（経常費用額の控除対象。「費用」欄に記載してください。）																																																		10																												円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		11														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						公益資産取得資金に関する調整(別表C(4)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。）																																																		12														円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る当期収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得に関しては支出額を「費用」欄に記載してください。）																																																		13														円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																								収益事業から
生じた利益の繰入額																										14														円 エン

																														その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																										15														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄-10欄+11欄+12欄+13欄+14欄+15欄) ラン ラン ラン																																																		16				0										円 エン				0										円 エン				0										円 エン





第二段階７欄
(収入)へ

第二段階７欄
(費用)へ



A(3)

				目次に戻る モクジ モド

				



																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(3)　第二段階・収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算】 ベッピョウ ダイ ニ ダンカイ シュウエキ ジギョウ トウ リエキ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン クリイレガク ケイサン

						　　（A(1)、A(2)の収支相償第二段階の審査の際に必要な、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算に用います。）

						　　収益事業等の利益の５０％を公益目的事業へ繰入れる場合は(１)を、５０％を超えて繰入れる場合は(２)を記載してください。

						(１)　収益事業等の利益額の５０％を公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1



						(２)　収益事業等の利益額の５０％を超えて公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				2

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

















List

		名前 ナマエ		公認会計士税理士の別		対応負債の額の計算		事業の区分2 ジギョウ クブン		年号 ネンゴウ		丸付け マル ツ		事業の区分1 ジギョウ クブン		事業の区分 ジギョウ クブン		保有の有無 ホユウ ウム		有無 ウム		利益の繰越割合 リエキ クリコシ ワリアイ		ありなし		常勤非常勤 ジョウキン ヒジョウキン				設置不設置 セッチ フ セッチ		取得時期 シュトク ジキ		チェック

		1										○

		2		公認会計士		公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法		収 シュウ		平成 ヘイセイ				公 コウ		公 コウ		保有していない ホユウ		有 ユウ		50%		あり		常勤 ジョウキン				設置 セッチ		認定前 ニンテイ マエ		レ

		3		税理士		公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法		他 タ		令和 レイワ						収 シュウ		保有している ホユウ		無 ナ		50%超 コ		なし		非常勤 ヒジョウキン				不設置 フ セッチ		認定後 ニンテイ ゴ

		4						管 カン								他 タ

		5														管 カン

		6

		7

		8

		9

		10

		11

		12

		13

		14

		15

		16

		17

		18

		19

		20






変更履歴

				変更履歴 ヘンコウ リレキ

				No		V/R		変更日付 ヘンコウ ヒヅケ		変更箇所 ヘンコウ カショ		変更内容 ヘンコウ ナイヨウ		備考 ビコウ

				1		V00R04		4/6/17		シート追加 ツイカ		流用元：A1-1レイアウト_V00R03（B(5)追加版）
　　　　　A2-1レイアウト_V00R02

				2		V00R05		4/19/17		シート追加 ツイカ		別紙３　１．事業の一覧　を追加

				3		V01R01		10/23/17		修正 シュウセイ		・9/17、10/3内閣府様ご指摘箇所を適用 ナイカク フ サマ シテキ カショ テキヨウ

				4		V01R03		8/28/18		修正 シュウセイ		・【別表B(5) 公益目的事業比率算定に係る計算表】その１の「Ⅷ　財産の譲渡損等の額」の「データ入力規則」（整数-1以上）を削除

				5		V01R10		10/10/18		マスタ作成 サクセイ		-

				6		V01R11		10/25/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シート「利益の繰入割合」プルダウンの文字種別をパーセンテージから文字列に修正 リエキ クリイレ ワリアイ モジシュ ベツ モジレツ シュウセイ

				7		V01R13		11/12/18		修正 シュウセイ		B(５)シート
・Ⅳ　無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(4)より）
・Ⅶ　引当金の取り崩し額(マイナス額で記載してください）

上記について、行数設定のcount関数を設定 ジョウキ セッテイ

				8		V01R14		11/15/18		修正 シュウセイ		A(2)シート
\C2_1.22.26、\C2_1.22.27、\C2_1.22.28、\C2_1.22.29のセルの表示形式を
日付から通貨に変更 ヒョウジ ケイシキ ヒヅケ ツウカ ヘンコウ

				9		V01R15		11/28/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　ホームページの有無を転記（$）形式に修正 ウム

				10		V01R16		11/28/18		追加 ツイカ		表紙、任意作成に丸印を入れる項目追加 ヒョウシ ニンイ サクセイ マルジルシ イ コウモク ツイカ

				11		V01R17		11/29/18		追加 ツイカ		上記項目の名前付けを追加 ジョウキ コウモク ナマエ ヅ ツイカ

				12		V01R18		11/30/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　代表者の氏名を「事業報告等に係る提出書」から転記に修正 ダイヒョウシャ シメイ ジギョウ ホウコク トウ カカ テイシュツ ショ テンキ

				13		V01R19		12/4/18		修正 シュウセイ		・選択項目　ブランク/○からブランク/レに変更
　対象シート「役員等名簿」「C(2)」
・会計監査人設置の有無
　リスト「設置」「不設置」から「有」「無」に変更
　対象シート「2-2(社団)」「2-2(財団)」

				14		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		C(2)シート
条件付き必須の削除 ジョウケンツ ヒッス サクジョ

				15		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「A(1)」「A(2)」シート、n行複写の行数カウント(=COUNTA)セル位置を変更 ギョウ フクシャ ギョウスウ イチ ヘンコウ

				16		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「役員等名簿」シート、条件付き書式と設定用の数式を修正 ヤクイン ナド メイボ ジョウケンツ ショシキ セッテイ ヨウ スウシキ シュウセイ

				17		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「A(2)」シート、印刷設定を白黒にする インサツ セッテイ シロクロ

				18		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「B(1)」シートにて「B(5)」シートを参照しているセルの参照先を修正

				19		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		シートA(1)A(2)のAB列の数字を上下中央揃えに統一

				20		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		「2-2(社団)」「2-2財団」シート「会員の数」入力規則を1以上から0以上に変更 シャダン ザイダン カイイン カズ ニュウリョク キソク イジョウ イジョウ ヘンコウ

				21		V01R23		12/14/18				ファイルプロパティ消去 ショウキョ

				22		V01R24		12/17/18		修正 シュウセイ		「B(5)」シート合計欄の計算式が消えている箇所を修正 ゴウケイ ラン ケイサン シキ キ カショ シュウセイ

				23		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		・「A(3)」シート入力チェック判定式を修正
・「1-2(社団)」「1-2(財団)」シート、会計監査人設置の有無リスト内容変更対応 ニュウリョク ハンテイ シキ シュウセイ

				24		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「C(1)シート」No23 中央ぞろえから右揃えに修正 チュウオウ ミギゾロ シュウセイ

				25		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シートNo16,No17 条件式修正
 "50%","５０％"両方に対応※現行が全角の為 ベッシ ジョウケン シキ シュウセイ リョウホウ タイオウ ゲンコウ ゼンカク タメ

				26		V01R26		12/24/18		修正 シュウセイ		「A(1)」シートNo25,No26 書式をユーザ定義(日付型)から通貨型に修正 ショシキ テイギ ヒヅケ ガタ ツウカガタ シュウセイ

				27		V01R27		12/26/18		修正 シュウセイ		行追加様式を全て2行化
「役員等名簿」シートの「○」を「レ」に変更 ヤクイン

				28		V01R28		12/28/18		修正 シュウセイ		目次シートの無効な参照を修正 モクジ ムコウ サンショウ シュウセイ

				29		V01R29		1/9/19		修正 シュウセイ		2-2(社団)シート
・（代議員制を採用している場合）社員（代議員）を選出する会員の数の入力規則を1⇒0に修正

				30		V01R30		1/11/19		修正 シュウセイ		A(1)、A(2)シート
第7欄のプロテクト解除 ダイ ラン カイジョ

				31		V01R31		1/14/19		修正 シュウセイ		A(1)シート BB36セルの必須入力判定式(収入-費用>0)を削除(C(5)ブックからの転記前のため) ヒッス ニュウリョク

				32		V01R32		1/15/19		修正 シュウセイ		別紙1シート　No.18のセル書式(表示形式)をユーザ定義(G/標準;G/標準;)から(;;)に変更(256バイト以上の文字をセル参照できない事象対応のため) ベッシ ショシキ ヒョウジ ケイシキ テイギ ヒョウジュン ヒョウジュン ヘンコウ イジョウ モジ サンショウ ジショウ タイオウ

				33		V01R33		1/16/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを修正
2-2(財団)シート、社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				34		V01R34		1/17/19		修正 シュウセイ		2-3(財団)シート、見出しを社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン ミダ シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				35		V01R35		1/24/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				36		V01R36		1/28/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				37		V01R37		2/4/19		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの都道府県、市区町村番地等をダウンロード時文字列置換から「2-1」シートの都道府県、市区町村番地等を参照するように変更 ベッシ トドウフケン シク チョウソン バンチ ナド ジ モジレツ チカン サンショウ ヘンコウ

				38		V01R38		2/7/19		修正 シュウセイ		「C(2)シートの番号欄の入力規則を整数(1～99)から整数(1～200)に変更
目次のAV52セルの計算式を修正 バンゴウ ラン ニュウリョク キソク セイスウ セイスウ ヘンコウ

				39		V01R39		2/19/19		修正 シュウセイ		表紙コメント修正、目次28,29行目のNG判定式修正、、A(1)35行目の余剰金→剰余金に修正、C(1)・C(1)基金39～47行の31欄～39欄の計算式修正 キキン

				40		V01R40		2/26/19		修正 シュウセイ		「C(1)」,「C(1)」基金シートの欄外(BA45～47,BB46～47)の計算式を修正

				41		V01R41		3/1/19		修正 シュウセイ		C(2)シートの様式転記セルの書式を「G/標準;G/標準;」から「標準」に変更

				42		V01R42		3/11/19		修正 シュウセイ		表紙
事業年度の「年度報告」→「年度」
コメント、
「【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。
コメント、「該当がない場合には、「0」を入力してください。」を追加。
表紙中別ファイルの数記載部分に、簡単なファイル名の案内を追加。
A(3)、C(2)のコメント、「該当する場合は「○」を選択してください。該当しない場合は空欄のままにしてください。」を追加。

目次
表紙の選択がNG判断に反映されるよう、A(1)とA(2)、C(1)とC(1)基金の部分の条件式を修正。
エラーチェックのコメント、「表紙で「○」をつけて選択している様式（シート）でNGとなっているものを御確認ください。」を追記。

事業報告等に係る提出書
コメント、
「申請日を入力してください。

【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。


												役員等名簿
１．評議員の表のコメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下同じ。）」
を追記。

役員等名簿（閲覧用）
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（前シート「役員等名簿」を参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

別紙１
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
33行目、公益目的事業比率、白→黄色

2-1
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
「代表者の氏名」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した代表者と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。



												2-2（社団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
社員総会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

2-2（財団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
評議員会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

3-1
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。


												
A(1)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同10欄、コメント、
「10欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

A(2)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同11欄、12欄コメント、「11欄、12欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

B(5)
コメント、
「本シートは、次シートB(5)の入力の内容が自動計算で反映されます。」
を追記。



												C(1)、C(1)基金
19欄、23欄、コメント、
「19欄及び23欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

C(2)
１表、コメント、
「本シート中、「共用割合」を記載する場合は、小数点以下第１位までとしてください。（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。
同、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。


												D
表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追加。

H(2)
１．(1)表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）
（以下同じ。）」

				43		V01R43		3/12/19		修正 シュウセイ		C(1)シートの39欄右側の式を追記(前回修正時に削除されていた) ラン ミギガワ シキ ツイキ ゼンカイ シュウセイ ジ サクジョ

				44		V01R44		3/27/19		修正 シュウセイ		表紙シートの別紙２　２．（１）社団用の初期値○をなし(空白)に変更 ヒョウシ ベッシ シャダン ヨウ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				45		V01R45		4/1/19		修正 シュウセイ		表紙シートのC（２）の初期値をなし(空白）から〇に変更
Listシートの年号の「新年号」を「令和」に変更 ヒョウシ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				46		V01R46		4/4/19		修正 シュウセイ		別紙２(2-1シート)
　既存のコメントの修正（２か所）、新規コメントの追加

				47		V01R47		4/12/19		修正 シュウセイ		・表紙の年度欄(P12セル)に"1"が入力された場合、"元"と表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2019/5/1～2019/12/31の場合、年部分を固定で「令和元年」表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2020/1/1～2020/12/31の場合、年部分を固定で「令和2年」表示するように条件付き書式を設定
・元年表示となるコメントを追記

				48		V01R47		4/26/19		修正 シュウセイ		表紙のＣ（２）の選択を「○」を初期値に変更 ヒョウシ センタク ショキ アタイ ヘンコウ

				49		V01R48		5/14/19		修正 シュウセイ		H(2)シートのN46セルの誤字を修正(「運用益断の内容」→「運用益等の内容」) ゴジ シュウセイ ウンヨウ エキ ダン ナイヨウ ウンヨウ エキ ナド ナイヨウ

				50		V01R49		5/23/19		修正 シュウセイ		H(1)シートの36行目の誤字を修正(「所得財産残額」→「取得財産残額」) ギョウメ ゴジ シュウセイ ショトク ザイサン ザンガク シュトク ザイサン ザンガク

				51		V01R50		6/4/19		修正 シュウセイ		ブック保護設定漏れ、別紙1シート保護設定漏れ ホゴ セッテイ モ ベッシ ホゴ セッテイ モ

				52		V01R51		7/3/19		修正 シュウセイ		「2-2(財団)」シートのBB30～BB33セルの判定式を修正(社員総会→評議員会)

				53		V01R52		8/19/19		修正 シュウセイ		C(2)のAG9、AG36セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				54		V01R53		8/21/19		修正 シュウセイ		A(3)のAP23、AP40セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				55		V01R54		2019/8/9
2019/8/21(53,54の修正を先に反映)
2019/9/19 シュウセイ サキ ハンエイ		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの2(5),(6)のC(1)からの転記を、表紙でC(1)基金が選択されている場合にはC(1)基金から転記するよう条件追加
　(５)　資産、負債及び正味財産の額
資産額　='C(1)'!$T$24→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$T$24,'C(1)'!$T$24)
負債額　='C(1)'!$AS$18→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$18,'C(1)'!$AS$18)
正味財産額　='C(1)'!$AS$23→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$23,'C(1)'!$AS$23)
　(６)　遊休財産額
遊休財産額の保有上限額　='C(1)'!$W$49→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$49,'C(1)'!$W$49)
遊休財産額　='C(1)'!$W$50→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$50,'C(1)'!$W$50)

「C(1)」および「C(1)基金」シートの51行目42欄の式を変更する
　=IF(W49-W50>0,"適合","不適合")　→　=IF(W49-W50>=0,"適合","不適合")

「H(1)」シートの25行目誤字を修正
　8欄　公益目的保有財産の運営益等　→　運用益等

「表紙」シートの事業年度の元号選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

----2019/9/19
「C(2)」シートの注記の※2を削除し、※1を※に変更 ベッシ テンキ ヒョウシ キキン センタク バアイ キキン テンキ ジョウケン ツイカ キン シキ ヘンコウ ギョウメ ゴジ シュウセイ ヒョウシ ジギョウ ネンド ゲンゴウ センタク ラン ジゼン ニュウリョク コウモク センタク ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジレツ ニュウリョク フカ チュウキ サクジョ ヘンコウ

				56		V01R55		2019/10/10

2019/10/23

2019/10/25

2019/10/30

2019/11/6

2019/11/8		修正 シュウセイ		「表紙」シートの事業年度のチェック追加
B2 =IF(OR(COUNTA(M12,P12,O14,O16,V20,V22,V24)<>7,SUM(BA:BA)>0),"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",IF(BB12>0,"事業年度と日付(自)が合致しません",IF(BB14>0,"事業年度(自／至)が1年間ではありません","")))
BB12　=IF(OR(AND(M12="平成",P12=YEAR(O14)-1988),AND(M12="令和",P12=YEAR(O14)-2018)),0,1)
BA12　=IF(COUNTA(M12,P12,O14,O16)<>4,1,0)
BA20　=IF(COUNTA(V20,V22,V24)<>3,1,0)
条件付き書式の色変更、(赤)B2に文字があった時→(赤)未入力の時、(ピンク)事業年度のチェック時
コメントの追加：本書類は過年度の報告です。
「表紙」シート説明文中
公益事業の数の欄の説明に「（対の数を記入）」を追記
C(4)収益の説明文の不要なカッコを削除

「目次」シートのNGチェック修正
AV7　=IF(表紙1!B2="","","NG")　 =IF(SUM(表紙!BA:BA)>0,"NG","")

「役員等名簿」シートの常勤非常勤選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

------2019/10/23
「B5」シートの右側　収1から他3までの項目名(S10～Z10)を編集可能とし、下表は同項目名を参照するよう変更。
コメントの追加：収1から他3までの項目名は変更可能です。

------2019/10/25
「C(1)」シートのエラーチェックの条件式の誤り修正
=IF(表紙!AW39=""　　　　→　　=IF(表紙!AS39=""

------2019/10/30
「別紙1」シートの収益事業等から生じた利益の繰入割合欄の入力規則の「空白を無視する」を解除、さらに収入の額、費用の額の欄から全角文字入力されたケースを除去
=IF(OR(Q25="50%",Q25="５０％"),'A(1)'!$AD$31,IF(OR(Q25="50%超",Q25="５０％超"),'A(2)'!$AD$34,0))

------2019/11/6
Ｃ(1)及びC(1)基金シートの第40欄について、事業年度が１年ではない場合の記入欄を欄外に設け、表紙に記載された事業期間が１年ではない場合に欄外の第40欄を転記するように修正し、コメントを付記

-------2019/11/8
C(1)基シートの緑＆水色の入力欄について、データの入力規則の設定が0以上となっていたものを、C(1)と同様にすべての値に訂正(マイナス入力可)
 ヒョウシ ジギョウ ネンド ツイカ ジョウケン ツ ショシキ イロ ヘンコウ アカ モジ トキ アカ ミニュウリョク トキ ジギョウ ネンド カ ホウコク ヒョウシ セツメイ ブン ナカ モクジ シュウセイ ヒョウシ ヤクイン トウ メイボ ジョウキン ヒジョウキン センタク ラン ミギ ガワ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンシュウ カノウ カヒョウ ドウ コウモク メイ ヘンコウ ツイカ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンコウ カノウ ジョウケン シキ アヤマ シュウセイ ベッシ ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ シュウニュウ ガク ヒヨウ ガク ラン ゼンカク モジ ニュウリョク ジョキョ ジギョウ ネンド ネン バアイ キニュウ ラン ランガイ モウ ヒョウシ キサイ ジギョウ キカン ネン バアイ ランガイ ダイ ラン テンキ シュウセイ キ ミドリ ミズイロ ニュウリョク ラン ニュウリョク キソク セッテイ イジョウ ドウヨウ アタイ テイセイ ニュウリョク カ



				57		V01R56		12/4/19		修正 シュウセイ		以下のシート、項目のデータの入力規則における 「空白を無視する」を解除し、任意の文字入力を防ぐ
・役員等名簿シート、代表理事
・別紙1シート、当事業年度の勧告または命令の有無
・2-2(社団)シート、会計監査人接地の有無
・2-2(財団)シート、会計監査人接地の有無
・C(1)シート、対応負債の額の計算
・C(1)基シート、対応負債の額の計算
・Dシート、保有の有無

データの入力規則の変更
・役員名簿シート、郵便番号欄→整数9999999以下 (B4-1等に合わせる)

文言の変更
C（2)シート　各表に存在した※2を削除、※1を※に変更。 イカ コウモク ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジ ニュウリョク フセ ヤクイン トウ メイボ メイレイ ザイ キ ホユウ ウム モンゴン ヘンコウ カクヒョウ ソンザイ サクジョ ヘンコウ

				58		V01R57		2/12/20		修正 シュウセイ		A(2)シート
第二段階合計欄の項目名に記載の計算式を詳細に記述 ダイニ ダンカイ ゴウケイ ラン コウモク メイ キサイ ケイサン シキ ショウサイ キジュツ

				59		V01R58		2020/3/9
2020/5/12		修正 シュウセイ		表紙シート
　・年号欄コメント設定　事業年度(自)コメント修正
　・事業年度(至)の自動記入 関数追加
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック関数変更(BB14)

2-1シート
　・事業年度の自動記入
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック追加(BB19)

------2020/05/12
別紙1シート
　収益事業から生じた利益の繰入割合　コメント追加、条件付き書式の変更(５０％および５０％超の場合の緑色化追加)

役員等名簿(閲覧用)シート
　改ページ位置を下方へ移動 ヒョウシ ネンゴウ ラン セッテイ ジギョウ ネンド ジ シュウセイ ジギョウ ネンド イタル ジドウ キニュウ カンスウ ツイカ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ カンスウ ヘンコウ ジギョウ ネンド ジドウ キニュウ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ ツイカ ヤクイン トウ メイボ エツランヨウ カイ イチ カホウ イドウ

				60		V01R59		10/22/20		修正 シュウセイ		表紙シート　　データの入力規則設定
　V20(氏名)　日本語入力「オン」
　V22,24(電話番号、電子メールアドレス欄)
　　日本語入力「オフ」,　ユーザ設定の数式 =LENB(V22)=LEN(V22)
　エラーメッセージ"半角英数字で入力してください"

役員等名簿シート
　コメントの変更
　各表1行目削除がされないようA列をロック
　B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合のエラーメッセージを追加
　カタカナ入力チェックの追加

B(5)シート　データの入力規則設定
　Ⅵ,Ⅶ欄　0　より小さい
　
C(2)シート　データの入力規則設定
　AU12,14,21,23　　ユーザ設定の数式 
　エラーメッセージ　"小数点以下第一位までの数字を入力してくだい"

H(2)シート　間に行追加しないと黄色合計欄計算が合わない件の改修
　AN12,20,28,35,49,56,63,N42,U42　SUM→SUMIFに変更
　BB列の1となっていた数字を表番号の数字に変更
　
参考シート　データの入力規則設定
　C10,11,18,19　日付で <2999/12/31
　コメントの修正"西暦年/月/日の形式で入力して下さい。和暦になります。" ヒョウシ ハンカク エイスウジ ニュウリョク ヤクイン トウ メイボ ニュウリョク ツイカ ニュウリョク キソク セッテイ セッテイ スウシキ ショウスウテン イカ ダイイチ イ スウジ ニュウリョク キイロ ラン ケイサン ケン カイシュウ ヘンコウ レツ スウジ ヒョウ バンゴウ スウジ ヘンコウ サンコウ ニュウリョク キソク セッテイ ヒヅケ シュウセイ セイレキ ネン ツキ ヒ ケイシキ ニュウリョク クダ ワレキ

				61		V01R60		12/15/20		修正 シュウセイ		役員等名簿シート
　・B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合の式を修正(赤字部分削除)
　（データ流用の際、\C2_1.3.anchorという名前のセルが削除され、式が#VALUEになってしまうため）
=IF(OR(\C2_1.3.5+15<>ROW(\C2_1.3.16),ROW(\C2_1.3.16)+\C2_1.3.16+4<>ROW(\C2_1.3.28),ROW(\C2_1.3.28)+\C2_1.3.28+3<>ROW(\C2_1.3.anchor)),"不正な行追加があります。 (メニュー[表示]_[改ページプレビュー]でAZ～BF列を確認)",IF(SUM(BE:BF)>0,"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",""))
　・住所欄の条件付書式のルール式の参照セルを修正
　(代表理事チェックを入れると緑になってしまう)
 ヤクイン トウ メイボ シキ シュウセイ アカジ ブブン サクジョ リュウヨウ サイ ナマエ サクジョ シキ ジュウショ ラン ジョウケン ツキ ショシキ シキ サンショウ シュウセイ ダイヒョウ リジ イ ミドリ

				62		V01R61		2020/12/25
2021/3/12		修正 シュウセイ		C(2)シート
　・共用割合の小数点1位までチェックの条件付き書式を「停止」から「注意」に変更　(シートのロックがかかっている場合、行のコピーを行うと、直上のセルの条件付き書式をコピーしてしまい、共用財産欄の書き方制約になったため)
B(5)シート
　・AD30セル、式が入っていなかったため、追記
 キョウヨウ ワリアイ ショウスウテン イ ジョウケンツ ショシキ テイシ チュウイ キョウヨウ ザイサン ラン カ カタ セイヤク シキ ハイ ツイキ

				63		V01R62		3/26/21		修正 シュウセイ		役員名簿シート　データ流用のanchor削除の解決、anchorより手前(印刷範囲外)に白色文字を挿入、B2セルの式をanchor含む式に戻した
 ヤクイン メイボ リュウヨウ サクジョ カイケツ テマエ インサツ ハンイ ガイ シロイロ モジ ソウニュウ シキ フク シキ モド

				64		V01R63		4/16/21		修正 シュウセイ		H(1)シートの14-17行目に新しいチェック欄と説明文を追加 ギョウメ アタラ ラン セツメイ ブン ツイカ

				65		V01R64		6/28/21		修正 シュウセイ		C(2)シート, H(1)シート
　・計(A)～計(F)及び合計(8ヶ所)の計算値のチェック、NGはセルをピンクに ケイ ケイ オヨ ゴウケイ ショ ケイサンチ

				66		V01R65		2021/10/12
2021/11/11		C(2)　修正 シュウセイ		C(2)シート
　・5,6の表を公益のみ・公益以外に分離し、タイトルを変更
　・5,6の表の事業番号欄を、それぞれ「公」のみ、「収、他、管」から選択に変更
　・AZ列の表番号を並び順に修正し、合計の式を対応する値に変更
　・A～Fの合計の式に増えた表の合計を追加
　・最終行に公益のみの合計欄＜参考値＞を追加　(A2-1,B3-5,B34-1,C2-1)
　・最終行の合計式を整備(A1-1,A3-1)
　・1の表、BA11,BA13の式誤り修正および改善　○→レ、0→"T"、1→"F"
　・1の表、取得時期欄の選択リストを名前で管理に変更(B3-5,B34-1,C2-1)
　・改ページ位置調整
リストシート
　・公　のみ選択可能なリストを作成し、「事業の種類１」という名前で管理 ヒョウ コウエキ コウエキ イガイ ブンリ ヘンコウ ナラ ジュン ゴウケイ シキ フ ヒョウ ゴウケイ ツイカ サイシュウギョウ コウエキ ゴウケイ ラン サンコウチ ツイカ ヒョウ シキ アヤマ シュウセイ カイゼン ヒョウ シュトク ジキ ラン センタク ナマエ カンリ ヘンコウ カイ イチ チョウセイ コウ センタク カノウ サクセイ ジギョウ シュルイ ナマエ カンリ		A1-1,A2-1,A3-1,B3-5,B34-1,C2-1共通

				67		V01R65a		3/1/23		修正 シュウセイ		C(2)、役員等名簿 、2-2(財団)、2-2(社団) シート保護解除 ホゴ カイジョ





A(50％)

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		R7.4.1～R8.3.31																				150																円 エン

						b		R8.4.1～R9.3.31																				300																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9.4.1～R10.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						d		R10.4.1～R11.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						e		R11.4.1～R12.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン



						１． 公益目的事業会計全体の当該事業年度の収支比較 トウガイ ジギョウ ネンド シュウシ ヒカク

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																						1,000										円 エン				1,100										円 エン

						減価償却費に係る調整（経常費用の控除対象） カカ チョウセイ ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△		50								円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額（公益目的事業財産の取得等に係る部分を除く）を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク コウエキモクテキジギョウザイサン シュトク トウ カカ ブブン ノゾ シュウニュウ ラン																																																						200										円 エン				350										円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																																50										円 エン																				収入≧費用 シュウニュウ ヒヨウ														収入＜費用 シュウニュウ ヒヨウ

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																																50										円 エン																				年度剰余額
（収入－費用）														年度欠損額
（費用－収入） ケッソン

						合計																																																						1,300										円 エン				1,400										円 エン				A										円 エン				B		100								円 エン



						２． 年度剰余額／年度欠損額と残存剰余額／残存欠損額との通算 ネンド ジョウヨ ガク ネンド ケッソン ガク ツウサン

						　年度剰余額がある場合は、残存欠損額と通算し、年度欠損額がある場合は、残存剰余額と通算します。 ネンド ジョウヨガク バアイ ザンゾン ケッソンガク ツウサン ネンド ケッソンガク バアイ ザンゾン ジョウヨガク ツウサン

						年度剰余額が
ある場合 バアイ												年度剰余額														通算額
（残存欠損額） ツウサン																		暫定残存剰余額
（A－C） ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク																通算した残存欠損額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ケッソンガク ハッセイ ジギョウ ネンド										b								ｃ								d								e

						☑												A		4,500,000								円 エン				C		1,500,000								円 エン								D		3,000,000								円 エン						通算額 ツウサン ガク																		5000000								5000000								5000000								円 エン

																																																																E		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク																		0								0								0								円 エン



						年度欠損額が
ある場合 ケッソン バアイ												年度欠損額 ケッソン														通算額
（残存剰余額） ツウサン																		残存欠損額
（B－F） ザンゾン ケッソン ガク																通算した残存剰余額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ジョウヨガク ハッセイ ジギョウ ネンド										a								ｂ								ｃ								ｄ								e

						□												B		0								円 エン				F		0								円 エン								G		0								円 エン						残存剰余額 ザンゾン ジョウヨガク										0								0								0								0								0								円 エン

																																																																		通算額 ツウサン ガク										0								0								0								0								0								円 エン

																																																																H		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク										0								0								0								0								0								円 エン



						３． 暫定残存剰余額又は残存剰余額の解消 ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク マタ ザンゾン カイショウ

						　２．の通算後に暫定残存剰余額又は残存剰余額が残る場合、その額を公益目的保有財産の取得に充てること等（※）で解消することができる。【⇒解消策の内容は別様式に記載】（※）その他、コロナ禍における運転資金不足による借入金の元本返済等に充てた場合等 ツウサン ゴ ザンテイ ザンゾン ジョウヨガク マタ ザンゾン ジョウヨガク ノコ バアイ ガク コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトク ア トウ カイショウ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ ホカ トウ



																R7.4.1～R8.3.31								R8.4.1～R9.3.31								R9.4.1～R10.3.31								R10.4.1～R11.3.31								R11.4.1～R12.3.31								暫定残存剰余額（D）

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク										0								0								0								0								0								3,000,000								円 エン

				I		解消額 カイショウ ガク										0								0								0								0								0								1,000,000								円 エン

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク										0								0								0								0								0								2,000,000								円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		R7.4.1～R8.3.31																				0																円 エン																																												👈				0より大きい場合、均衡を欠くことになる オオ バアイ キンコウ カ

						b		R8.4.1～R9.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9.4.1～R10.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						d		R10.4.1～R11.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						e		R11.4.1～R12.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						ｆ		R12.4.1～R13.3.31																				2000000																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

																												👆																				👆																				👆

																												Jの数値が記載 スウチ キサイ																				年度剰余額があった場合、Eの数値を記載、年度欠損額があった場合、前事業年度に算定した数値を記載 ネンド ジョウヨガク バアイ スウチ キサイ ネンド ケッソンガク バアイ																				通常の算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 ツウジョウ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ







A(50％超) 

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン



						１． 特例算定の可否の確認 カヒ カクニン

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等をキャッシュベースで比較し、資金不足が発生する（特例収入が特例費用を上回る）場合に特例算定（収益の50％を超える繰入れ）をすることができます。 シキン ブソク ハッセイ トクレイ シュウニュウ トクレイ ヒヨウ ウワマワ バアイ トクレイ サンテイ



																																																												特例収入 トクレイ シュウニュウ														特例費用 トクレイ ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費（経常費用の控除対象） コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△										円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額（上限あり）を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク シュウニュウ ラン ジョウゲン																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に関する収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得等に関しては支出額を「費用」欄に記載） モクテキ ホユウ ザイサン シュウシ トウ																																																																円 エン														円 エン

						４年以内に生じた（b～eに係る）特例算定残存欠損額の合計額 ネン イナイ ショウ カカ ゴウケイガク																																																																円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の５０％																																										円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の５０％																																										円 エン																		（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ

						合計																																																																円 エン														円 エン				A										円 エン



						２．特例算定残存欠損額の算定 サンテイ

						　１．で計算した資金不足（A）を補填するため、収益事業等から生じた利益の50％を超えて繰り入れます。 ケイサン シキン ブソク ホテン シュウエキ ジギョウ トウ ショウ リエキ コ ク イ

								（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ																		繰り入れた利益の50％を超える部分 ク イ リエキ コ ブブン																		特例算定暫定年度欠損額 トクレイ サンテイ ザンテイ ネンド ケッソン ガク

								A										円 エン				－														円 エン				＝				B										円 エン



						３． 残存剰余額の解消 ザンゾン カイショウ

						　特例算定を選択できる場合、当該事業年度に黒字が発生することはありませんが、残存剰余額について解消策を講じることが出来ます。【⇒解消策の内容は別様式に記載】 トクレイ サンテイ センタク バアイ トウガイ ジギョウ ネンド クロジ ハッセイ ザンゾン ジョウヨガク カイショウサク コウ デキ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ



																a								b								c								d								e

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク																																																		円 エン

				I		解消額 カイショウ ガク																																																		円 エン				👈				特例算定の場合、公益目的保有財産の取得等は既に特例費用に計上されているため解消策には含まれません トクレイ サンテイ バアイ コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトクナド スデ トクレイ ヒヨウ ケイジョウ カイショウ サク フク

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク																																																		円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン																																												👈				0より大きい場合、均衡を欠くことになる オオ バアイ キンコウ カ

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						ｆ		2031.4.1～2032.3.31																				0																円 エン																				円 エン																				円 エン

																												👆																				👆																				👆

																												Jの数値が記載 スウチ キサイ																				特例算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 トクレイ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ																				通常の算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 ツウジョウ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ







A(別葉 解消策)

						３（別紙）． 解消策の内容 ベッシ カイショウ サク ナイヨウ

						解消策（剰余額の使途）及びそれにいくら充てたのか（解消額）を記載してください カイショウサク ジョウヨガク シト オヨ ア カイショウ ガク キサイ



																																		解消対象の剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク

								解消内容 カイショウ ナイヨウ																										a/G-a								b/G-ｂ								c/G-ｃ								d/G-ｄ								e/G-e								暫定残存剰余額（D）

				1				公益目的保有財産として××を６０円で取得 コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン エン シュトク																										50								10																																								円 エン

				2																																																																														円 エン

				3																																																																														円 エン

								I		解消額合計 カイショウ ガク ゴウケイ																								50								10																																								円 エン







ローリングの図

				R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15

		R7		赤字 アカジ

		R8

		R9

		R10

		R11

		R12

		R13

		R14

		R15

				R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15

		R7		黒字 クロジ

		R8

		R9

		R10

		R11

		R12

		R13

		R14

		R15





ローリングの図 (改)



						R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15		R16		R17		R18

				単年度収支 タンネンド シュウシ		-20		10		-5		8		1		10		5		-2		-1		-1		-4		-1



				↓各事業年度における通算後の額 （翌事業年度への繰り越し額) カク ジギョウ ネンド ツウサン ゴ ガク ヨク ジギョウ ネンド ク コ ガク

				R7		-20

				R8		-10		0

				R9		-10		0		-5

				R10		-2		0		-5		0

				R11		-1		0		-5		0		0

				R12				0		0		0		0		5

				R13						0		0		0		5		5

				R14								0		0		3		5		0

				R15										0		2		5		0		0

				R16												1		5		0		0		0

				R17												0		2		0		0		0		0

				R18														1		0		0		0		0		0





以下、現行様式





A(1)

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								ERROR:#REF!

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8				69,042,458										円 エン				1,287,346										円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		10														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																												11														円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																												12														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄～12欄)																																																		13				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						※第二段階における剰余金の扱い

												剰余が生じる場合（収入－費用欄の数値がプラスの場合）は、その剰余相当額を公益目的保有財産に係る資産取得、改良に充てるための資金に繰り入れたり、公益目的保有財産の取得に充てたりするか、翌年度の事業拡大を行うことにより同額程度の損失となるようにしなければなりません。収入－費用欄の数値がプラスの場合、法人における剰余金の扱いの計画等を記載してください。



						収支相償がプラスとなる場合の剰余金の取扱











A(2)

				目次に戻る モクジ モド

				ERROR:#REF!



						【別紙４　法人の財務に関する公益認定の基準に係る書類について】

																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(2)  収支相償の計算(収益事業等の利益額を50％を超えて繰入れる場合)】

						　　　（公益法人認定法第５条第６号に定められた収支相償について審査します。）

						１． 第一段階（公益目的事業の収支相償）

						　法人が行う事業について、その経常収益、経常費用を比較します。

						事業 ジギョウ								経常収益計																		経常費用計																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期取崩額																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期積立額																		第一段階の判定
（2欄－3欄＋4欄－5欄） ラン

						区分 クブン				番号 バンゴウ				前年度に６欄がプラスの事業がある場合には当該剰余金の額を加算してください。



						1								2																		3																		4																		5																		6																										2

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

														0														円				0														円 エン				0														円				0														円

																																																																																				プラスの事業がある場合、発生理由とこれを解消するための計画等を記入してください。



																																												理由： リユウ																																																																0

																																												計画： ケイカク

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				0										円 エン				0										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								0

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8														円 エン														円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				0										円 エン				0										円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費
（経常費用額の控除対象。「費用」欄に記載してください。）																																																		10																												円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		11														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						公益資産取得資金に関する調整(別表C(4)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。）																																																		12														円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る当期収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得に関しては支出額を「費用」欄に記載してください。）																																																		13														円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																								収益事業から
生じた利益の繰入額																										14														円 エン

																														その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																										15														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄-10欄+11欄+12欄+13欄+14欄+15欄) ラン ラン ラン																																																		16				0										円 エン				0										円 エン				0										円 エン





第二段階７欄
(収入)へ

第二段階７欄
(費用)へ



A(3)

				目次に戻る モクジ モド

				



																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(3)　第二段階・収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算】 ベッピョウ ダイ ニ ダンカイ シュウエキ ジギョウ トウ リエキ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン クリイレガク ケイサン

						　　（A(1)、A(2)の収支相償第二段階の審査の際に必要な、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算に用います。）

						　　収益事業等の利益の５０％を公益目的事業へ繰入れる場合は(１)を、５０％を超えて繰入れる場合は(２)を記載してください。

						(１)　収益事業等の利益額の５０％を公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1



						(２)　収益事業等の利益額の５０％を超えて公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				2

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

















List

		名前 ナマエ		公認会計士税理士の別		対応負債の額の計算		事業の区分2 ジギョウ クブン		年号 ネンゴウ		丸付け マル ツ		事業の区分1 ジギョウ クブン		事業の区分 ジギョウ クブン		保有の有無 ホユウ ウム		有無 ウム		利益の繰越割合 リエキ クリコシ ワリアイ		ありなし		常勤非常勤 ジョウキン ヒジョウキン				設置不設置 セッチ フ セッチ		取得時期 シュトク ジキ		チェック

		1										○

		2		公認会計士		公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法		収 シュウ		平成 ヘイセイ				公 コウ		公 コウ		保有していない ホユウ		有 ユウ		50%		あり		常勤 ジョウキン				設置 セッチ		認定前 ニンテイ マエ		レ

		3		税理士		公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法		他 タ		令和 レイワ						収 シュウ		保有している ホユウ		無 ナ		50%超 コ		なし		非常勤 ヒジョウキン				不設置 フ セッチ		認定後 ニンテイ ゴ

		4						管 カン								他 タ

		5														管 カン

		6

		7

		8

		9

		10

		11

		12

		13

		14

		15

		16

		17

		18

		19

		20







a

b

c

d

e

ｆ

円 0 円

R12 2,000,000 円 0 円

R11 0

残存剰余額 残存欠損額

R7 0 円

発生事業年度

R10 0 円 0 円

R8 0 円 0 円

R9 0 円 0 円

　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。

黒字発生から５年間経過する前に解消、
中期均衡クリア。
中期的な期間（５年間）における収支状
況は基本的に法人の経営判断。
均衡を欠く場合には、その時点で事業構
造の見直し等を求める監督措置

STEP4. 翌年度に繰り越す黒字・赤字の算定
STEP5. 中期均衡の判定（5年経過しても解消していない黒字がないか）

※ 収益事業等の収益の50％超を公益目的事業に繰り入れる場合は、別途の方法で算定（まず、事業費以外の公益目的
事業のための資金需要・資金供給として、公益目的保有財産の取得・売却等を加味し、キャッシュベースで資金等が
不足するかを確認。不足がある場合、その不足分を限度として50％超の繰入を行う。）。

中期的収支均衡（収支相償原則の見直し）⑥
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変更履歴

				変更履歴 ヘンコウ リレキ

				No		V/R		変更日付 ヘンコウ ヒヅケ		変更箇所 ヘンコウ カショ		変更内容 ヘンコウ ナイヨウ		備考 ビコウ

				1		V00R04		4/6/17		シート追加 ツイカ		流用元：A1-1レイアウト_V00R03（B(5)追加版）
　　　　　A2-1レイアウト_V00R02

				2		V00R05		4/19/17		シート追加 ツイカ		別紙３　１．事業の一覧　を追加

				3		V01R01		10/23/17		修正 シュウセイ		・9/17、10/3内閣府様ご指摘箇所を適用 ナイカク フ サマ シテキ カショ テキヨウ

				4		V01R03		8/28/18		修正 シュウセイ		・【別表B(5) 公益目的事業比率算定に係る計算表】その１の「Ⅷ　財産の譲渡損等の額」の「データ入力規則」（整数-1以上）を削除

				5		V01R10		10/10/18		マスタ作成 サクセイ		-

				6		V01R11		10/25/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シート「利益の繰入割合」プルダウンの文字種別をパーセンテージから文字列に修正 リエキ クリイレ ワリアイ モジシュ ベツ モジレツ シュウセイ

				7		V01R13		11/12/18		修正 シュウセイ		B(５)シート
・Ⅳ　無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(4)より）
・Ⅶ　引当金の取り崩し額(マイナス額で記載してください）

上記について、行数設定のcount関数を設定 ジョウキ セッテイ

				8		V01R14		11/15/18		修正 シュウセイ		A(2)シート
\C2_1.22.26、\C2_1.22.27、\C2_1.22.28、\C2_1.22.29のセルの表示形式を
日付から通貨に変更 ヒョウジ ケイシキ ヒヅケ ツウカ ヘンコウ

				9		V01R15		11/28/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　ホームページの有無を転記（$）形式に修正 ウム

				10		V01R16		11/28/18		追加 ツイカ		表紙、任意作成に丸印を入れる項目追加 ヒョウシ ニンイ サクセイ マルジルシ イ コウモク ツイカ

				11		V01R17		11/29/18		追加 ツイカ		上記項目の名前付けを追加 ジョウキ コウモク ナマエ ヅ ツイカ

				12		V01R18		11/30/18		修正 シュウセイ		・2-1シート
　代表者の氏名を「事業報告等に係る提出書」から転記に修正 ダイヒョウシャ シメイ ジギョウ ホウコク トウ カカ テイシュツ ショ テンキ

				13		V01R19		12/4/18		修正 シュウセイ		・選択項目　ブランク/○からブランク/レに変更
　対象シート「役員等名簿」「C(2)」
・会計監査人設置の有無
　リスト「設置」「不設置」から「有」「無」に変更
　対象シート「2-2(社団)」「2-2(財団)」

				14		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		C(2)シート
条件付き必須の削除 ジョウケンツ ヒッス サクジョ

				15		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「A(1)」「A(2)」シート、n行複写の行数カウント(=COUNTA)セル位置を変更 ギョウ フクシャ ギョウスウ イチ ヘンコウ

				16		V01R20		12/7/18		修正 シュウセイ		「役員等名簿」シート、条件付き書式と設定用の数式を修正 ヤクイン ナド メイボ ジョウケンツ ショシキ セッテイ ヨウ スウシキ シュウセイ

				17		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「A(2)」シート、印刷設定を白黒にする インサツ セッテイ シロクロ

				18		V01R21		12/10/18		修正 シュウセイ		「B(1)」シートにて「B(5)」シートを参照しているセルの参照先を修正

				19		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		シートA(1)A(2)のAB列の数字を上下中央揃えに統一

				20		V01R22		12/12/18		修正 シュウセイ		「2-2(社団)」「2-2財団」シート「会員の数」入力規則を1以上から0以上に変更 シャダン ザイダン カイイン カズ ニュウリョク キソク イジョウ イジョウ ヘンコウ

				21		V01R23		12/14/18				ファイルプロパティ消去 ショウキョ

				22		V01R24		12/17/18		修正 シュウセイ		「B(5)」シート合計欄の計算式が消えている箇所を修正 ゴウケイ ラン ケイサン シキ キ カショ シュウセイ

				23		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		・「A(3)」シート入力チェック判定式を修正
・「1-2(社団)」「1-2(財団)」シート、会計監査人設置の有無リスト内容変更対応 ニュウリョク ハンテイ シキ シュウセイ

				24		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「C(1)シート」No23 中央ぞろえから右揃えに修正 チュウオウ ミギゾロ シュウセイ

				25		V01R25		12/18/18		修正 シュウセイ		「別紙1」シートNo16,No17 条件式修正
 "50%","５０％"両方に対応※現行が全角の為 ベッシ ジョウケン シキ シュウセイ リョウホウ タイオウ ゲンコウ ゼンカク タメ

				26		V01R26		12/24/18		修正 シュウセイ		「A(1)」シートNo25,No26 書式をユーザ定義(日付型)から通貨型に修正 ショシキ テイギ ヒヅケ ガタ ツウカガタ シュウセイ

				27		V01R27		12/26/18		修正 シュウセイ		行追加様式を全て2行化
「役員等名簿」シートの「○」を「レ」に変更 ヤクイン

				28		V01R28		12/28/18		修正 シュウセイ		目次シートの無効な参照を修正 モクジ ムコウ サンショウ シュウセイ

				29		V01R29		1/9/19		修正 シュウセイ		2-2(社団)シート
・（代議員制を採用している場合）社員（代議員）を選出する会員の数の入力規則を1⇒0に修正

				30		V01R30		1/11/19		修正 シュウセイ		A(1)、A(2)シート
第7欄のプロテクト解除 ダイ ラン カイジョ

				31		V01R31		1/14/19		修正 シュウセイ		A(1)シート BB36セルの必須入力判定式(収入-費用>0)を削除(C(5)ブックからの転記前のため) ヒッス ニュウリョク

				32		V01R32		1/15/19		修正 シュウセイ		別紙1シート　No.18のセル書式(表示形式)をユーザ定義(G/標準;G/標準;)から(;;)に変更(256バイト以上の文字をセル参照できない事象対応のため) ベッシ ショシキ ヒョウジ ケイシキ テイギ ヒョウジュン ヒョウジュン ヘンコウ イジョウ モジ サンショウ ジショウ タイオウ

				33		V01R33		1/16/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを修正
2-2(財団)シート、社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				34		V01R34		1/17/19		修正 シュウセイ		2-3(財団)シート、見出しを社員総会⇒評議員会に修正 ザイダン ミダ シャイン ソウカイ ヒョウギイン カイ シュウセイ

				35		V01R35		1/24/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				36		V01R36		1/28/19		修正 シュウセイ		B(5)シートの合計セルを再修正 ゴウケイ サイ シュウセイ

				37		V01R37		2/4/19		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの都道府県、市区町村番地等をダウンロード時文字列置換から「2-1」シートの都道府県、市区町村番地等を参照するように変更 ベッシ トドウフケン シク チョウソン バンチ ナド ジ モジレツ チカン サンショウ ヘンコウ

				38		V01R38		2/7/19		修正 シュウセイ		「C(2)シートの番号欄の入力規則を整数(1～99)から整数(1～200)に変更
目次のAV52セルの計算式を修正 バンゴウ ラン ニュウリョク キソク セイスウ セイスウ ヘンコウ

				39		V01R39		2/19/19		修正 シュウセイ		表紙コメント修正、目次28,29行目のNG判定式修正、、A(1)35行目の余剰金→剰余金に修正、C(1)・C(1)基金39～47行の31欄～39欄の計算式修正 キキン

				40		V01R40		2/26/19		修正 シュウセイ		「C(1)」,「C(1)」基金シートの欄外(BA45～47,BB46～47)の計算式を修正

				41		V01R41		3/1/19		修正 シュウセイ		C(2)シートの様式転記セルの書式を「G/標準;G/標準;」から「標準」に変更

				42		V01R42		3/11/19		修正 シュウセイ		表紙
事業年度の「年度報告」→「年度」
コメント、
「【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。
コメント、「該当がない場合には、「0」を入力してください。」を追加。
表紙中別ファイルの数記載部分に、簡単なファイル名の案内を追加。
A(3)、C(2)のコメント、「該当する場合は「○」を選択してください。該当しない場合は空欄のままにしてください。」を追加。

目次
表紙の選択がNG判断に反映されるよう、A(1)とA(2)、C(1)とC(1)基金の部分の条件式を修正。
エラーチェックのコメント、「表紙で「○」をつけて選択している様式（シート）でNGとなっているものを御確認ください。」を追記。

事業報告等に係る提出書
コメント、
「申請日を入力してください。

【入力書式】
西暦/月/日を、半角数字で「yyyy/mm/dd」の書式で入力してください。
　↓
和暦表示になります。」
に修正。


												役員等名簿
１．評議員の表のコメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下同じ。）」
を追記。

役員等名簿（閲覧用）
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（前シート「役員等名簿」を参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

別紙１
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
33行目、公益目的事業比率、白→黄色

2-1
「法人の名称」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した名称と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。
「代表者の氏名」にコメント、「事業報告等に係る提出書に記載した代表者と異なる場合には、直接記載してください。」を追記。



												2-2（社団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
社員総会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

2-2（財団）
２行目のエラーチェック、表紙の○付けを反映するよう条件を追加。
評議員会等の開催状況等、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追記。

3-1
コメント、
「本シートは、システムで自動転記しますので、記載は不要です。
（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。


												
A(1)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同10欄、コメント、
「10欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

A(2)
２．第二段階の表７欄（収入、費用とも）、黄（自動計算）→水色（任意入力：ただし計算式あり）
同コメント「一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。」を追加。
同11欄、12欄コメント、「11欄、12欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

B(5)
コメント、
「本シートは、次シートB(5)の入力の内容が自動計算で反映されます。」
を追記。



												C(1)、C(1)基金
19欄、23欄、コメント、
「19欄及び23欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（対応する別ファイルがある場合、それを参考にして、「様式チェック（NGなし）」となった時点で、システムが自動転記します。」
を追記。

C(2)
１表、コメント、
「本シート中、「共用割合」を記載する場合は、小数点以下第１位までとしてください。（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。
同、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）（以下２、５、６表で同じ。）」
を追記。


												D
表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）」
を追加。

H(2)
１．(1)表、コメント、
「【行追加・行削除に当たってのご注意】
1.各表の記載欄の第１行目を削除しないでください。また、第１行目をコピー元としないでください。
2.行を追加する場合、第２行目をコピー元として、２行目以降において「コピーしたセルを挿入(E)」を行ってください。（電子申請マニュアル1-63ページ参照）
（以下同じ。）」

				43		V01R43		3/12/19		修正 シュウセイ		C(1)シートの39欄右側の式を追記(前回修正時に削除されていた) ラン ミギガワ シキ ツイキ ゼンカイ シュウセイ ジ サクジョ

				44		V01R44		3/27/19		修正 シュウセイ		表紙シートの別紙２　２．（１）社団用の初期値○をなし(空白)に変更 ヒョウシ ベッシ シャダン ヨウ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				45		V01R45		4/1/19		修正 シュウセイ		表紙シートのC（２）の初期値をなし(空白）から〇に変更
Listシートの年号の「新年号」を「令和」に変更 ヒョウシ ショキ アタイ クウハク ヘンコウ

				46		V01R46		4/4/19		修正 シュウセイ		別紙２(2-1シート)
　既存のコメントの修正（２か所）、新規コメントの追加

				47		V01R47		4/12/19		修正 シュウセイ		・表紙の年度欄(P12セル)に"1"が入力された場合、"元"と表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2019/5/1～2019/12/31の場合、年部分を固定で「令和元年」表示するように条件付き書式を設定
・日付項目が2020/1/1～2020/12/31の場合、年部分を固定で「令和2年」表示するように条件付き書式を設定
・元年表示となるコメントを追記

				48		V01R47		4/26/19		修正 シュウセイ		表紙のＣ（２）の選択を「○」を初期値に変更 ヒョウシ センタク ショキ アタイ ヘンコウ

				49		V01R48		5/14/19		修正 シュウセイ		H(2)シートのN46セルの誤字を修正(「運用益断の内容」→「運用益等の内容」) ゴジ シュウセイ ウンヨウ エキ ダン ナイヨウ ウンヨウ エキ ナド ナイヨウ

				50		V01R49		5/23/19		修正 シュウセイ		H(1)シートの36行目の誤字を修正(「所得財産残額」→「取得財産残額」) ギョウメ ゴジ シュウセイ ショトク ザイサン ザンガク シュトク ザイサン ザンガク

				51		V01R50		6/4/19		修正 シュウセイ		ブック保護設定漏れ、別紙1シート保護設定漏れ ホゴ セッテイ モ ベッシ ホゴ セッテイ モ

				52		V01R51		7/3/19		修正 シュウセイ		「2-2(財団)」シートのBB30～BB33セルの判定式を修正(社員総会→評議員会)

				53		V01R52		8/19/19		修正 シュウセイ		C(2)のAG9、AG36セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				54		V01R53		8/21/19		修正 シュウセイ		A(3)のAP23、AP40セル内容変更　帳簿価格　→　帳簿価額 ナイヨウ ヘンコウ カカク

				55		V01R54		2019/8/9
2019/8/21(53,54の修正を先に反映)
2019/9/19 シュウセイ サキ ハンエイ		修正 シュウセイ		「別紙1」シートの2(5),(6)のC(1)からの転記を、表紙でC(1)基金が選択されている場合にはC(1)基金から転記するよう条件追加
　(５)　資産、負債及び正味財産の額
資産額　='C(1)'!$T$24→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$T$24,'C(1)'!$T$24)
負債額　='C(1)'!$AS$18→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$18,'C(1)'!$AS$18)
正味財産額　='C(1)'!$AS$23→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$AS$23,'C(1)'!$AS$23)
　(６)　遊休財産額
遊休財産額の保有上限額　='C(1)'!$W$49→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$49,'C(1)'!$W$49)
遊休財産額　='C(1)'!$W$50→IF(表紙!AS39="○",'C(1)基金'!$W$50,'C(1)'!$W$50)

「C(1)」および「C(1)基金」シートの51行目42欄の式を変更する
　=IF(W49-W50>0,"適合","不適合")　→　=IF(W49-W50>=0,"適合","不適合")

「H(1)」シートの25行目誤字を修正
　8欄　公益目的保有財産の運営益等　→　運用益等

「表紙」シートの事業年度の元号選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

----2019/9/19
「C(2)」シートの注記の※2を削除し、※1を※に変更 ベッシ テンキ ヒョウシ キキン センタク バアイ キキン テンキ ジョウケン ツイカ キン シキ ヘンコウ ギョウメ ゴジ シュウセイ ヒョウシ ジギョウ ネンド ゲンゴウ センタク ラン ジゼン ニュウリョク コウモク センタク ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジレツ ニュウリョク フカ チュウキ サクジョ ヘンコウ

				56		V01R55		2019/10/10

2019/10/23

2019/10/25

2019/10/30

2019/11/6

2019/11/8		修正 シュウセイ		「表紙」シートの事業年度のチェック追加
B2 =IF(OR(COUNTA(M12,P12,O14,O16,V20,V22,V24)<>7,SUM(BA:BA)>0),"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",IF(BB12>0,"事業年度と日付(自)が合致しません",IF(BB14>0,"事業年度(自／至)が1年間ではありません","")))
BB12　=IF(OR(AND(M12="平成",P12=YEAR(O14)-1988),AND(M12="令和",P12=YEAR(O14)-2018)),0,1)
BA12　=IF(COUNTA(M12,P12,O14,O16)<>4,1,0)
BA20　=IF(COUNTA(V20,V22,V24)<>3,1,0)
条件付き書式の色変更、(赤)B2に文字があった時→(赤)未入力の時、(ピンク)事業年度のチェック時
コメントの追加：本書類は過年度の報告です。
「表紙」シート説明文中
公益事業の数の欄の説明に「（対の数を記入）」を追記
C(4)収益の説明文の不要なカッコを削除

「目次」シートのNGチェック修正
AV7　=IF(表紙1!B2="","","NG")　 =IF(SUM(表紙!BA:BA)>0,"NG","")

「役員等名簿」シートの常勤非常勤選択欄、事前入力項目選択欄のデータの入力規則から、「空白を無視する」を解除→任意文字列入力を不可にする

------2019/10/23
「B5」シートの右側　収1から他3までの項目名(S10～Z10)を編集可能とし、下表は同項目名を参照するよう変更。
コメントの追加：収1から他3までの項目名は変更可能です。

------2019/10/25
「C(1)」シートのエラーチェックの条件式の誤り修正
=IF(表紙!AW39=""　　　　→　　=IF(表紙!AS39=""

------2019/10/30
「別紙1」シートの収益事業等から生じた利益の繰入割合欄の入力規則の「空白を無視する」を解除、さらに収入の額、費用の額の欄から全角文字入力されたケースを除去
=IF(OR(Q25="50%",Q25="５０％"),'A(1)'!$AD$31,IF(OR(Q25="50%超",Q25="５０％超"),'A(2)'!$AD$34,0))

------2019/11/6
Ｃ(1)及びC(1)基金シートの第40欄について、事業年度が１年ではない場合の記入欄を欄外に設け、表紙に記載された事業期間が１年ではない場合に欄外の第40欄を転記するように修正し、コメントを付記

-------2019/11/8
C(1)基シートの緑＆水色の入力欄について、データの入力規則の設定が0以上となっていたものを、C(1)と同様にすべての値に訂正(マイナス入力可)
 ヒョウシ ジギョウ ネンド ツイカ ジョウケン ツ ショシキ イロ ヘンコウ アカ モジ トキ アカ ミニュウリョク トキ ジギョウ ネンド カ ホウコク ヒョウシ セツメイ ブン ナカ モクジ シュウセイ ヒョウシ ヤクイン トウ メイボ ジョウキン ヒジョウキン センタク ラン ミギ ガワ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンシュウ カノウ カヒョウ ドウ コウモク メイ ヘンコウ ツイカ シュウ ホカ コウモク メイ ヘンコウ カノウ ジョウケン シキ アヤマ シュウセイ ベッシ ラン ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ シュウニュウ ガク ヒヨウ ガク ラン ゼンカク モジ ニュウリョク ジョキョ ジギョウ ネンド ネン バアイ キニュウ ラン ランガイ モウ ヒョウシ キサイ ジギョウ キカン ネン バアイ ランガイ ダイ ラン テンキ シュウセイ キ ミドリ ミズイロ ニュウリョク ラン ニュウリョク キソク セッテイ イジョウ ドウヨウ アタイ テイセイ ニュウリョク カ



				57		V01R56		12/4/19		修正 シュウセイ		以下のシート、項目のデータの入力規則における 「空白を無視する」を解除し、任意の文字入力を防ぐ
・役員等名簿シート、代表理事
・別紙1シート、当事業年度の勧告または命令の有無
・2-2(社団)シート、会計監査人接地の有無
・2-2(財団)シート、会計監査人接地の有無
・C(1)シート、対応負債の額の計算
・C(1)基シート、対応負債の額の計算
・Dシート、保有の有無

データの入力規則の変更
・役員名簿シート、郵便番号欄→整数9999999以下 (B4-1等に合わせる)

文言の変更
C（2)シート　各表に存在した※2を削除、※1を※に変更。 イカ コウモク ニュウリョク キソク クウハク ムシ カイジョ ニンイ モジ ニュウリョク フセ ヤクイン トウ メイボ メイレイ ザイ キ ホユウ ウム モンゴン ヘンコウ カクヒョウ ソンザイ サクジョ ヘンコウ

				58		V01R57		2/12/20		修正 シュウセイ		A(2)シート
第二段階合計欄の項目名に記載の計算式を詳細に記述 ダイニ ダンカイ ゴウケイ ラン コウモク メイ キサイ ケイサン シキ ショウサイ キジュツ

				59		V01R58		2020/3/9
2020/5/12		修正 シュウセイ		表紙シート
　・年号欄コメント設定　事業年度(自)コメント修正
　・事業年度(至)の自動記入 関数追加
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック関数変更(BB14)

2-1シート
　・事業年度の自動記入
　・事業年度が1年間でない場合のエラーチェック追加(BB19)

------2020/05/12
別紙1シート
　収益事業から生じた利益の繰入割合　コメント追加、条件付き書式の変更(５０％および５０％超の場合の緑色化追加)

役員等名簿(閲覧用)シート
　改ページ位置を下方へ移動 ヒョウシ ネンゴウ ラン セッテイ ジギョウ ネンド ジ シュウセイ ジギョウ ネンド イタル ジドウ キニュウ カンスウ ツイカ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ カンスウ ヘンコウ ジギョウ ネンド ジドウ キニュウ ジギョウ ネンド ネンカン バアイ ツイカ ヤクイン トウ メイボ エツランヨウ カイ イチ カホウ イドウ

				60		V01R59		10/22/20		修正 シュウセイ		表紙シート　　データの入力規則設定
　V20(氏名)　日本語入力「オン」
　V22,24(電話番号、電子メールアドレス欄)
　　日本語入力「オフ」,　ユーザ設定の数式 =LENB(V22)=LEN(V22)
　エラーメッセージ"半角英数字で入力してください"

役員等名簿シート
　コメントの変更
　各表1行目削除がされないようA列をロック
　B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合のエラーメッセージを追加
　カタカナ入力チェックの追加

B(5)シート　データの入力規則設定
　Ⅵ,Ⅶ欄　0　より小さい
　
C(2)シート　データの入力規則設定
　AU12,14,21,23　　ユーザ設定の数式 
　エラーメッセージ　"小数点以下第一位までの数字を入力してくだい"

H(2)シート　間に行追加しないと黄色合計欄計算が合わない件の改修
　AN12,20,28,35,49,56,63,N42,U42　SUM→SUMIFに変更
　BB列の1となっていた数字を表番号の数字に変更
　
参考シート　データの入力規則設定
　C10,11,18,19　日付で <2999/12/31
　コメントの修正"西暦年/月/日の形式で入力して下さい。和暦になります。" ヒョウシ ハンカク エイスウジ ニュウリョク ヤクイン トウ メイボ ニュウリョク ツイカ ニュウリョク キソク セッテイ セッテイ スウシキ ショウスウテン イカ ダイイチ イ スウジ ニュウリョク キイロ ラン ケイサン ケン カイシュウ ヘンコウ レツ スウジ ヒョウ バンゴウ スウジ ヘンコウ サンコウ ニュウリョク キソク セッテイ ヒヅケ シュウセイ セイレキ ネン ツキ ヒ ケイシキ ニュウリョク クダ ワレキ

				61		V01R60		12/15/20		修正 シュウセイ		役員等名簿シート
　・B2に理事欄数のカウントと行数が合わない場合の式を修正(赤字部分削除)
　（データ流用の際、\C2_1.3.anchorという名前のセルが削除され、式が#VALUEになってしまうため）
=IF(OR(\C2_1.3.5+15<>ROW(\C2_1.3.16),ROW(\C2_1.3.16)+\C2_1.3.16+4<>ROW(\C2_1.3.28),ROW(\C2_1.3.28)+\C2_1.3.28+3<>ROW(\C2_1.3.anchor)),"不正な行追加があります。 (メニュー[表示]_[改ページプレビュー]でAZ～BF列を確認)",IF(SUM(BE:BF)>0,"※必須入力項目（緑色網掛け）に未入力箇所があります。",""))
　・住所欄の条件付書式のルール式の参照セルを修正
　(代表理事チェックを入れると緑になってしまう)
 ヤクイン トウ メイボ シキ シュウセイ アカジ ブブン サクジョ リュウヨウ サイ ナマエ サクジョ シキ ジュウショ ラン ジョウケン ツキ ショシキ シキ サンショウ シュウセイ ダイヒョウ リジ イ ミドリ

				62		V01R61		2020/12/25
2021/3/12		修正 シュウセイ		C(2)シート
　・共用割合の小数点1位までチェックの条件付き書式を「停止」から「注意」に変更　(シートのロックがかかっている場合、行のコピーを行うと、直上のセルの条件付き書式をコピーしてしまい、共用財産欄の書き方制約になったため)
B(5)シート
　・AD30セル、式が入っていなかったため、追記
 キョウヨウ ワリアイ ショウスウテン イ ジョウケンツ ショシキ テイシ チュウイ キョウヨウ ザイサン ラン カ カタ セイヤク シキ ハイ ツイキ

				63		V01R62		3/26/21		修正 シュウセイ		役員名簿シート　データ流用のanchor削除の解決、anchorより手前(印刷範囲外)に白色文字を挿入、B2セルの式をanchor含む式に戻した
 ヤクイン メイボ リュウヨウ サクジョ カイケツ テマエ インサツ ハンイ ガイ シロイロ モジ ソウニュウ シキ フク シキ モド

				64		V01R63		4/16/21		修正 シュウセイ		H(1)シートの14-17行目に新しいチェック欄と説明文を追加 ギョウメ アタラ ラン セツメイ ブン ツイカ

				65		V01R64		6/28/21		修正 シュウセイ		C(2)シート, H(1)シート
　・計(A)～計(F)及び合計(8ヶ所)の計算値のチェック、NGはセルをピンクに ケイ ケイ オヨ ゴウケイ ショ ケイサンチ

				66		V01R65		2021/10/12
2021/11/11		C(2)　修正 シュウセイ		C(2)シート
　・5,6の表を公益のみ・公益以外に分離し、タイトルを変更
　・5,6の表の事業番号欄を、それぞれ「公」のみ、「収、他、管」から選択に変更
　・AZ列の表番号を並び順に修正し、合計の式を対応する値に変更
　・A～Fの合計の式に増えた表の合計を追加
　・最終行に公益のみの合計欄＜参考値＞を追加　(A2-1,B3-5,B34-1,C2-1)
　・最終行の合計式を整備(A1-1,A3-1)
　・1の表、BA11,BA13の式誤り修正および改善　○→レ、0→"T"、1→"F"
　・1の表、取得時期欄の選択リストを名前で管理に変更(B3-5,B34-1,C2-1)
　・改ページ位置調整
リストシート
　・公　のみ選択可能なリストを作成し、「事業の種類１」という名前で管理 ヒョウ コウエキ コウエキ イガイ ブンリ ヘンコウ ナラ ジュン ゴウケイ シキ フ ヒョウ ゴウケイ ツイカ サイシュウギョウ コウエキ ゴウケイ ラン サンコウチ ツイカ ヒョウ シキ アヤマ シュウセイ カイゼン ヒョウ シュトク ジキ ラン センタク ナマエ カンリ ヘンコウ カイ イチ チョウセイ コウ センタク カノウ サクセイ ジギョウ シュルイ ナマエ カンリ		A1-1,A2-1,A3-1,B3-5,B34-1,C2-1共通

				67		V01R65a		3/1/23		修正 シュウセイ		C(2)、役員等名簿 、2-2(財団)、2-2(社団) シート保護解除 ホゴ カイジョ





A(50％)

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		R7.4.1～R8.3.31																				150																円 エン

						b		R8.4.1～R9.3.31																				300																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9.4.1～R10.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						d		R10.4.1～R11.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン

						e		R11.4.1～R12.3.31																				0																円 エン				0																円 エン				0																円 エン



						１． 公益目的事業会計全体の当該事業年度の収支比較 トウガイ ジギョウ ネンド シュウシ ヒカク

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																						1,000										円 エン				1,100										円 エン

						減価償却費に係る調整（経常費用の控除対象） カカ チョウセイ ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△		50								円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額（公益目的事業財産の取得等に係る部分を除く）を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク コウエキモクテキジギョウザイサン シュトク トウ カカ ブブン ノゾ シュウニュウ ラン																																																						200										円 エン				350										円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																																50										円 エン																				収入≧費用 シュウニュウ ヒヨウ														収入＜費用 シュウニュウ ヒヨウ

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																																50										円 エン																				年度剰余額
（収入－費用）														年度欠損額
（費用－収入） ケッソン

						合計																																																						1,300										円 エン				1,400										円 エン				A										円 エン				B		100								円 エン



						２． 年度剰余額／年度欠損額と残存剰余額／残存欠損額との通算 ネンド ジョウヨ ガク ネンド ケッソン ガク ツウサン

						　年度剰余額がある場合は、残存欠損額と通算し、年度欠損額がある場合は、残存剰余額と通算します。 ネンド ジョウヨガク バアイ ザンゾン ケッソンガク ツウサン ネンド ケッソンガク バアイ ザンゾン ジョウヨガク ツウサン

						年度剰余額が
ある場合 バアイ												年度剰余額														通算額
（残存欠損額） ツウサン																		暫定残存剰余額
（A－C） ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク																通算した残存欠損額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ケッソンガク ハッセイ ジギョウ ネンド										b								ｃ								d								e

																		A										円 エン				C										円 エン								D										円 エン						通算額 ツウサン ガク																																										円 エン

																																																																E		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク																																										円 エン



						年度欠損額が
ある場合 ケッソン バアイ												年度欠損額 ケッソン														通算額
（残存剰余額） ツウサン																		残存欠損額
（B－F） ザンゾン ケッソン ガク																通算した残存剰余額の発生事業年度 ツウサン ザンゾン ジョウヨガク ハッセイ ジギョウ ネンド										a								ｂ								ｃ								ｄ								e

						☑												B		100								円 エン				F		100								円 エン								G		0								円 エン						残存剰余額 ザンゾン ジョウヨガク										150								300								0								0								0								円 エン

																																																																		通算額 ツウサン ガク										100								0								0								0								0								円 エン

																																																																H		通算額に
残る額 ツウサン ガク ノコ ガク										50								300								0								0								0								円 エン



						３． 暫定残存剰余額又は残存剰余額の解消 ザンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク マタ ザンゾン カイショウ

						　２．の通算後に暫定残存剰余額又は残存剰余額が残る場合、その額を公益目的保有財産の取得等に充てることで解消することができる。【⇒解消策の内容は別様式に記載】 ツウサン ゴ ザンテイ ザンゾン ジョウヨガク マタ ザンゾン ジョウヨガク ノコ バアイ ガク コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトク トウ ア カイショウ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ



																a/G-a								b/G-ｂ								c/G-ｃ								d/G-ｄ								e/G-e								暫定残存剰余額（D）

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク										50								300								0								0								0								0								円 エン				👈				年度剰余額がある場合、a-eの残存剰余額とDを記載、年度欠損額がある場合、Gで計算したa-eを記載（「暫定残存剰余額（D）」の欄は0）。 ネンド ジョウヨガク バアイ ザンゾン ジョウヨガク キサイ ネンド ケッソンガク バアイ ケイサン キサイ ラン

				I		解消額 カイショウ ガク										50								10								0								0								0								0								円 エン

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク										0								290								0								0								0								0								円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額

						a		R7																				0																円 エン

						b		R8																				0																円 エン				0																円 エン

						c		R9																				0																円 エン				0																円 エン

						d		R10																				0																円 エン				0																円 エン

						e		R11																				0																円 エン				0																円 エン

						ｆ		R12																				2,000,000																円 エン				0																円 エン











A(50％超) 

						下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。 カヒョウ ミズイロ ラン キサイ キイロ ラン ジドウ ケイサン

						0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 ゼン ジギョウ ネンド サンテイ ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。 ゼンジギョウ ネンド ク コ カコ クロジ アカジ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン



						１． 特例算定の可否の確認 カヒ カクニン

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等をキャッシュベースで比較し、資金不足が発生する（特例収入が特例費用を上回る）場合に特例算定（収益の50％を超える繰入れ）をすることができます。 シキン ブソク ハッセイ トクレイ シュウニュウ トクレイ ヒヨウ ウワマワ バアイ トクレイ サンテイ



																																																												特例収入 トクレイ シュウニュウ														特例費用 トクレイ ヒヨウ

						公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経常費用 コウエキ モクテキ ジギョウ カイケイ ケイジョウ ヒヨウ																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費（経常費用の控除対象） コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン ケイジョウ ヒヨウ コウジョ タイショウ																																																																円 エン				△										円 エン

						公益充実資金に関する収支（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額（上限あり）を「費用」欄に記載） シュウシ トリクズシ ガク シュウニュウ ラン ジョウゲン																																																																円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に関する収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得等に関しては支出額を「費用」欄に記載） モクテキ ホユウ ザイサン シュウシ トウ																																																																円 エン														円 エン

						４年以内に生じた（b～eに係る）特例算定残存欠損額の合計額 ネン イナイ ショウ カカ ゴウケイガク																																																																円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の５０％																																										円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の５０％																																										円 エン																		（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ

						合計																																																																円 エン														円 エン				A										円 エン



						２．特例算定残存欠損額の算定 サンテイ

						　１．で計算した資金不足（A）を補填するため、収益事業等から生じた利益の50％を超えて繰り入れます。 ケイサン シキン ブソク ホテン シュウエキ ジギョウ トウ ショウ リエキ コ ク イ

								（特例費用－特例収入） トクレイ トクレイ シュウニュウ																		繰り入れた利益の50％を超える部分 ク イ リエキ コ ブブン																		特例算定暫定年度欠損額 トクレイ サンテイ ザンテイ ネンド ケッソン ガク

								A										円 エン				－														円 エン				＝				B										円 エン



						３． 残存剰余額の解消 ザンゾン カイショウ

						　特例算定を選択できる場合、当該事業年度に黒字が発生することはありませんが、残存剰余額について解消策を講じることが出来ます。【⇒解消策の内容は別様式に記載】 トクレイ サンテイ センタク バアイ トウガイ ジギョウ ネンド クロジ ハッセイ ザンゾン ジョウヨガク カイショウサク コウ デキ カイショウサク ナイヨウ ベツ ヨウシキ キサイ



																a								b								c								d								e

						解消対象となる
剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク																																																		円 エン

				I		解消額 カイショウ ガク																																																		円 エン				👈				特例算定の場合、公益目的保有財産の取得等は既に特例費用に計上されているため解消策には含まれません トクレイ サンテイ バアイ コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン シュトクナド スデ トクレイ ヒヨウ ケイジョウ カイショウ サク フク

				J		翌事業年度に繰り越す残存剰余額 ヨク ジギョウ ネンド ク コ ザンゾン ジョウヨガク																																																		円 エン



						４．当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例算定残存欠損額 トウガイ ジギョウ ネンド ザンゾン ジョウヨ ガク ザンゾン ケッソン ガク トクレイ サンテイ ザンゾン ケッソン ガク

						　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。 ヨク ジギョウ ネンド ク コ クロジ アカジ モト チュウキテキ シュウシ キンコウ ハカ カクニン

						発生事業年度 ハッセイ ジギョウ ネンド																						残存剰余額																				残存欠損額																				特例算定残存欠損額

						a		2025.4.1～2026.3.31																																				円 エン																																												👈				0より大きい場合、均衡を欠くことになる オオ バアイ キンコウ カ

						b		2026.4.1～2027.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						c		2027.4.1～2028.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						d		2029.4.1～2030.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						e		2030.4.1～2031.3.31																																				円 エン																				円 エン																				円 エン

						ｆ		2031.4.1～2032.3.31																				0																円 エン																				円 エン																				円 エン

																												👆																				👆																				👆

																												Jの数値が記載 スウチ キサイ																				特例算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 トクレイ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ																				通常の算定方法の場合、前事業年度に算定した数値を記載 ツウジョウ サンテイ ホウホウ バアイ ゼンジギョウ ネンド サンテイ スウチ キサイ







A(別葉 解消策)

						３（別紙）． 解消策の内容 ベッシ カイショウ サク ナイヨウ

						解消策（剰余額の使途）及びそれにいくら充てたのか（解消額）を記載してください カイショウサク ジョウヨガク シト オヨ ア カイショウ ガク キサイ



																																		解消対象の剰余額 カイショウ タイショウ ジョウヨガク

								解消内容 カイショウ ナイヨウ																										a/G-a								b/G-ｂ								c/G-ｃ								d/G-ｄ								e/G-e								暫定残存剰余額（D）

				1				公益目的保有財産として××を６０円で取得 コウエキ モクテキ ホユウ ザイサン エン シュトク																										50								10																																								円 エン

				2																																																																														円 エン

				3																																																																														円 エン

								I		解消額合計 カイショウ ガク ゴウケイ																								50								10																																								円 エン







ローリングの図
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ローリングの図 (改)



						R7		R8		R9		R10		R11		R12		R13		R14		R15		R16		R17		R18

				単年度収支 タンネンド シュウシ		-20		10		-5		8		1		10		5		-2		-1		-1		-4		-1



				↓各事業年度における通算後の額 （翌事業年度への繰り越し額) カク ジギョウ ネンド ツウサン ゴ ガク ヨク ジギョウ ネンド ク コ ガク

				R7		-20

				R8		-10		0

				R9		-10		0		-5

				R10		-2		0		-5		0

				R11		-1		0		-5		0		0

				R12				0		0		0		0		5

				R13						0		0		0		5		5

				R14								0		0		3		5		0

				R15										0		2		5		0		0

				R16												1		5		0		0		0

				R17												0		2		0		0		0		0

				R18														1		0		0		0		0		0





以下、現行様式





A(1)

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								ERROR:#REF!

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8				69,042,458										円 エン				1,287,346										円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		10														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																						収益事業から
生じた利益の繰入額																												11														円 エン

																												その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																												12														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄～12欄)																																																		13				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン				ERROR:#REF!										円 エン

						※第二段階における剰余金の扱い

												剰余が生じる場合（収入－費用欄の数値がプラスの場合）は、その剰余相当額を公益目的保有財産に係る資産取得、改良に充てるための資金に繰り入れたり、公益目的保有財産の取得に充てたりするか、翌年度の事業拡大を行うことにより同額程度の損失となるようにしなければなりません。収入－費用欄の数値がプラスの場合、法人における剰余金の扱いの計画等を記載してください。



						収支相償がプラスとなる場合の剰余金の取扱











A(2)

				目次に戻る モクジ モド

				ERROR:#REF!



						【別紙４　法人の財務に関する公益認定の基準に係る書類について】

																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(2)  収支相償の計算(収益事業等の利益額を50％を超えて繰入れる場合)】

						　　　（公益法人認定法第５条第６号に定められた収支相償について審査します。）

						１． 第一段階（公益目的事業の収支相償）

						　法人が行う事業について、その経常収益、経常費用を比較します。

						事業 ジギョウ								経常収益計																		経常費用計																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期取崩額																		その事業に係る
特定費用準備資金の
当期積立額																		第一段階の判定
（2欄－3欄＋4欄－5欄） ラン

						区分 クブン				番号 バンゴウ				前年度に６欄がプラスの事業がある場合には当該剰余金の額を加算してください。



						1								2																		3																		4																		5																		6																										2

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

						公 オオヤケ																						円																		円 エン																		円																		円				0												円						1				0		0		1

														0														円				0														円 エン				0														円				0														円

																																																																																				プラスの事業がある場合、発生理由とこれを解消するための計画等を記入してください。



																																												理由： リユウ																																																																0

																																												計画： ケイカク

						２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

						　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

																																																												収入 シュウニュウ														費用 ヒヨウ

						第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）																																																		7				0										円 エン				0										円 エン

作成者: 一つの公益目的事業のみを実施している場合（法人が行う公益目的事業が「公1」のみの場合）には第二段階のみ記載してください。																								0

						特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常収益、経常費用																																																		8														円 エン														円 エン

						７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の額と一致しているか確認してください。）																																																		9				0										円 エン				0										円 エン

						公益目的保有財産に係る減価償却費
（経常費用額の控除対象。「費用」欄に記載してください。）																																																		10																												円 エン

						公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。） トリクズシ ガク シュウニュウ ラン																																																		11														円 エン														円 エン

作成者: 白い欄は、システムで自動転記しますので、記載は不要です。（「様式チェック（NGなし）」となった時点で、対応する別ファイルを参考にしてシステムが自動転記します。）

						公益資産取得資金に関する調整(別表C(4)より）（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。ただし、上限があります。）																																																		12														円 エン														円 エン

						公益目的保有財産に係る当期収支（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得に関しては支出額を「費用」欄に記載してください。）																																																		13														円 エン														円 エン

						収益事業等から
生じた利益の繰入額																								収益事業から
生じた利益の繰入額																										14														円 エン

																														その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額																										15														円 エン																				収入－費用 シュウニュウ ヒヨウ

						合計（9欄-10欄+11欄+12欄+13欄+14欄+15欄) ラン ラン ラン																																																		16				0										円 エン				0										円 エン				0										円 エン





第二段階７欄
(収入)へ

第二段階７欄
(費用)へ



A(3)

				目次に戻る モクジ モド

				



																																														事業
年度 ジギョウ ネンド						自 ジ				ERROR:#REF!														法人コード ホウジン										ERROR:#REF!

																																																				至 イタ				ERROR:#REF!														法人名 ホウジン メイ										ERROR:#REF!

						【別表Ａ(3)　第二段階・収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算】 ベッピョウ ダイ ニ ダンカイ シュウエキ ジギョウ トウ リエキ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン クリイレガク ケイサン

						　　（A(1)、A(2)の収支相償第二段階の審査の際に必要な、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算に用います。）

						　　収益事業等の利益の５０％を公益目的事業へ繰入れる場合は(１)を、５０％を超えて繰入れる場合は(２)を記載してください。

						(１)　収益事業等の利益額の５０％を公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1



						(２)　収益事業等の利益額の５０％を超えて公益目的事業財産へ繰入れる場合 シュウエキ ジギョウ トウ リエキガク コ コウエキ モクテキ ジギョウ ザイサン ク イ バアイ

																																														収益事業 シュウエキ ジギョウ																その他事業
（相互扶助等事業） ホカ ジギョウ ソウゴ フジョ トウ ジギョウ

						正味財産増減計算書				収益事業等の経常収益の総額																																1																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外収益の総額																																2																円 エン																円 エン

										収益事業等の収益総額(1欄＋2欄)																																3				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等の経常費用の総額																																4																円 エン																円 エン

										収益事業等の経常外費用の総額																																5																円 エン																円 エン

										収益事業等の費用総額(4欄＋5欄)																																6				0												円 エン				0												円 エン

										収益事業等当期利益額(3欄－6欄)																																7				0												円 エン				0												円 エン

						管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除																																				8				△												円 エン				△												円 エン

						調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄)																																				9				0												円 エン				0												円 エン				合計 ゴウケイ

						うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額																																				10																円 エン																円 エン				0												円 エン

										うち実物資産を繰入れる額　※																																11																円 エン																円 エン				0												円 エン																0		0

						※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。 ジツブツ シサン ク イ バアイ ク イ シサン ツギ ラン キサイ

						資産の名称												場所 バショ														面積、構造、物量等														事業番号 ジギョウ バンゴウ										繰入れ後の資産の使途
（概要、使用面積、使用使途等）																												帳簿価額 チョウボ カガク																				2

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

																																														公 オオヤケ																																																		円								1

















List

		名前 ナマエ		公認会計士税理士の別		対応負債の額の計算		事業の区分2 ジギョウ クブン		年号 ネンゴウ		丸付け マル ツ		事業の区分1 ジギョウ クブン		事業の区分 ジギョウ クブン		保有の有無 ホユウ ウム		有無 ウム		利益の繰越割合 リエキ クリコシ ワリアイ		ありなし		常勤非常勤 ジョウキン ヒジョウキン				設置不設置 セッチ フ セッチ		取得時期 シュトク ジキ		チェック

		1										○

		2		公認会計士		公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法		収 シュウ		平成 ヘイセイ				公 コウ		公 コウ		保有していない ホユウ		有 ユウ		50%		あり		常勤 ジョウキン				設置 セッチ		認定前 ニンテイ マエ		レ

		3		税理士		公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法		他 タ		令和 レイワ						収 シュウ		保有している ホユウ		無 ナ		50%超 コ		なし		非常勤 ヒジョウキン				不設置 フ セッチ		認定後 ニンテイ ゴ

		4						管 カン								他 タ

		5														管 カン

		6

		7

		8

		9

		10

		11

		12

		13

		14

		15

		16

		17

		18

		19

		20







Q１ いつから赤字の通算が可能ですか。

A 新制度施行（令和７年４月１日）以降に開始する事業年度の赤字から通算可能です。４月１日～３月

31日までが事業年度の法人の場合、令和８年３月31日時点の決算で赤字があった場合に、その赤字

を翌事業年度以降の黒字と通算することが可能です。

Q２ 現行制度（収支相償）における黒字はどうなりますか。

A 現行制度下での黒字については現行制度のルールで解消する（発生から２年で解消する）必要が

あります。そのため、新制度において事業拡大や公益目的保有財産の取得等に充てるなどして解消す

る必要があります。

Q３ 収支相償を満たしているのですが、中期均衡を満たさないことはありますか。

A ありません。先に御説明のとおり、判定の単位・期間ともに緩和しているため、収支相償を満たす

法人の場合、中期的収支均衡も満たすことになります。また、毎年度、収支が均衡しており、赤字の繰

越が不要な場合、赤字は繰り越さないこともできます。

中期的収支均衡（収支相償原則の見直し）に関するFAQ
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公益充実資金の創設①

・財務規律に関係する積立資金として、特定の事業実施のための「特定費用準備資金」と特定の資産取得のた
めの「資産取得資金」が存在。
・各目的ごと（事業ごと、資産ごと）に資金は管理され、各事業（公１・公２）を跨いだ資金流用はできない。
・収支相償の判定において、特定費用準備資金の積み立ては費用と見なされる。

現行

・公益目的事業について、特定費用準備資金と資産取得資金を統合し公益充実資金を創設。
・複数目的のための一つの資金として管理。公１から公２への目的変更、事業の実施から資産取得への変更を
行うことができる。
・中期的収支均衡の判定において、公益充実資金の積み立ては費用と見なされる。

改正概要

【特定費用準備資金】

【資産取得資金】

公１A事業

・各事業別に資金を積立て・
管理

・期間は原則10年間を限度
・積立てを収支相償上の

費用とみなす
・他の目的に使う場合、

取り崩しが必要

・各資産別に資金を積立て・
管理

・積立ては原則収支相償上の
費用とはみなさない

・他の目的に使う場合、
取り崩しが必要

公２B事業

公１C資産 公２D資産

r年 r＋1年r＋2年 r年 r＋1年

r年r＋1年r＋2年r＋3年 r年 r＋1年r＋2年

【公益充実資金】

限度額
A事業…所要額・予定時期
B事業…所要額・予定時期
C資産…所要額・予定時期
D資産…所要額・予定時期

〇 積立額を収支均衡の判定上費用とみなす
〇 複数目的のための一つの資金として管理

（限度額の範囲内で目的変更可能）
〇 透明性の向上（資金の明細を公表）

（統合）

適用開始：令和７年４月１日
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中期的収支均衡だけでなく、公益目的事業比率及び使途不特定財産規制においても費用の算定上加味
され、また、公益充実資金は、使途不特定財産規制における控除対象財産となる効果がある。各規律の趣
旨に鑑み、収入額（費用額の控除） ・費用額の算定における調整は異なる。

中期的収支均衡
（通常）

中期的収支均衡
（50％超繰入）

公益目的事業比率・
使途不特定財産保有上限

収入額
（費用
額の控

除）

取崩額（資産取得等に
充てた額（実額）を除く）

※１

取崩額（実額）※１

取崩額（資産取得等に
充てた額（実額）を除く）

※１

費用額 積立額（実額）
積立額（上限あり（計画的に積

み立てた場合の算定値）
※2

積立額（事業実施のために積
み立てられた算定値）

※3

公益充
実資金
の額

ー ー
事業年度末における保有額が
使途不特定財産規制における

控除対象財産額となる

※1 取崩額のうち、費用計上されない資産の取得等に充てた額は控除するもの。ただし、キャッシュベースで算定を行う特例算定においては、取崩額全
てを収入額とするもの。

※2 恣意的な積み立てによって、費用額を拡大することを防ぐため、費用額に算入できる上限を計画的に資金を積み立てる場合の１年間の積立額として、
具体的には今後積み立てなければならない見込み金額の積み立てを行う計画期間で除した額を費用算入できる上限額とする。

※3 一般に、資産取得等がそれをもって直ちに事業活動の規模を表すものとは言い難いことから、公益目的事業比率の算定には含めないこととするも
のである（減価償却資産については、「減価償却費」が事業費に計上される）。

公益充実資金の創設②
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Q１ 現在設定している、公益目的事業についての特定費用準備資金等はどうなりますか。

A 公益目的事業に係る特定費用準備資金及び資産取得資金（両資金）は廃止となり、それら

は公益充実資金に移行します。そのため、新制度施行後に開始する最初の事業年度終了後の

事業報告時の書類において、従前の定期提出書類に記載していた情報から必要な情報を公

益充実資金の明細に記載し、提出してください。また、当該情報を法人自らでも公表する必要

があります。
【現行様式】 【新様式】

公益充実資金の創設に関するFAQ①
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Q２ 公益目的事業以外の特定費用準備資金等はどうなりますか。

A 今回新設する公益充実資金は、公益目的事業に係る特定費用準備資金と資産取得資金が統合さ

れるものであり、収益事業等又は法人運営に係る特定費用準備資金と資産取得資金はこれまでどお

り残ることになります。

Q３ まだ認定されていない実施予定の事業を公益充実資金の目的とすることはできますか。

A その時点で行政庁による変更認定を受けていない新規の事業であっても、申請を行政庁に出して

いる等その活動の実施が見込まれる場合には、公益充実資金の目的として、まだ認定されていない事

業に係る活動を設定することも可能です。

Q４ 公益充実資金を公益充実活動等以外の支出に充てるために取り崩す場合、「特別の手続」が定め

られている必要がありますが、「特別の手続」とは具体的には何でしょうか。

Ａ 「特別の手続」とは、例えば「公益充実資金の管理は、別途理事会で定める手続による」と定款で定

め、目的外の取崩しをする際は理事会で決議する、ということが考えられます。

公益充実資金の創設に関するFAQ②
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・公益法人は、毎事業年度の末日時点で、現に使用されておらず、かつ引き続き使用されることが見込まれな
い財産（遊休財産）を、「１年分の公益目的事業費相当額」を超えて保有してはならない。
・「１年分の公益目的事業費相当額」は、各事業年度の公益目的事業費を基に算定され、毎事業年度の末日ま
で遊休財産の保有上限額が定まらない。

使途不特定財産規制（遊休財産規制の見直し）①

現行

・保有制限の対象となる、財産の名称を「遊休財産」からよりその性質を端的に表す「使途不特定財産」に変更。
・保有の上限額となる「１年分の公益目的事業費相当額」は、過去５年間の公益目的事業費を基に算定するこ
とを原則とする（法人の事業が年々拡大している場合など、当該事業年度又は前事業年度の数値を基礎とした方が法人の

活動規模を測る数値として適切な場合には、これらを基礎に算定することも可能）。
・また、保有制限の対象となる使途が特定されていない財産のうち、災害等の予見し難い事由に対応し、公益
目的事業を継続するために必要となる公益目的事業財産（公益目的事業継続予備財産）を、保有制限の対象
から除外。

改正概要

使途の定
まった財産
（控除対象
財産）

遊休財産規制

＝１年分の公益目的事業費相当額

変動しやすく、
予見可能性が低い

遊
休
財
産
規
制
超
過
分

使途の定
まった財産
（控除対象
財産）

使途不特定財産規制

＝１年分の公益目的事業費相当額

変動が小さく、
予見可能性が確保 要件を満た

せば予備財
産額を保有
可能

適用開始：令和７年４月１日
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各事業年度の使途不特定財産の額は、法人が保有する全ての財産の額から、負債（基金を含む。）の額、使
途が特定されている財産の額（控除対象財産の額（対応負債の額を除く））、公益目的事業継続予備財産
の額を控除した額で算定される。

以下の①～⑥が控除対象財産であり、他の財産と区分されている必要がある。令和６年度会計基準では「貸借対照表の注記（３）使途
拘束資産（控除対象財産）の内訳と増減額及び残高」に、同会計基準に移行するまでの間は定期提出書類別表Ｃ（２）「財産の使用状
況」に情報を記載する。

①公益目的保有
財産【公】

②法人活動保有
財産【収・法】

③公益充実資金
【公】

④資産取得資金
【収・法】

⑤特定費用準備
資金【収・法】

⑥指定寄附資金
【公・収・法】

継続して公益目的事
業の用に供する公益
目的事業財産。

複数年度にわたって
保有し続けることが
想定されおり、固定
資産が基本的に想定
される。

不可欠特定財産、定
款に定めた基本財産
のうち、公益目的事
業財産に該当するも
の、寄附等によって
受け入れた財産で、
交付者の定めた使途
に従って公益目的事
業に継続的に使用さ
れている公益目的事
業財産は該当する。

特定の使途に継続的
に使用されている公
益目的事業財産以外
の財産。

複数年度にわたって
保有し続けることが
想定されおり、固定
資産が基本的に想定
される。

定款に定めた基本財
産（公益目的事業財
産を除く）、寄附等に
よって受け入れた財
産で、交付者の定め
た使途に従って特定
の業務又は活動に継
続的に使用されてい
る財産（公益目的事
業財産を除く）は該
当する。

公益目的事業を充実
させるため将来にお
いて必要となる資金。

事業単位を横断する
ような大括りの使途
設定ができるほか、
公１・公２を跨ぐ資源
分配も行うことがで
きる。

資金の目的を定め、
資金の使途等につい
ての書類を作成し行
政庁に提出する必要
がある（公表）。

特定の法人活動保有
財産の取得又は改良
に充てるため、積み
立てる資金。

特定費用準備資金と
同様の要件（対象や
時期が具体的である
等）を充たす必要が
ある。

公益目的事業以外の
将来の特定の活動の
実施のために、法人
の任意で積み立てる
資金。

目的とする事業や時
期が具体的である等
の必要がある。

寄附その他これに類
する行為によって受
け入れ、財産を交付
した者の定めた使途
に充てるため保有し
ている資金。

指定寄附資金が控除
対象財産として位置
づけられるには、相
当の期間内に当該資
金が費消される見込
みがあることが求め
られ、長期に渡り使
用されていない場合
説明を求められるこ
とがあり得る。

（参考）控除対象財産
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現行

改正概要

●各事業年度の末日に保有できる遊休財産額の上限は、当該事業年度の公益目的事業費相当額

・令和６年度であれば200が上限額。事業年度が終了するまで
上限額が確定せず予見可能性が低い。

・また、突発的な理由により例年並みの事業を実施できなかった場合、
上限額が大きく変動してしまう。

500 500 500
600 550

200

450

0

200

400

600

800

1 2 3 4 5 6 7

●各事業年度の末日に保有できる使途不特定財産額の上限は、過去５年間の公益目的事業費相当額の
平均額を原則とし、当該事業年度又は前事業年度の公益目的事業費相当額とすることもできる

・令和７年度であれば令和２～６年度平均値である４７０が上限額。
過去の数値から決定するため、事業年度開始時点で上限額が確定。
令和６年度に新しい算定方法を当てはめた場合、上限額は530。

※ 新制度施行前であっても公益法人としての活動実績があれば、その数値を
基に上限額を算定。

・公益目的事業が急速に拡大しているような場合、過去の数値を基に
上限を算定すれば、法人の現在の事業規模に応じた財産を確保でき
ない事態も生じ得る。そのため、このような場合は、当該事業年度又
は前事業年度の公益目的事業費相当額を上限とすることもできる。

※ この場合、事業報告時の書類で事情（事業拡大等）を明記する必要がある。
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200

450

0

200

400

600

800

1 2 3 4 5 6 7

使途不特定財産規制（遊休財産規制の見直し）②
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（予備財産の要件）

①資金保有の必要性（ⅰ法人の事業内容、ⅱ資産・収支の状況、ⅲ想定する公益目的事業の継続が困難となる事態、
ⅳ平時の取組の状況 などの事情を踏まえ）

②必要額の算定（ⅴ）

③予備財産額が必要額を超えないこと

（法人による公表）

①～③の内容を毎事業年度の経過後三ヶ月以内に、法人自ら公表
（③については、使途不特定財産額の算定の中で表示）

＜予備財産活用のイメージ＞ ※ⅰ～ⅴは、上記予備財産の要件中の項目にそれぞれ対応

○自ら説明責任を果たすことで、法人の実情に応じた必要な財産を確保できるように

○他方、過大な財産が蓄積され、公益のために活用されない事態を避ける必要

○予備財産額の妥当性（予見し難い事由において公益目的事業を継続するために必要な資金額）が重要

公益目的事業継続予備財産の保有について

使途不特定財産規制（遊休財産規制の見直し）③

ⅰⅱ高額な機器で研究を行う法人がⅲ地震による機器の破損に備える

→  ⅳ予め緊急時においても研究機器の調達を行える調達先を確保
（例えば、首都直下地震を想定している場合は、首都圏外の調達先
を探す）しておき、ⅴ再調達価格分を限度額として算定し予備財産
を保有していたため、迅速に機器を再調達し研究事業を即座に再開

ⅰ演奏会を行う法人がⅲ感染症のまん延による演奏会の開催中止及び
ⅱ中止期間の固定費の支払いに備える

→  ⅳ予め演奏会事業停止時の縮小体制計画を作成し、当該体制の
下で、ⅴ一定期間最低限の事業活動を維持するための固定費分を算
定し予備財産を保有していたため、法人としての存続を維持しなが
ら、自粛要請解除後、演奏会事業を即座に再開 29



使途不特定財産規制に関するFAQ①

Q１ 使途不特定財産額の上限について、旧制度下での公益法人としての実績が３年分（令和４～６年度

分）しかないような場合は、どのように考えるのでしょうか。

A 過去５年分の実績がない場合は、例えば３年分の実績があればその分について上限算定の基礎とし

ます。

（例）令和８年度の上限額は、令和４～６年度に算定した事業費相当額（旧制度）＋令和７年度に算定した

事業費相当額（新制度） の平均額

Q２ 公益目的事業継続予備財産について、保有の必要性等を説明・公表する必要がありますが、その説

明はどこまで具体的なものが求められるのでしょうか。

A ガイドラインで、「公益法人の事業内容」「資産及び収支の状況」等の内容・要素を説明事項として掲げ

ていますが、これら全ての事項について説明してある必要はなく、予備財産を保有する必要性が合理的

に説明できれば問題ありません。
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使途不特定財産規制に関するFAQ②

Q４ 控除対象財産から生じる果実はどうなりますか。

A 現在の各号財産から生じる果実については、それぞれ新しい各号財産の要件には該当しないことにな

り、控除対象財産とする場合は公益充実資金としての積立て等の処理が必要です。

Q５ 控除対象財産についても、区分経理の影響はありますか。

A 制度改正により公益法人は原則区分経理を行うことが求められるようになるため、今後控除対象財産

についても、会計別に帰属を明らかにする必要があります。

Q３ 公益目的事業継続予備財産として、特定の財産を指定し、財産目録等で表示する必要はありますか。

A 公益目的事業継続予備財産は、その額を使途不特定財産額の算定において考慮するものであり、財産

「額」の概念であることから、特定の財産を指定することはありません。
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（２）改正内容について
②行政手続の簡素化・合理化

社会変化に応じて、柔軟・迅速な事業展開ができるようにするための欠格
事由の見直し及び変更手続きの見直しについての御説明

32



欠格事由の見直し

現行

・公益認定の基準（法第５条）を充たしている法人であっても、欠格事由（法第６条第１号～第６号）のいずれか
に該当する法人の場合は、公益認定を受けることができない。
・法人の認定取消し時に、認定取消し日から１年以内に業務を行っていた理事で、その日から５年を経過しな
い理事が居る法人、又は認定を取り消されてから５年を経過しない法人は、公益認定を受けられない。

改正概要

・公益法人と一般法人との間で転換を容易にする、法人における理事等の流動性を確保するという観点から、
公益法人が自らの申請して認定取消しを受けた場合については、欠格事由の対象から除外。

・具体的には、法第29条第１項第４号の「公益法人から公益認定の取消しの申請があったとき」に関して、

〇自ら取消しの申請をした法人の認定取消し時に、認定取消し時から１年以内に当該法人の業務を
行っていた理事が、その日から５年を経過しない間に、当該法人或いは別の法人の理事である場合

〇自ら取消しの申請をした法人で、認定を取り消されてから５年を経過しない法人。

上記２つの場合の法人については、法第６条の欠格事由には該当しない。

適用開始：令和７年４月１日
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・公益法人は、行政庁から認定を受けた事業（公益目的事業及び収益事業等）を変更する場合、行政庁に変更
認定申請を行い認定を受ける必要がある。
・ただし、一部の軽微な変更、行政庁から認定を受けている申請書（事業内容等を記載）の記載事項の変更を
伴わないものについては、行政庁への届出で変更することができる。

行政手続の簡素化・合理化①（変更手続の見直し①）

現行

・公益法人が自らの判断で柔軟・迅速な事業展開をできるよう、届出で事業変更可能な範囲を拡大。具体的に
は、収益事業等の変更を届出化、また、公益目的事業の変更のうち「軽微な変更」の範囲を拡大。
・また、申請書に記載すべき事項を明確化（現在の多くの公益法人の実態に比べ簡素化）することで、認定を
受けた公益目的事業の内容が変わらない範囲において、届出でより柔軟・迅速な事業展開が可能に。
・なお、制度改正によって、認定申請事項から届出事項に切り替わるもので、新制度施行前に行政庁にされて
いる申請に係るものについては、新制度施行後当該変更が確認された時点で届出がされたものとみなす。

改正概要

変更認定

・公益目的事業を行う都道
府県の区域、主たる事務
所等の場所の変更

（法第11条第１号）

変更届出

・公益目的事業の種類又は
内容の変更

（同条第２号）

・収益事業等の内容の変更
（同条第３号）

軽微な変更

・行政庁の変更
が生じないもの

・申請書の記載
事項の変更を伴
わないもの

変更認定

・公益目的事業を行
う都道府県の区域、
主たる事務所等の
場所の変更

（法第11条第１号）

変更届出

・公益目的事業の種
類又は内容の変更

（同条第２号）

・収益事業等の内容の変更

軽微な変更

・行政庁の変更が生じないもの

・申請書の記載事項の変更を伴わ
ないもの

・事業の一部廃止、統合、再編等

適用開始：令和７年４月１日

申請書記載事項の明確化・簡素化に
より届出範囲が拡大 34



行政手続の簡素化・合理化②（変更手続の見直し②）

変更届出対象事項

公益目的事業関係の変更（赤枠が新設）

公益目的事業の一部の廃止

公益目的事業の統合、再編、承継その他の変更であって、
当該変更後の事業が引き続き公益目的事業に該当することが
明らかであるものとして、内閣総理大臣が定めるもの（以下ⅰ～ⅴ）

ⅰ 各公益目的事業の申請書記載事項等に変更なく、事業の単位（公１，公２、
細分化された公1-1、公２‐３など）の統合・分割・再編などを行う場合

ⅱ 公益法人である吸収合併存続法人が、吸収合併消滅法人からその
     公益目的事業を申請書記載事項等に変更なく引き継ぐ場合
     （吸収合併存続法人の定款目的の範囲内であることは必要。）

ⅲ 公益法人が他の公益法人の公益目的事業の譲渡を受け、その
     公益目的事業を申請書記載事項等に変更なく引き継ぐ場合
    （譲渡を受ける公益法人の定款目的の範囲内であることは必要。）

ⅳ 自然災害その他の緊急事態にあって、当該法人の人材又は保有財産を
     活用して迅速に対応することが求められる場合において、短期間、

対価収入（その実施に要した費用を超えないことが明らかな対価収入を
     除く。）を得ることなく事業を行う場合

ⅴ 事業区分ごとの事業の特性、内容等に照らして当該変更後の事業が
     引き続き公益目的事業に該当することが明らかである場合

その時点で認定を受けている申請書の記載事項の変更を伴わない事業変更
（例）固有名詞の字句や名称の修正等、
形式変更であることが明らかな場合は手続不要

（例）
・公１、公２…と公益目的事業が複数ある
 場合に公〇を削除
・１つの公益目的事業が細分化されて
いる場合、その一部（公1-1等）を削除

特定の地域で公益目的事業を実施することと
している法人が、当該地域以外の地域で事業
を行う場合も含む。
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行政手続の簡素化・合理化③（変更手続の見直し③）

変更届出対象事項

収益事業等の内容の変更（赤枠）

収益事業等（収益事業又はその他事業）の内容の変更

その他（以下はこれまでも変更届出対象事項であったもの）
名称又は代表者の氏名の変更

行政庁が内閣総理大臣である公益法人の公益目的事業を行う都道府県の区域の変更（定款に定め
るものに限る。）又は事務所の所在場所の変更（従たる事務所の新設又は廃止を含む。）であって、
当該変更後の公益目的事業を行う区域又は事務所の所在場所が二以上の都道府県の区域内であ
るもの ※行政庁の変更を伴う場合は変更認定事項

行政庁が都道府県知事である公益法人の事務所の所在場所の変更（従たる事務所の新設又は廃止
を含む。）であって、当該変更前及び変更後の事務所の所在場所が同一の都道府県の区域内である
もの ※行政庁の変更を伴う場合は変更認定事項

定款の変更（名称、事業内容の変更等に伴い提出された場合を除く。）

理事（代表者を除く。）、監事及び評議員又は会計監査人の氏名若しくは名称

理事、監事及び評議員の報酬等の支給の基準

公益目的事業又は収益事業等を行うに当たり法令上必要となる行政機関の許認可等

新設・変更・廃止いずれも届出対象

※制度改正後の変更認定対象事項

公益目的事業の実施区域又は事務所の所在場所の変更であって、行政庁の
変更を伴うもの

公益目的事業の種類又は内容の変更であって、変更届出対象に該当しない
もの

（例）
実施区域又は事務所の所在場所が
・２箇所以上（都道府県Aと都道府県B）

→１箇所（都道府県Aのみ）に変更
※この場合、行政庁が内閣総理大臣から

都道府県Aの知事に変更

（例）
公益目的事業で奨学金事業のみを行う法人が
・新たに公益目的事業として検定事業を開始
・奨学金事業から体験活動事業に変更
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行政手続の簡素化・合理化④（申請書の記載について①）

公 益 目 的 事 業 の 内 容 の 変 更

変更あり 変更なし

申請書の文言について

変更届出変更認定申請

申請書の文言のうち、
実質的な変更について

変更あり 変更なし

【課題①】申請書に毎事業年度変動する日程・数値等が含
まれる場合があり、記載が変わる場合が多い（そうした記

載の変更は「事業の内容の変更」に当たらないが、わかりにくい）。

【課題②】申請書の記載変更のうち、
何が実質的な変更なのか不明瞭
（「事業の公益性についての判断が明らかに
変わらず、申請書に参考情報として記載さ
れているに過ぎない事項の変更と考えられ
る場合」は届出で可能としていた）

課題①及び②の結果、認定申請を要する場合が多く、変更認定対象か否か事前に行政庁に確認・相談が必要

公益目的事業の内容の変更については、以下のとおり申請書の文言に変更あり/なし→申請書の文言のうち
実質的な変更のあり/なしで認定申請/届出を判定。この点、行政庁から事業の詳細まで記載するような指導
があり、申請書に記載すべき事項も明示がないため、不明瞭な事項が多く予見可能性の低い状況。

現行
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ガイドラインで、申請書に記載すべき事項（申請書記載事項）を明確化。また、事業の拡大・縮小など法人の経
営判断で差し支えない事項は、事業計画等への記載が原則に。したがって、申請書には申請書記載事項のみ
を記載することが前提になり、認定申請/届出の具体的な基準が明確化。

行政手続の簡素化・合理化⑤（申請書の記載について②）

公 益 目 的 事 業 の 内 容 の 変 更

変更なし

変更届出( ※ 2 )変更認定申請( ※ 1 )

（※１）申請書を簡素化していない法人の場合でも、法人の機動的運営に資するよう、事業計画等への記載を前提に以下①～③の変更は変更
届出で足りることとしている（令和７年４月１日以降）。
① 事業計画・事業報告への記載を前提に、付随的事業の追加又は変更
② 事業計画への記載を前提に、受益の機会について、趣旨・目的及び定款の範囲内で申請書に記載した支給対象等を拡大する変更（その際、申請書記載事
項は変更しない）。一度広げた対象を、申請書の記載まで狭める変更も同様とする。
③ 事業計画への記載を前提に、選考に係る質の確保についてチェックポイントに係る説明事項に実質的な変更がないことが明らかな変更（認定時の考え方
を示すものとして申請書の記載は変更しない）

(※2)事業内容の変更が明らかになるよう事業計画等での開示は必要。

改正概要（申請書記載事項の簡素化後）

申請書の記載自体について
（ 申 請 書 記 載 事 項 か 否 か を 問 わ ず 、 申 請 書 に

記 載 が ある事 項 全 て に つ い て ）

変更あり

法人の判断で申請書記載事項
以外の記載をすることを妨げ
るものではない

申請書記載事項の明確化に
より、記載の変更が減↓

届出で可能な変更が増↑
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公益目的事業とは「Ａ学術、技芸、慈善その他の公益に関する認定法別表各号に掲げる種類の事業であっ
て、Ｂ不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの」をいう。公益目的事業の認定を受けるための申
請書は、その事業がＡ及びＢに該当することを示すものである。

行政手続の簡素化・合理化⑤（申請書の記載について②）

・法人の掲げるその事業の「趣旨・目的」が、認定法別表各号に該当し、不特定かつ多数の者の利
益の増進に寄与するものであることが求められる。

「趣旨・目的」だけでなく、それを担保するために「事業内容」及び「手段」が
・当該趣旨、目的を実現するためのものであること（事業の合目的性）を合理的に説明できること

・当該目的を実現するための事業の質（専門性や公正性、不利益発生の排除など）が確保されてい
ること

・特定の者又は特定の集団の利益に留まらないこと（受益の機会の公開など）

・事業内容に透明性があること

・営利企業等が実施している事業と類似する事業にあっては、社会的なサポートを受けるにふさわ
しい公益目的事業としての特徴があること が必要

Ａ 別表該当性 Ｂ 不特定多数性＋

公益目的事業の内容として、上記に該当することを申請書に記載する必要
39
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行政手続の簡素化・合理化⑥（申請書の記載について③）

① 事業の趣旨・目的
ア：事業（及び法人）の趣旨・目的を記載する。
イ：アのほか、（ⅰ） 事業の種類（別表該当性）についての説明
（ⅱ） 趣旨・目的の公表方法を記載する

② 事業の概要
①アに記載された趣旨・目的を実現するため、どのような類型の事業を、
どのような者（受益者）を対象にどのような方法で行うかなどを記載する。

※ 当該事業に付随して小規模に行う事業については事業計画等への記載を前提に記載不要

公益目的事業の内容について申請書で記載が必要な事項

③ 受益の機会

事業の受益の機会（応募要件、参加要件等）について記載する。受益の機会を特定の集
団に限るような場合には、当該制限を付す理由及び当該制限によっても、不特定かつ多
数の者の利益の増進に寄与することになる理由を記載する。受益の機会が開かれている
ことが明らかであれば記載不要。

④ 受益者の義務・受
益の条件

受益者の義務（受益の条件（対価・その設定方法など））及びその公表方法について記
載する。社会通念に照らして当然の義務・条件は記載不要。

⑤ 事業の合目的性の
確保の取組

ア 受益者等の選定方法、イ アのほか、具体的な事業内容が、①の趣旨・目的に適合
することを確保するための取組、ウ 事業の実施による不利益を排除する取組を記載す
る

⑥ その他 事業の公益性を確保するために、法人が特に講ずることとしている措置を記載する

⇒ 例えば、②や③を確認するためには、事業の対象者を特定する必要はあるが具体的な参加者数までは記載不要、
④を確認するために、公表方法として法人HPを指定する場合に、具体的なページのURLまでは記載不要
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（参考）「事業の内容」についての記載事項明確化・簡素化イメージ

現行 標準化

２．個別事業の内容について 

（１）公益目的事業について                 （事業単位ごとに作成してください。） 

事業番号 事業の内容 
当該事業の 
事業比率(％) 

公 1 安全・安心な社会のための●●に関する事業 90.0 

〔１〕事業の概要について（注１） 

１ 趣旨（目的）・まとめた理由 

各種の普及啓発活動や顕彰を行い、安心・安全な社会の実現に寄与することを事業の目的として

いる。(1)及び(2)の事業は、共通の目的を達成する手段と位置付けられることから一つにまとめ

た。 

 

２ 事業 

（１）●●に関する普及啓発事業 

●●に関する国民の理解を促進するため、次の事業を行う。 

ア 展示等による普及啓発 

（ア）●●資料館 

●●を展示している●●に説明員を配置し、事案の概要、展示についての説明を行うことに 

より、●●を認識していただき、●●に関する理解を図る。 

 （イ）●●ミュージアム 

令和●年度に●人が訪れた●●ミュージアムの一角で、パネル展示等を行い、説明員により 

●●に係る普及啓発を図る。 

イ 行事等各種機会を捉えた普及啓発 

各地の祭り等の機会をとらえ、パネル展示等を実施し、●●に係る普及啓発を図る。 

   ・４０カ所    ３，０００人 

ウ ●●新聞の発行 

記事、写真等により、●●を広く国民に分かりやすく周知する。●●新聞は年間を通して発行 

し、●●等を通じて提供するとともに、要望のある図書館、自治体等には無償で配布し●●に係

る普及啓発を図る。 

・月４回発行（発行部数１回５，０００部） 

エ ホームページ等による普及啓発 

ホームページ、ＳＮＳを通じ、分かりやすく●●の普及啓発を図る。 

オ オリジナルキャラクターグッズ等による普及啓発 

ロゴマーク、イメージキャラクター等を使用し、帽子、Ｔシャツ、マグカップ等日常生活で 

使用するグッズ及びカレンダー等を制作し、配布、販売を行うことにより、広く子供から大人 

までを対象に●●に係る普及啓発の端緒とする。 

カ ●●友の会会員に対する普及啓発 

●●友の会を支援するとともに、会員を対象とした●●に係る普及啓発を図る。 

・２３支部  正会員数  ４，０００名  

                   

                   

 

 

････ 

事業を細分化し過ぎており、
細かな見直しの都度記載内容の変更が発生

２．個別事業の内容について 

（１）公益目的事業について                 （事業単位ごとに作成してください。） 

事業番号 事業の内容 
当該事業の
事業比率
（％） 

公 1 安全・安心な社会のための●●に関する事業 90.0% 

〔１〕事業の概要について（注１） 

（１）趣旨（目的）・まとめた理由 

各種の普及啓発活動や顕彰を行い、安心・安全な社会の実現に寄与することを事業の目的とし

ている。ア及びイの事業は、共通の目的を達成する手段と位置付けられることから一つにまとめ

た。 

 

（２）事業 

ア ●●に関する普及啓発活動事業 

【事業内容】資料館やミュージアム、各種行事等における展示や専門員による説明、写真や図等で

分かりやすく●●を伝える刊行物の発行・配布、オリジナルキャラクターグッズの制作・配布・

販売等を行い、●●に対する理解の促進を行う。 

 

イ 顕彰事業 

【事業内容】●●に関する活動を促進するため、優れた取組に対する賞の対象者を募集・選出、 

発表及び表彰式を行う。 

【募集方法】表彰規程に基づき、推薦公募制を採用し全国の●●関係者へ推薦依頼を行う。 

【選考方法】応募について有識者からなる選考委員会に諮り、その結果について理事会の決議によ 

り決定 

 

 

 

 

･
･
･
･ 

事業単位ごとに簡潔な記載に
※詳細は事業計画書、事業報告書に記載

記載の簡素化
※ア～カに細分
化された事業を
一つに集約

申請書には、
公益目的事業のコンセプトを記載
（コンセプトが共通する事業は集約）
「事業の概要」であれば、各手段毎に
回数等まで書いていたものを簡素化
その他の事項についても、必要な内
容がわかる粒度で記載
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行政手続の簡素化・合理化⑦（申請書の記載について④）

現行の記載 変更内容 行政手続

【A】●●資料館で環境保全事業に係
る●●を展示」をする旨記載（事業区
分(10)「博物館等の展示」）

●●資料館内に、資料館の一部ス
ペースを使用して、新たに環境保
全に関する困り事等の相談を受け
て助言等を行う相談所のスペース
を設ける（事業区分(5)「相談、助言」）

環境保全という目的は同じだが、新規事

業区分の追加（事業区分５を追加）である
ため、追加事業区分のチェックポイン
ト該当性の判断が求められる
⇒変更認定

【B】全国各地の祭り等で環境保全事
業に係るパネル展示を行い、「40か
所、3000人」を事業規模として記載
（事業区分(9)「展示会、○○ショー」）

環境保全事業の規模の拡大により
「50か所」「5000人」といったよ
うに数値が増加する

開催箇所及び対象人数が増加するだ
けである（受益の単純拡大）ため、公益
性に影響を及ぼす変更ではない
⇒変更届出

簡素化後の記載 変更内容 行政手続

環境保全のため、資料館や各種行事
等における展示や専門員による説明
【中略】等を行い、●●に対する理解
の促進を行う
(※) 詳細（事業の回数等）は事業計画に記載す
る（事業計画は法人の経営判断を示すものであ
り、公表もされる）

●●資料館内に、資料館の一部ス
ペースを使用して、新たに環境保
全に関する困り事等の相談を受け
て助言等を行う相談所のスペース
を設ける

資料館での展示事業という【幹とな
る事業】に対する【付随的事業】として
相談会事業が行われると考えられる
⇒変更認定/変更届出のどちらも不
要

環境保全事業の規模の拡大により
「50か所」「5000人」といったよ
うに数値が増加する

事業規模に係る場所や人数等の細か
な記載は申請書に表示されなくなる
⇒変更届出も不要

申請書記載事項の簡素化による手続要否の違い

前掲の申請書が、環境保全系の法人であった場合…

※申請書に細かく記載を置いている状態の法人の場合であっても、Aの変更については変更届出事項 として取り扱われる
（詳細はガイドライン第2章第１節第４「変更認定事項と変更届出事項」の「（２）現行法人の移行措置について」で記載）。 42



 審査に必要となる判断要素、申請時に提出を求める書類・証憑等は、ガイドラインで具体的に記載

（ガイドラインの記載例（奨学金事業）

 ガイドラインに記載がない書類を求めるときは、当該書類を必要とする理由を示す（ガイドライン）

申
請
手
続
の
予
見
可
能
性
の
向
上

審査に必要となる判断要素 行政庁の審査時に、合理的に必要と考えられる
書類。証憑類（事業計画等に内容等が記載されてい
れば可）

奨学金が不特定多数の利益の増進に寄与することを明示している。 奨学金に係る規程（定款やHPに明示がない場合）
応募の機会が一般に開かれていること 募集要項、選考基準
個別選考に当たって、直接の利害関係者を排除していること 選考委員会規程、選考委員名簿
奨学金給付に当たり、合理性のない義務を課していないこと／義務が
ある場合、その内容は応募者や支給対象者に明らかにされていること

募集要項、奨学金規程

奨学金給付対象者に約束した給付内容を実施するために必要な財源が
十分確保されていること

財務諸表（継続的な事業財源に疑義がある場合は、
寄附確約書等）

奨学金業務で知り得た個人情報を適切に管理していること 個人情報保護規程

 申請について、原則として標準処理期間内（内閣府においては、公益認定申請：4か月、変更認定申請：40日）
に処理する旨をガイドラインに明記。審査に要した期間の状況について、今後、公表。

〇 公益法人が、適切に準備を行うことが出来るよう、予見可能性の更なる向上に向けた取組

・ 認定法の各種判断について、「事例集」を作成・公表

・ 判断の蓄積、関係者の意見・要望等を踏まえ、ガイドラインについて、少なくとも年に1回は見直し。

〇 変更認定申請の審査に当たっては、変更のない事項は、原則として基準に適合しているものとして取り扱うことを
ガイドラインに明記。

〇 申請内容が具体性を欠き、内容が不明確である場合や、申請書類や添付書類（財務諸表を含む。）に疑義があり、
説明を求めても相当の期間内に申請法人適切な回答をしない場合等に、不認定となり得ることをガイドラインに明記。

申
請
処
理
の
迅
速
化

行政手続の簡素化・合理化⑨（申請書の記載について⑥）
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Q１ 既存の公益法人が公益認定を受け、又は変更認定を受けて申請書に記載した事項については、

改正法施行後、どのように整理されますか（簡素化しなければならないのでしょうか）。

A 既存の公益法人の事業の内容について、新しい申請書への切替えは公益法人が今後の変更認

定の機会を捉えて行うことができるものとし、監督上必要がある場合を除き、行政庁が期限を定め

て切替えを求めることはありません。したがって、事業の内容を変更する申請をする際に、併せて記

載事項の簡素化も検討ください。

※切替えを行わない公益法人が、事業計画時に備置き・閲覧等の対象とし、行政庁に提出する書類

は、改訂される前の従来の様式になります。

Q２ 令和７年４月１日から収益事業を１事業増やしたく、既に変更認定を申請しているのですが、３月

31日までに認定されなかった場合はどうなるのでしょうか。

A 制度改正後に変更届出対象になる事項について、既に変更認定を申請されているもので3月31

日までに認定されなかった場合（年度をまたいだ場合）、４月１日になった時点で変更届出を出してい

たものとみなされることになります。

行政手続の簡素化・合理化についてのFA Q①
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Q３ これまで、事業の公益性に関する説明のため、申請書に17の事業区分ごとのチェックポイント

に該当する旨を記載してきました。今回そのチェックポイントが増えたほか、申請書には引き続きこ

れらに該当する旨を記載するとのことですが、この「チェックポイント該当性に関する記載」も申請書

記載事項に含まれる（そのため、この記載を変更する場合は変更届出が必要）ということなのでしょ

うか。

A 「チェックポイント該当性に関する記載」は、申請書記載事項を補足する情報という位置づけであ

るため、申請書記載事項そのものとは扱いません。一方で、公益目的事業該当性に関する説明のた

めの内容として、これからも「チェックポイント該当性に関する記載」の記載は必要になります。

行政手続の簡素化・合理化についてのFA Q②

Q４ 今回ガイドラインで申請書記載事項を明確化したということですが、この明確化に伴い、申請書

記載事項に含めるべき内容やその考え方までも変わったのでしょうか。

A 今回ガイドラインで申請書記載事項を明確化しましたが、「明確化」とは「これまでの先例等を踏

まえて考え方を明文化した」ということです。今回の制度改正では、申請書記載事項に含めるべき内

容・考え方（事業の種類・内容や別表該当性について等）に変更はありません。
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（２）改正内容について
③自律的ガバナンスの充実、

透明性の向上

より国民からの信頼・協力を得ていくための自律的ガバナンスの充実や情
報開示についての御説明
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・公益法人の認定基準及びその事業活動等における義務は規定されているが、公益法人に求められる責務に
ついては、特段の定めはない。
・行政庁は、公益法人の活動の状況、公益法人に対して行政庁がとった措置等についての調査分析や必要な
統計の作成等を行うとされているが（第57条）、公益法人行政を担う国の役割については、特段の定めはな
い。

公益法人等の責務（法第３条の２）

現行

・公益法人が、より国民からの信頼・協力を得られる存在として更なる発展を遂げるために、「公益法人は、公
益目的事業の質の向上を図るため、運営体制の充実を図るとともに、財務に関する情報の開示その他のその
運営における透明性の向上を図るよう努めなければならない」ことが新たに規定。公益法人としての一般的
な責務を定めるものであり、具体的な義務を課すものではない。

・同時に、公益行政を所管する国には、公益法人の自主的・自律的な取組を後押しすることを義務付け、民間
公益の活性化に資する活動を行っていくことを求めている。例えば①インパクト測定・マネジメントに関する国
内外における取組事例調査、事例集の作成・展開、②自律的ガバナンス充実や透明性確保の取組の好事例の
収集・展開、③公益的活動を行う他の団体を広く支援している法人等中間支援団体等の支援等が想定されて
いる。

・公益法人が自主的に取り組んだ運営体制の充実を図るための取組や、公益目的事業の実施状況については、
事業報告に記載することとされており、これらは行政庁によってホームページにおいて公表される。

改正概要 適用開始：令和７年４月１日
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自律的ガバナンスの充実①（法人運営の全体像）

公益法人・一般法人（社団、財団）

社員（社団） 評議員（財団）

社員総会（社団）、評議員会（財団）

理事

代表理事※

会計監査人
（大規模法人は必置）

監事※

理事会※
業務執行の決定、
理事の職務監視

法人の代表
業務の執行

理事の職務執行
の監査

※理事会、代表理事、監事は、公益法
人には必置
（一般財団法人にも必置、一般社団法
人には置かないことも可能）

選任・解任 説明（求めに応じ）説明（求めに応じ）

選定、解職報告

監査

法人の
議決機関

法人運営の全体像

特別利
害関係
の排除

特別利害関係にある者を制限 特別利害関係にある者を制限

外部理事の導入
外部監事の導入

大規模法人の範囲見直し

新たに設けられた規律・見直しが行われた規律を赤文字

48※外部理事・外部監事の導入は公益法人の場合であり、一般法人には適用せず



自律的ガバナンスの充実②（特別利害関係）

理 事

監 事

少なくとも一人
以上の外部理事
（要件は次頁）

少なくとも一人
以上の外部監事
（要件は次頁）

特別利害関係の排除

特別利害関係にある者が３分の１を超えてはならない

特別利害関係にある者が３分の１を
超えてはならない

【特別利害関係】
①配偶者
②三親等以内の親族
③内縁関係者
④使用人
⑤③及び④以外で財産供与により
生計を維持しているもの
⑥④及び⑤の配偶者
⑦③～⑤の三親等内の親族であっ
て、これらの者と生計を一にする
もの

経過措置（一部改正法附則第５条）

理事と監事の間の特別利害関係排除に
ついては、法律の施行日に現に在任す
る全ての理事及び監事の任期が満了す
る日の翌日から適用
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自律的ガバナンスの充実③（外部理事・外部監事）

外部理事 外部監事

認定基準 理事の１人以上が外部理事に該当 監事の１人以上が外部監事に該当

外部性の要件
（次の全てを満たす者）

当該法人・子法人の
業務執行理事・使用人でない者

当該法人・子法人の
理事・使用人でない者

過去10年間当該法人・子法人の
業務執行理事・使用人でなかった者

過去10年間当該法人・子法人の
理事・使用人でなかった者

【公益社団法人の場合】
その社員でない者
社員が法人の場合、その役員・使用人でない者

【公益財団法人の場合】
その設立者でない者
設立者が法人の場合、その法人・子法人の役員・使用人でない者

適用除外 小規模法人除外
収益：3,000万円未満 かつ
費用・損失：3,000万円未満

ー

経過措置 法律の施行日に現に在任する全ての理事の任期が
満了する日の翌日から適用

法律の施行日に現に在任する全ての監事の任期が
満了する日の翌日から適用

設置時期への配慮

 適用除外について、決算において基準を超えることが判明した場合、その時点から設置義務が生じる。基準超えが予想される場合には、予め
外部理事の設置及び選任をしておくなどの対応が求められる。

 突発的に基準を超えた法人が外部理事を選任することは容易ではなく、外部理事を認定基準とした趣旨を鑑みれば、適切な者を選任すること
が重要であることを踏まえ、外部理事の設置に係る監督については、法人の置かれた状況や諸般の事情を考慮して行うこととしている。（ガ
イドライン）

法人運営が内輪の者だけで行われることによる法人の私物化を防止し、理事会運営の活性化等を図る観点から、
理事及び監事に法人外部の人材を選任することを公益認定の基準とする。【改正法第５条第15号・第16号】

改正概要

業務執行理事以外
の理事も対象
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公益目的事業のための財産の使用及び会計処理が適正になされているかどうかの監査を厳正に行うことは、公益法
人の財務の透明性を高め、国民の信頼を確保する上で重要であることから、会計監査人を置いていることを公益認
定の基準とする。

ただし、小規模法人の適用除外あり
収益1,000億円、費用・損失1,000億円、負債50億円のいずれかを満たす法人

自律的ガバナンスの充実④（会計監査人）

現行

改正法では、公益法人の収支に関する規律の緩和など、法人の財務に関する規律を柔軟化する一方、
公益法人への信頼確保の観点から、法人におけるガバナンスを充実させる必要があることから、
適用除外の基準を、収益100億円、費用・損失100億円、負債50億円に引き下げ。

※ 最終事業年度の損益計算書においてこれらの基準額を超えている場合、新制度の施行日（令和７年４月１日）に会計監査人を設置する必要。

改正概要

現在の基準 新しい基準

次のいずれかを満たす法人
最終事業年度に係る損益計算書の
収益 1,000億円以上
費用・損失 1,000億円以上
負債 50億円以上

次のいずれかを満たす法人
最終事業年度に係る損益計算書の
収益 100億円以上
費用・損失 100億円以上
負債 50億円以上

設置時期への配慮

事業年度後の計算書類等の提出に当たりこれらの基準額を超えることが判明した場合には、あらかじめ社員総会等において当該計算
書類等の承認に併せて会計監査人の設置及び選任をしておくなど対応が必要となる。
突発的に基準を超えた法人が直ちに会計監査人を設置することは容易ではなく、会計監査人を認定基準とした趣旨を鑑みれば、適切
な者を選任することが重要であり、会計監査人の選任には一定の期間を要するものと考えられること等を踏まえ、会計監査人の設置
に係る監督については、法人に対し会計監査人の選任に係る手続の状況や選任までの見通しなどについて説明を求めることとし、法
人の置かれた状況や諸般の事情を考慮して行うこととする。（ガイドライン）

会計監査人を設置した場
合、キャッシュ・フロー計算
書の作成義務、会計基準の
適用等も変わることに注意
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Q２ 定款変更が必要であったり、外部理事・外部監事の適任者を得られなかった場合など、令和７

年４月１日以降すぐに認定基準を満たすことがかなわなかった場合は、監督措置を受けるのでしょ

うか。

A 改正政令及び改正内閣府令の公布以降、遅滞なく、外部理事・監事の選任、定款等の準備を開始

したにもかかわらず、外部理事・監事の設置を行うことができなかった場合について、選任に係る手

続の状況や選任までの見通しなどについて行政庁から法人に説明を求めることとし、やむを得ず困

難であると認められる場合には、基本的に本件に対する監督は行わないこととします。

会計監査人についても同様です。

Q１ 令和７年６月に役員全員の改選時期を迎えます。改正法の経過措置は、改正法施行時に理事・監

事である者の任期中とのことですので、外部理事・外部監事を選任しなければならないでしょうか。

A 選任していただく必要があります。

法人の機関設計についてのＦＡＱ①
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Q４ 会員から代議員を選任するいわゆる代議員制を採用する公益社団法人の場合、社員でない

会員は外部理事・監事の対象でしょうか。

A 外部理事・外部監事になれない「社員」とは、法人法第 11 条第１項第５号の規定に基づく定款上の

社員を指します。定款に定める社員以外の会員については、外部理事・外部監事の対象となります。

Q３ 外部理事の適用除外となる、収入及び費用・損失が3000万円を超えないことの判定時期は

いつになりますか。

A 最終事業年度の計算書類において基準を超えている場合には原則として外部理事を設置する必

要があります。なお、特定の要因によって一時的に外部理事設置の適用となるが、恒常的には適用除

外となる場合などについては、法人から合理的な説明がある場合は、監督は行わないこととします。

会計監査人についても同様です。

法人の機関設計についてのＦＡＱ②
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Q５ 業務執行理事とは、①代表理事②理事会で業務執行を委任された理事③業務執行した理事と

されていますが、③業務執行した理事には、内部委員会に参画した理事は含まれますか。

A 委員を務め、助言や審議を行う行為は、当該理事が単独で法人の事業に係る意思決定を行う行為

ではないことから、業務を執行したとはみなされないものと解されます。

Q６ 法人法施行前に設立された法人定款には、「設立者」の記載がないですが、どこまで調査すべき

でしょうか。

A 対象の一般財団法人が、旧民法第34条の規定に基づき設立された法人で、行政庁の認定を受け

た公益法人等である場合は、旧民法下における設立者について定款に記載がなく、その他の資料等

からも遡って確認ができない等の事情があれば、設立者を特定することは要しません。

法人の機関設計についてのＦＡＱ③
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透明性の向上①（定期提出書類）

・令和７年４月１日以降、行政庁に提出された「財産目録等」に当たる書類は全て行政庁で公表。
  また、財産目録等の範囲とその内容が拡大。

※事業計画時・事業報告時だけではなく、事業変更等の際など行政庁に提出される財産目録等に当たる
書類はいずれも公表（＝常に法人の最新の情報が公表）。

・事業報告時に提出が必要な書類については、段階的に切り替わるため注意が必要。

・事業報告時に提出が必要になる書類のうち、財務規律に関するものについては、財務諸表及びその附属明
細書において記載があれば、別途の作成は不要。

・新会計基準を適用するか、現行会計基準を適用するかで記載すべき書類の内容が一部異なることにも注意
が必要（令和10年３月３１日までに開始する事業年度までは、旧基準も適用可能）。

・これまで事業報告時に作成していた「事業の内容」（公益目的事業、収益事業、その他事業の種類及び内容）
については、事業計画時に作成。

・定期提出書類とは事業計画時及び事業報告時に提出される資料であり、事業計画時は事業計画書や収支予
算書等 、事業報告時は事業報告、各種別紙等が該当。
・行政庁は、定期提出書類のうち「財産目録等」について、請求があれば閲覧又は謄写をさせる。

現行

改正概要
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事業報告時の資料では、下記３項目について以下の内容を開示
・【役員報酬等】「役員報酬規程」及び「理事・監事等の報酬等の総額」は開示。総額等の開示であり、また、

役員報酬が「不当に高額」か否かは金額だけで判断し難く、実効的な監督が難しい。
・【法人関係者との取引】「関連当事者（役員・評議員とその近親者を含む）」との取引内容を財務諸表には注記。
・【海外送金】特段の開示事項なし

透明性の向上②（開示情報の充実）

現行

法人についての開示情報の拡充の観点から、下記３項目について公表事項を整理・追加

・【役員報酬等】報酬規程のみでは各役員の報酬額が分からず、役員報酬が「不当に高額」と言えるかどうか判断が難し
かったため、公表事項に「理事・監事等ごとの報酬等の総額」及び「役員報酬が2,000万円（※1）を超える役員について、
金額及びその額の必要性」を追加。

・【法人関係者との取引】特別の利益を与えてはならない法人関係者と範囲が一致していなかったため、特別の利益を
与えてはならない法人関係者を、関連当事者に含める（新公益法人会計基準）。

・【海外送金】FATF（テロ資金供与対策に関する国際枠組み）からの非営利法人がテロ資金供与に巻き込まれる可能性の
指摘も踏まえ（※２）、「海外送金の有無」及び「テロ資金供与等のリスク軽減策の有無」について新しく開示（※３）。

改正概要

(※1)人事院調査による、企業規模500人以上1000人以下の全役員平均年間報酬額が約2,211万円であること等から額を設定
(※2)（参考）認定NPO法人については、全ての海外送金の金額・使途・実施日について公表することになっている
(※3)「公益法人におけるテロ資金供与対策について」（令和４年６月内閣府大臣官房公益法人行政担当室）も参考

適用開始：令和６年度事業の事業報告時の書類から
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平成20年会計基準（会計基準注解の（注17））
(１)当該公益法人を支配する法人
(２)当該公益法人によって支配される法人
（３）当該公益法人と同一の支配法人をもつ法人
（４）当該公益法人の役員又は評議員及びそれらの近親者

透明性の向上③ （関連当事者との取引関係①）

事業報告時の書類「事業活動に対する重要な事項」において、「関連当事者との取引の有無」を記載する
ことが必要に
→「関連当事者」の範囲が、法人が現行会計基準を選択しているか、新会計基準を選択しているかによっ
て異なる（現行会計基準を選択し続けられる令和９年度事業まで差異が存在）

現行

令和６年会計基準の運用指針（84項）
（１～３）同上
（４）当該公益法人の役員又は評議員及びそれらの近親者（配偶者、三親等内の親族及び婚姻関係と同様の事情に
有る者とそれらの者から受ける金銭その他の財産によって生計を維持する特別な関係にある者をいう。以下同）

(5)当該公益法人の役員又は評議員及びそれらの近親者が議決権の過半数を有している法人
(6)当該公益法人の従業員及びその近親者
(7)当該公益法人が公益社団法人である場合には、法人ではない社員又は法人法第131条に規定する基金の
  拠出者及びそれらの近親者
(8)当該公益法人が公益財団法人である場合には、法人ではない設立者及びその近親者
(9)当該公益法人の法人である社員、（7）の基金の拠出者、設立者
(10)(9）の法人が、認定規則第１条に規定する子法人である場合の親法人又は(9）の法人の子法人
       （(1)から(3)まで及び(5)の当該公益法人と支配関係にある法人を除く。）

改正概要

特別の利益を与えてはならない法人の関係者
（認定令第１条）に合わせて範囲を拡大

適用開始：令和６年会計基準の適用開始から
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透明性の向上④ （関連当事者との取引関係②）

会計基準別の「関連当事者」の範囲イメージ
→公益法人Aとこれらの関連当事者との取引が該当。これら取引がある場合、「重要なもの」（※）
  については、財務諸表に注記を付す（「令和６年会計基準の運用指針」参照）。

公益法人A

法人C

Aの役員又は評議員
及びそれらの

近親者
（A関係者）

法人D

法人B

支配

支配①

②

③

④

A関係者が
議決権の過半数を
有している法人

（法人E）

⑤

Aの従業員
及びその
近親者

⑥

(Aが社団の場合）
（法人でない）社員又は

基金の拠出者及びそれらの
近親者

（Aが財団の場合)
(法人でない)設立者及び

その近親者
⑦

支配

（Aが社団の場合）
（法人である）社員又は

基金の拠出者
（Aが財団の場合)

(法人である)設立者
（法人F）

⑧

法人Fの親法人
又は

法人Fの子法人
（法人B～Eを除く）

⑨

※ 「活動計算書の一般純資産区分で経常収益・費用の10％を超える取引」「貸借対照表の資産合計 額の1％を超える
取引」【役員等との取引で100万円 を超えるもの】等は公表。なお、公益法人Aに対する寄附等、注記不要の項目も。

（令和６年会計基準での追加事項は青枠）
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透明性の向上⑤ （事業報告の記載事項）

公益法人は、一般社団・財団法人法第123条第２項（第199条において準用する場合を含む。）の規定により作成する
事業報告に、各事業年度における公益目的事業の実施状況、公益法人の運営体制その他の公益法人の適正な運営を確
保するために必要なものとして内閣府令で定める事項を記載しなければならない。（改正法第21条第４項）

加えて

 当該一般法人の状況に関する重要な事項

ex) 事業の経過及びその成果、運営上の重要な契約の締結・解消など.．

 理事の内部統制の整備について決定・決議がある場合の決定・決議の内容の概要及び当該体制の運用状況の概要

ex) 法人の内部統制に関する基本方針の内容など.．

※ いずれも一般法人法第123条による ※ 様式の定めはなし
現行

公益法人の運営に係る透明性の向上、ガバナンスの充実の観点から、

① 各事業年度における公益目的事業の実施状況

② 当該公益法人の運営体制の充実をはかるための取組 について記載が必要（改正規則第53条）

改正概要

＜事業の実績について＞

➣ 事業の公益性を確保する取組の実績

➣ 事業報告に記載することが予定された事項

＜透明性の確保について＞
 

➣ 公益目的事業の質を改善するための自主的な取組

➣ 公益目的事業の成果や公益目的事業の実績に対する
測定・評価（インパクト測定・マネジメント等）などについて

➣ 外部理事・監事にどのような者を選任したか

➣ 外部理事・監事の役割を全うするために
どのように情報提供を行ったか

<記載例>

① 各事業年度における公益目的事業の実施状況

② 当該公益法人の運営体制の充実をはかるための取組

➣ 評議員の選任及び解任方法等について
   外部理事・監事に準じた準則を設けたか

➣ 理事等からの実質的な影響力行使を排除した
   評議員選定委員会を設けたか

など

など

令和８年４月以降に提出する
事業報告（Ｒ７年度）から
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Vision/戦略の
策定

事業計画の
構築

事業の実施成果の測定

結果の活用

実施内容

事業計画
の構築

団体のVision、どのような社会的価値
を創出したいか、またそのVision達成
に向けたマイルストーンを明確にする

マイルストーンの達成に向け、目指す
べきインパクトを定め、事業の戦略・
ビジネスモデルを策定、指標・評価方
法を決定する

インパクトを最大化するよう、事業を
実施する。また、指標を活用して事業
の進捗を管理する

・指標のモニタリング（目標に対する進捗度を測り、モニ
タリングする）
・プロセス評価（事業が計画どおりに実施されているか、
アウトプットは達成されているか、実施体制は適切かどう
か等を確認する）

活動の成果を可視化する。その際に、
事業で意図して創出したインパクトを
成果として測定、成果・課題の分析を
する

・指標の測定（目標に対する達成度を測る手法）
・効果検証・実証分析（RDD：回帰不連続デザインやRCT
：ランダム化比較試験などにより介入効果を分析する手法
）
・SROI（インパクトを貨幣換算することにより、社会的投
資収益率を算出する手法）
・MSC：モスト・シグニフィカント・チェンジ（重大な変
化のエピソードを集めて質的に評価する手法）

事業の成果・課題を関係者間で共有し
、活動のサポーターを増やす。また、
今後の事業改善、目標の見直しに繋げ
る

・成果の報告（インパクトレポート、事業報告会、SNSで
の発信、講演）
・関係者エンゲージメント（ロビイング、アドボカシー）

Vision/
戦略の策定

事業の実施

成果の測定

結果の活用
(＊)(＊＊)：ロジックモデルや相利評価は、計画構築の際に作成す
るが、事業実施時のモニタリングや成果の測定にも活用する

手法の例
・Theory of Change（ToC）（事業がどう社会の変革に
役立つのかについて、課題の構造・原因と、解決するため
の変化の理論・法則を説明する手法。）
・ロジックモデル*（目的の達成とそのために必要なアクシ
ョンを、因果関係に着目し線形に整理する手法）
・インパクトの5次元分析（インパクトをWhat, Who, 
How much, Contribution, Riskの5つの要素から整理する
手法）
・相利評価 ** （多様な関係者の利害関係を整理する手法）

（参考）インパクト測定・マネジメントとは

インパクト測定・マネジメントとは、事業が社会的課題の解決に及ぼす正負のインパクトを定量・定性的に測定し、
測定結果に基づいて事業改善や意思決定を行うことを通じて、正のインパクトの向上を目指し、負のインパクトの低
減を目指す日々のプロセスです。

⇒ 公益法人が取り組むインパクト測定・マネジメントの事例を公表しています
https://www.koeki-info.go.jp/regulation/index.html

定量的な評価だけでない、
様々な手法を紹介しています
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・公益法人の会計は、必ずしも公益目的事業会計が区分されておらず、その場合、公益目的事業財産が明確に
なっていない。
・区分経理（貸借対照表及び損益計算書の内訳表示。以下同じ。）については、一部の法人でのみ必須（貸借対
照表については、収益事業等の利益の50％超を公益目的事業に繰り入れる法人のみ内訳表示が必須、損益計算書について
は、単一の公益目的事業を行う法人以外の法人のみ内訳表示が必須）。

・そのため、公益目的取得財産残額（以下、「財産残額」という。）の算定するために、毎事業年度の公益目的事
業財産の増減をフローで把握し、財産残額を算定するためだけの計算も必要（別表Ｈの作成）。

現行

・公益目的事業財産を可視化し、財務状況の透明性を向上するため、区分経理を原則義務付け。ただし、収益
事業等を行わない法人で、法人運営のためと特定されている財産(※1）を除く全ての財産（公益目的事業財産
等）を公益目的事業に使用・ 処分することで区分経理をしないことができる。
・公益目的事業財産は、貸借対照表内訳の公益目的事業会計に整理する。
・貸借対照表の内訳（公益目的事業会計）で公益目的事業財産を把握可能となるため、財産残額は、公益目的
事業会計の純資産額を基礎に算定する方法とし（※2）、毎事業年度の計算は廃止（別表Ｈを廃止（ただし、区分経理

に適用するまでの間は引き続き作成が必要））。
(※1)法人活動保有財産、資産取得資金、特定費用準備資金及び指定寄附資金（法人活動保有財産及び指定寄附資金にあっては、公益目的事業の用に供するものを除
く。）(※2)区分経理をしない法人は公益目的事業財産等を基礎に算定。

改正概要 適用開始：令和７年４月１日（令和10年3月31日までに開始する事業年度については、現行方法での経理が可能）

透明性の向上⑥（区分経理の原則化①）

貸借対照表 損益計算書 会計区分別内訳の作成 貸借対照表 損益計算書

収益事業等を行う法人 必須
必須

各事業も区分
収益事
業等を
行わな
い法人

（複数の公益目的
事業を行ってい
る）

代替措置
あり

代替措置あり
※各事業の区分

必須

（上記以外） 代替措置あり

内訳表の作成 貸借対照表 損益計算書

収益事業等
を行う法人

（収益の50％超を公
益目的事業に繰入）

必須

必須
各事業も
区分

（上記以外）

任意収益事業等
を行わない

法人

（複数の公益目的事
業を行っている）

（上記以外）
任意 61



改正概要

●毎事業年度「別表H」を作成し、事業年度末日における財産残額を算定

・実際に認定取消し等を受けた場合、公益目的事業財産の費消・譲渡
の状況を過去に遡って把握することは困難なため、公益法人は毎事
業年度「別表H」を作成し、事業年度末日における残額を算定する必要。

・到来する可能性が低い認定取消し等のために毎事業年度残額を算定
する必要。また、計算が煩雑で公益法人の事務負担が大きい。

●認定取消し等の場合に、直近事業年度の公益目的事業会計の純資産額を基礎に財産残額を算定

・財産残額算定の必要が生じた場合に、
財産残額＝資産額－負債額－認定前に取得した不可欠特定財産

±調整要素 で算定を行う（毎事業年度の算定は不要）。

・必要な調整として、非償却資産（土地等）の帳簿価額と時価の差額を
財産残額に加除する。また、公益目的事業会計が収益事業等会計又は
法人会計に対して有する債務については、一定の場合のみ負債額に
含める。

※ 区分経理をしない法人は公益目的事業財産等を基礎に残額を算定

現行

透明性の向上⑦（区分経理の原則化②）

公益目的増減
差額

公益目的保有
財産

＋

【BS（公益目的事業会計）】

財
産
残
額

資産 負債

純資産額

不可欠特定財産

公益目的事業会計

公益目的
事業財産

公益目的
事業財産

別表H

事業年度
１年目 ２年 ３年・・・

公益目的事業財産の
増減を毎年把握

取消し 取消し

取消し直前の
事業年度

BS

取消し直前の
事業年度

公益会計

別表H不要

公益目的事業会計
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（参考）公益目的事業財産の定義整理①

区分経理を前提として、現行の公益目的事業財産の定義を法令上分かりやすくなるよう再整理。公益目
的事業に関連して取得した財産及び当該財産を運用・支出・処分して取得した財産は、全て公益目的事業
財産となることを明確化。また、公益目的事業会計の資産に計上した財産は、公益目的事業財産となる旨
を規定。

新 旧 改正趣旨

第十八条 公益法人は、次に掲げる財産（以下「公益目的事業財産」という。）を公益目的事業を行うために使用し、又は処分しなければならない。
  ただし、内閣府令で定める正当な理由がある場合は、この限りでない。

一 公益認定を受けた日以後に寄附を受けた財産（寄附をした者が公益 目的事業以外のために使
用すべき旨を定めたものを除く。）

１～４号については、改正なし（公益認定を受けた
日以後に、公益目的事業に関連して取得し、客観的
に公益目的事業財産とすべき財産。）。

二 公益認定を受けた日以後に交付を受けた補助金その他の財産（財産を交付した者が公益目的事
業以外のために使用すべき旨を定めたものを除く。）

三 公益認定を受けた日以後に行った公益目的事業に係る活動の対価として得た財産

四 公益認定を受けた日以後に行った収益事業等から生じた収益に内閣府令で定める割合を乗じて
得た額に相当する財産

五 前各号に掲げる財産を運用し、支出し、又
は処分することにより取得した財産

五 前各号に掲げる財産を支出することにより
取得した財産

５号については、１～４号から派生して得た財産に
ついても、公益目的事業財産とする趣旨を規定する
もの（旧府令２６条３号・４号を統合）。

六 第五条第十九号に規定する財産（前各号に
掲げるものを除く。）

六 第五条第十六号に規定する財産（前各号に
掲げるものを除く。）

号ズレに伴う措置

七 前各号に掲げるもののほか、公益法人が保
有する財産であって公益認定を受けた日以後
に内閣府令で定める方法により公益目的事業
の用に供するものである旨を表示した財産

七 公益認定を受けた日の前に取得した財産で
あって同日以後に内閣府令で定める方法によ
り公益目的事業の用に供するものである旨を
表示した財産

７号については、区分経理により、公益法人が保有
する財産が公益目的事業のための財産なのかを明確
化することで、財産の「表示」を重視。公益認定後
に取得した財産についても、公益認定前に取得した
財産と同様に表示をもって公益目的事業財産とする
ように規定するもの。

八 前各号に掲げるもののほか、当該公益法人が公益目的事業を行うことにより取得し、又
は公益目的事業を行うために保有していると認められるものとして内閣府令で定める財産

内閣府令で定める８号についても、基本的考え方、
法18条の整理を踏まえ整理

○公益法人認定法第１８条
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（参考）公益目的事業財産の定義整理②

○公益法人認定法施行規則第41条（旧26条）
新 旧 改正趣旨

第四十一条 法第十八条第八号の内閣府令で定める財産は、次に掲げる財産とする。

一 公益社団法人にあっては、公益認定を受けた日以後に徴収した経費（一般社団・財団法人法第二十七条に規定する
経費をいい、実質的に対価その他の事業に係る収入等と認められるものを除く。）のうち、その徴収に当たり使途が
定められていないものの額に百分の五十を乗じて得た額又はその徴収に当たり公益目的事業に使用すべき旨が定めら
れているものの額に相当する財産 内容に関わる改正なし

二 公益認定を受けた日以後に行った吸収合併により他の公益法人の権利義務を承継した場合にあっては、当該他の公
益法人の公益目的事業財産であった財産

（削除）

三 公益認定を受けた日以後に公益目的保有財産
（第六号及び第七号並びに法第十八条第五号か
ら第七号までに掲げる財産をいう。以下同
じ。）から生じた収益の額に相当する財産 法18条５号及び府令41条４号により不要に

（旧５号も「処分」に含まれる）
（削除）

四 公益目的保有財産を処分することにより得た
額に相当する財産

（削除）
五 公益目的保有財産以外の財産とした公益目的

保有財産の額に相当する財産

三 法第二十五条第一項に規定する新設法人にあっ
ては、同条第五項の規定により読み替えて適用す
る法第十八条第一号から第七号までに掲げるもの
のほか、当該新設法人が保有する財産であってそ
の成立の日以後に前条で定める方法により公益目
的事業の用に供するものである旨を表示した財産

（新設） 新設法人における表示要件を定めるもの

（削除）
六 前各号に掲げる財産を支出することにより取得
した財産 法18条１～４号以外の公益目的事業財産から派生し

て得た財産についても、公益目的事業財産とする趣
旨を規定するもの。四 公益認定を受けた日以後に前各号並びに法第十

八条第六号及び第七号に掲げる財産を運用し、支
出し又は処分することにより取得した財産

七 公益認定を受けた日以後に第一号から第五号ま
で及び法第十八条第一号から第四号までに掲げる財
産以外の財産を支出することにより取得した財産で
あって、同日以後に前条の規定により表示したもの

（削除）

八 法第十八条各号及び前各号に掲げるもののほか、
当該法人の定款又は社員総会若しくは評議員会にお
いて、公益目的事業のために使用し、又は処分する
旨を定めた額に相当する財産

表示対象となる財産が法18条７号で公益法人が保有
する全て財産に拡大。法人の意思表示は表示要件に
統一するもの。
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Q１ 初めて区分経理をする場合、財産をどのように按分したらよいでしょうか。

A 従来から作成している財務諸表等及び定期提出書類を基に作成していくことが考えられます。これま

での別表C（２）（３）を参照することで、明確に使途が定まっている財産を特定できますし、財産目録にお

ける使用目的欄等の記載並びに法人が作成している勘定明細及び総勘定元帳等における資産・負債の内

容、別表F(1)(2)等における費用の按分割合の考え方等を基に按分いただくことが考えられます。

区分経理についてのFA Q

Q２ 財産残額算定について「公益目的事業会計が収益事業等会計又は法人会計に対して有する債務

については、一定の場合のみ負債額に含める」とありますが、一定の場合とはどのような場合ですか。

A 他会計の財産を公益目的事業に費消する場合は、原則として公益目的事業財産に振り替えた上で

行うこととしていますが、以下の場合は、他会計の財産を公益目的事業会計に振り替えずに、他会計か

ら公益目的事業会計への貸付（公益目的事業会計の他会計に対する負債）とすることが認められてい

ます。

(a)公益目的事業の一時的な資金不足に対し、他会計の財産を充てた場合

(b) 資金不足によって公益目的事業を継続することが困難な場合に、他会計における使途が定めら

れた資金等を充てた場合

これらの事情が裏付けられるよう、財務諸表において必要な注記がなされている必要があります。
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事後チェックの重点化・明確化①

• 「監督の基本的考え方」（平成２０年１１月２１日 内閣府）及び 「立入検査の考え方」(平成２１年１２月２４日
（平成２６年５月１４日一部改訂））に基づく、厳格な事前規制・監督による国民の信頼確保に重きを置いた
監督

• 立入検査については、すべての公益法人を対象に、公益法人として遵守すべき事項に関する公益法人の
事業の運営実態を確認することを目的に、概ね３年を目途に全ての法人に対する立入検査が一巡するス
ケジュールで実施

• 立入検査時の検査項目は多岐にわたっている。

現行

• 監督の基本的な考え方を更新し、ガイドラインに明記
①公益法人の自主的・自律的な経営判断を尊重
②法人自身の自浄作用と国民によるチェック機能により公益法人の適正な運営の確保を期待
→運営に問題がない法人については、検査のインターバルを延長（次ページ参照）
③それでもなお適正な運営が確保されない法人に対しては、実効性の高い監督措置を講ずる

• 認定法の解釈や、監督の考え方をガイドラインに示し、予見可能性を高めたうえで、不適切事案には勧告
等の果断な措置を実施

• 国民によるチェックを公益法人の適正な運営確保の重要な手段として位置づけ、ガイドラインにおいて情
報提供の取扱い（秘密保持、個人情報保護など）を明示

• 変更認定手続きから届出化された事項については、定期提出書類等の確認時や立入検査時に、事業の実
施状況、認定基準の適合性等について実態を確認

改正概要 適用開始：令和７年４月１日
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【点検調査】（内閣府では、令和５年度に試行、令和６年度に一部実施）
• 公益法人が遵守すべき事項についての注意喚起及び制度理解の醸成に努めることを目的
• 全ての法人を対象に定期的に実施

• 過去の立入検査・事業報告等で問題がない法人は、検査のインターバルの延長（概ね１０年以内）＋検査
内容を簡素化

• 公益認定後間もない法人等については、制度理解の徹底が重要であることを踏まえ、新規認定後早期に
法人運営を支援することを目的とした点検調査を実施（内閣府では、新規認定後早期に一度は実施）

• 「自己チェックシート」及び「備置き書類一覧」を利用した法人の自己点検、対話に重点を置いた手法で実
施

【重点検査】
• 定期提出書類の確認、情報提供等により、公益目的事業の実施状況や法人運営の実態、事実関係等を直

ちに確認する必要があると認められる法人を対象に実施
• 確認すべき事項については、必要に応じて機動的・集中的に実施
• 重点検査で発覚した不適切事案には果断に処分を実施

事後チェックの重点化・明確化②

立入検査の実施方法（内閣府）

• 内閣府は、予見可能性を高める観点から、監督処分等の内容を整理し、一覧性をもって公表

• 立入検査の実施方法の見直し（具体的な監督処分等の必要性を念頭に行う「重点検査」、公益目的事業の
実施状況等に問題がないか実地に確認することを目的に行う「点検調査」に区別。内閣府における運用に
ついては、下記参照）

改正概要
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（２）改正内容について
（その他）定款に関する事項

制度改正を受けての定款に関する注意事項の御説明。
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（その他）定款に関する事項

Q１ 今回の制度改革による法令の条項移動について、定款にはいつまでに反映する必要がありま

すか。

A 今回の公益法人制度改革により、法令上定款で定めなければならないとされている事項に係る

規定について条項の移動が発生していますが（公益目的取得財産残額の贈与先に係る規定が認定

法第５条【第17号⇒第20号】など）、既存の定款の定めについては、当然に読み替えるものと解釈

し、他の定款変更の必要がある機会に合わせて変更すれば足りるものとして差し支えありません。

また、法令改正だけでなく、公益法人会計基準の見直しにより、「正味財産増減計算書」を「活動計算

書」に改める改正が行われていますが、両者はともに認定規則に規定する「損益計算書」を指すこと

は明らかであり、このように解釈上間違える余地のない名称等の違いについても、各法人において

特段の支障があると判断される場合を除き、同様に取り扱って差し支えありません。

Q２ 今回様々な制度改正がありますが、モデル定款の改定はありますか。

A 今回の制度改正を踏まえ、改正後の認定法令等に対応した、 令和6年12月改訂版の 「公益認定の

ための「定款」について」を公表しておりますので御参照いただければと思います。

https://www.koeki-info.go.jp/regulation/teikan.html
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（３）定期提出書類の
切り替わりについて

制度改正を受けて、行政庁に提出する定期提出書類も変わります。その切
り替わりについての御説明。
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新
様
式

2025年
４/１ ６/30

事業活動 
［
新
様
式
］

事業報告時 
２
０
２
４
年
度

２
０
２
５
年
度

２
０
２
６
年
度

２
０
２
８
年
度

［
旧
様
式
］

事業計画時 

事業活動 

2026年
４/１ ６/30

2027年
４/１ ６/30 ≈ ６/30

2029年
４/１

区分経理・会計基準については３年間の経過措置

≈

2028年
４/１

新
制
度
施
行
・
施
行
以
降
に
提
出
さ
れ
た
書
類
は
行
政
庁
で
公
表

・新制度（中期的収支均衡等）での活動を新様式で報告。
事業報告書に、公益法人の運営体制の充実を図るための取組等を記載

・区分経理、会計基準については、2027年度事業まで現行制度及び基準
の適用も可能

・全ての法人が区分経理、新会計基準適用

・区分経理、会計基準については、
2027年度事業まで現行制度及び基準の適用も可能

・「運営組織に関する重要な事項」「事業活動に関する重要な事項」は、新様式
・従来の財務規律（収支相償等）及び会計基準が適用されるため、財務規律関係

書類は、従来の内容・様式

事業報告時 

［
新
様
式
］

事業計画時 

新
様
式

事業活動 

事業報告時 

［
新
様
式
］

事業計画時 

事業活動 

事業報告時 
［
新
様
式
］

[事業年度：４月１日～３月31日] 

定期提出書類の切り替わり①

⇒ これ以降「事業報告時」「事業計画時」のスライドは、
4/1～3/31を事業年度とする法人の定期提出書類の切り替わりを整理 71



現在（令和５年度分）の事業報告（令和６年６月末までに提出）時の書類

事業報告等に係る提出書
① 財産目録
② 役員等名簿
③ 報酬等支給基準
④ キャッシュ・フロー計算書
⑤ 別紙１ 運営組織・事業活動の状況
⑥ 別紙２ 法人の基本情報及び組織
⑦ 別紙３ 法人の事業
⑧ 別表A 収支均衡
⑨ 別表B 公益目的事業比率
⑩ 別表C 遊休財産額
⑪ 別表D 意思決定関与財産
⑫ 別表E 経理的基礎
⑬ 別表F 費用額の配賦
⑭ 別表H 公益目的取得財産残額
⑮ 社員名簿
⑯ 貸借対照表及びその附属明細書
⑰ 損益計算書及びその附属明細書
⑱ 事業報告及びその附属明細書
⑲ 監査報告
⑳ 会計監査報告
㉑ 確認書（国税）・納税証明書（地方税）
㉒ 事業・組織体系図
㉓ 社員資格得喪の細則
㉔ 会員等に係る細則
㉕ 寄付の使途の特定内容が分かる書類
㉖ 監督上の処分又は指導の一覧

㉒ 令和６年８月から、国税については、
納税証明書は添付不要で確認書を提出
※ 地方税についてはこれまで通り納税証明書の添付が必要

※ 赤枠の書類が財産目録等に該当し、
行政庁による閲覧又は謄写の請求対象

別紙１に財務規律適合性の確認結果の記載があり
閲覧又は謄写が可能であるが、詳細については
別表A～Cにしか記載がなく、確認ができない

定期提出書類の切り替わり② （事業報告時①）
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事業報告等に係る提出書
① 財産目録
② 役員等名簿(令和６年事業年度末日における役員等記載)
③ 報酬等支給基準
④ キャッシュ・フロー計算書
⑤’ 運営組織に関する重要な事項（⑥＋⑫＋新規事項）
⑥’ 事業活動に関する重要な事項(⑤の一部＋⑪＋新規事項)
㉓ 事業・組織体系図（⑤’の添付書類に）
⑧ 別表A 収支均衡
⑨ 別表B 公益目的事業比率
⑩ 別表C 遊休財産額
⑬ 別表F 費用額の配賦
⑭ 別表H 公益目的取得財産残額
〇 特定費用準備資金について備置き・閲覧等事項を記載した書類
〇 資産取得資金について備置き・閲覧等事項を記載した書類
〇 指定寄附資金について備置き・閲覧等事項を記載した書類

⑮ 社員名簿
⑯ 貸借対照表及びその附属明細書
⑰ 損益計算書及びその附属明細書
⑱ 事業報告及びその附属明細書
⑲ 監査報告
⑳ 会計監査報告
㉑ 確認書（国税）・納税証明書（地方税）
㉒ 社員資格得喪の細則
㉓ 会員等に係る細則
㉔ 寄附の使途の特定内容が分かる書類

⑤’＝現行の「⑥別紙２ 法人の基本情報及び組
織」に、現行の「⑫別表Ｅ 経理的基礎」を統合
また、新規事項として、
・理事、監事、評議員それぞれの報酬等の総額
・法人から受ける財産上の利益が2,000万円を
超える者について、その額及び必要の理由 追加

⑥’＝現行の「⑤別紙１ 運営組織・事業活動の
状況」の一部（寄附・金融資産・資産、負債及び
期末純資産）に、現行の「⑪別表Ｄ 意思決定関与
財産」を統合
また、新規事項として、
・関連当事者との取引の有無
・海外への送金等取引の有無及びリスク軽減策の

有無 追加

現行では作成・備置き
等のみ求められている、
３つの○書類について
も行政庁に提出

※ その他、現行の「⑦別紙３ 法人の事業」及び
㉗「監督上の処分又は指導の一覧」は廃止

※ 赤枠の書類が財産目録等に該当し、
行政庁による公表対象
→現行の⑥及び⑧～⑩の内容も公表されるため、

現行の⑤との記載重複解消

定期提出書類の切り替わり③ （事業報告時②）

令和６年度事業の事業報告時の書類（新規書類又は前年度から変更がある書類が太字）
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事業報告等に係る提出書
① 財産目録
② 役員等名簿（令和７年事業年度末日における役員等記載）
③ 報酬等支給基準
④ キャッシュ・フロー計算書
⑤’ 運営組織に関する重要な事項（⑥＋⑫＋新規事項）
⑥’ 事業活動に関する重要な事項(⑤の一部＋⑪＋新規事項)
㉓ 事業・組織体系図（⑤’の添付書類に）
⑧’ 新別表A 中期的収支均衡
⑨’ 新別表B 公益目的事業比率（⑬の内容が統合）
⑩’ 新別表C 使途不特定財産額
（⑭ 別表H 公益目的取得財産残額）
〇 特定費用準備資金について備置き・閲覧等事項を記載した書類
〇 資産取得資金について備置き・閲覧等事項を記載した書類
〇 指定寄附資金について備置き・閲覧等事項を記載した書類

⑮ 社員名簿
⑯ 貸借対照表及びその附属明細書
⑰ 損益計算書及びその附属明細書
⑱ 事業報告及びその附属明細書
⑲ 監査報告
⑳ 会計監査報告
㉑ 確認書（国税）・納税証明書（地方税）
㉒ 社員資格得喪の細則
㉓ 会員等に係る細則
㉔ 寄附の使途の特定内容が分かる書類

⑧’～⑩’ 制度改正後の財務規律への適合性を記載
※現行の「⑬別表Ｆ 費用額の配賦」は⑨’に統合

公益目的事業の実施状況
ガバナンス事項（運営体制
充実のための取組）を記載

「⑭別表Ｈ 公益目的取得財産残額」については、
区分経理を行っている場合（一定の要件を満たし
区分経理を行わない場合も含む）は不要

※令和10年度事業報告時からは、全法人が区分経理を
しなければならないので別表Ｈは廃止

定期提出書類の切り替わり④（事業報告時③）

令和７年度事業の事業報告時の書類（新規書類又は前年度から変更がある書類が太字）

※ 赤枠の書類が財産目録等に該当し、
行政庁による公表対象
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改正概要

事業計画書

収支予算書

資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類

理事会等の承認を証する書類

●令和７年３月31日までに提出の事業計画時の書類（令和７年度事業の計画）

・赤枠の書類が財産目録等に該当し、行政庁における閲覧又は
謄写の請求対象

・制度改正後の事業年度に関しての「事業計画書」「収支予算書」
  ではあるものの、従前と同じ書類を作成

※ ただし、提出遅延により、これらの書類が令和７年４月１日以降に
行政庁に提出された場合は、「事業の内容」を作成、提出の必要が生じ、
全ての提出書類が、公表される。

事業計画書
収支予算書
資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類
事業の内容（「公益目的事業の種類及び内容」と
「収益事業等の内容」）
・事業の一覧
・公益目的事業の種類及び内容
・事業の公益性について（公益目的事業のチェック
 ポイント該当性）
・収益事業について
・その他事業について
理事会等の承認を証する書類

●令和８年３月31日までに提出の事業計画時の書類（令和８年度事業の計画）

・赤枠の書類が財産目録等に該当し行政庁による公表対象

・事業報告時に提出していた「事業の内容」を事業計画時に提出

・収支予算書は、これまでと変わらず公益目的事業会計・収益事業
  等会計・法人会計の各経理単位の内訳を表示し、各事業の内訳も
  記載する（区分経理が免除される法人は、区分別内訳不要）。

・「事業の内容」は、その時点で認定等されている事業の内容を
そのまま記載（システム上既存の書類を流用処理など予定） 。

定期提出書類の切り替わり⑤（事業計画時）

現行
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2025年
１/１ ４/１

事業活動 
［
新
様
式
］

２
０
２
５
年
度
２
０
２
６
年
度

２
０
２
７
年
度

２
０
２
８
年
度

事業活動 
［
新
様
式
］

2026年
１/１３/31

2027年
１/１３/31 ３/31

事業活動 

2029年
１/１

区分経理・会計基準については
新制度施行から３年間の経過措置

2028年
１/１

※2024年度の事業報告時
の財務関係は、従来の内
容・様式

［
新
様
式
］

事業計画時 

［
新
様
式
］

［
新
様
式
］

新
制
度
施
行
・
施
行
以
降
に
提
出
さ
れ
た
書
類
は
行
政
庁
で
公
表

事業計画時 

事業報告時 

３/31

・新制度（中期的収支均衡等）での活動を新様式で報告。
事業報告には、公益法人の運営体制の充実を図るための取組等を記載。
・区分経理、会計基準については、 202８年度事業まで現行制度及び基準
 の適用も可能

・全ての法人が区分経理、新会計基準に適合

事業報告時 

事業報告時 ２
０
２
９
年
度

2030年
１/１ ３/31

［
新
様
式
］

［
新
様
式
］

事業活動 

・「運営組織に関する重要な事項」「事業活動に関する重要な事項」は、新様式
・施行日（2025年4月1日）より前に始まる事業年度については、従来の財務規律
 （収支相償等）及び会計基準が適用されるため、財務関係書類は、従来の内容・様式。
事業報告についても、従来通りのもので可。

定期提出書類の切り替わりについて⑥

・区分経理、会計基準につい
ては、2028年度事業まで現行
制度及び基準の適用も可能

事業計画時 事業報告時 

※事業年度が４月１日～３月31日でない法人の場合の切り替わり例

[事業年度：１月１日～12月31日] 
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２０２４（令和６）年度 ２０２５年（令和７）年度

≈

（参考）事業年度開始の月別の切り替わり
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１ ２ ３ ４ 12 ３ ４ ５ ６ ７ ９ 10 11 12

新制度

事業報
告時

事業活動（2/1～1/31）

４
月
開
始

１
月
開
始

２
月
開
始

３
月
開
始

５
月
開
始

【令和７年度事業の事業計画書類提出が４月１日以降になる】場合、
 「事業の内容」について事業計画時に提出→公表対象に

事業活動（1/1～12/31）

２ ８

【事業報告期限が３月末】
であるため、令和６年度事
業の事業報告時は現制度

事業活動（3/1～2/28）

事業活動（4/1～3/31）

事業活動（5/1～4/30） 事業活動（5/1～4/30）

事業活動（4/1～3/31）

事業活動（3/1～2/28）

事業活動（2/1～1/31）

【令和６年度事業の事業報告書類
提出が４月１日以降になる】場合、

・役員報酬が2000万円超の役員に
ついてその額や理由

・関連当事者との取引の有無
等を新たに記載→公表対象に

事業活動（1/1～12/31）

事業計
画時 

１

事業計
画時 

事業計
画時 

事業計
画時 

事業計
画時 

事業報
告時

事業報
告時

事業報
告時

事業報
告時



定期提出書類についてのＦＡＱ

Q１ 4月－3月事業年度の法人です。令和7年4月1日以降、同年6月30日までに備置きし、

行政庁に提出する書類の変更点は具体的には何でしょうか。

A 事業年度終了後３月以内(令和7年6月30日まで)に提出する書類（事業報告等）は、

・ 運営組織に関する重要な事項

（理事・監事等毎の報酬等の総額・2000万円を超える報酬・給与を受ける者について金額及びその必要の理由）

・ 事業活動に関する重要な事項

（関連当事者との取引、海外への送金の有無及びそれに関連するリスクの軽減策の有無）

が新様式での作成となります。

Q２ 内閣府や都道府県に提出した書類のうち公表されるものを、具体的に教えてください。

A 事業年度開始前に提出する書類は「理事会等の承認を証する書類」以外がそのまま公表されます。

（事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込み、事業内容）

事業年度終了後3月以内に提出する書類は、「財産目録等」（納税証明書・国税に関する確認書等は非

該当）について、全てそのまま公表されます。 ※したがって、個人情報の記載に御注意ください。
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（４）会計基準の見直し
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「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の一部を改正する法律」（令和６年法律第29号）の成
立を受け、新しい「公益法人会計基準」及び「公益法人会計基準の運用指針」の制定。

【ポイント】

・新会計基準全体に関する基本的な考え方として、公益法人における「財務報告の目的」を明確化
（公益法人に期待される財務情報の開示の考え方を明確化）

・公益法人の特性を踏まえつつ、多様なステークホルダーにとってわかりやすい財務情報の
開示とするため、公益法人特有の会計処理を見直し（振替処理の廃止、基本財産・特定資
産の位置付けの整理等）。併せて、「正味財産増減計算書」から「活動計算書」へ見直し

・財務規律の柔軟化・明確化に伴う法人の説明責任として、財務諸表における情報開示を
充実（財務規律への適合状況について注記及び附属明細で一体的な情報開示）

・現行会計基準制定時（平成20年）からの公益法人の活動や社会変化への対応として、
金融商品に関する会計処理や固定資産に関する会計処理などの明確化、寄付によって
受け入れた資産に関する情報開示の追加

公益法人会計基準の見直しについて

公益法人制度改革に伴う見直しに加え、「わかりやすい財務情報の開示」のための見直し

⇒令和７年４月１日以降に開始する事業年度から適用。
ただし、令和10年３月31日までに開始する事業年度までは従前の会計基準の適用も可能
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現行基準 新基準

公益財団法人XXXX
科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　資産の部
  １．流動資産
          現金預金 292,000 122,000 170,000
        流動資産合計 292,000 122,000 170,000
  ２．固定資産
    (1) 有形固定資産
          什器備品 450,000 0 450,000
        有形固定資産合計 450,000 0 450,000
    (2) 無形固定資産
        無形固定資産合計 0 0 0
    (3) その他固定資産
          投資有価証券 14,200,000 14,100,000 100,000
        その他固定資産合計 14,200,000 14,100,000 100,000
        固定資産合計 14,650,000 14,100,000 550,000
        資産合計 14,942,000 14,222,000 720,000
Ⅱ　負債の部
  １．流動負債
        流動負債合計 0 0 0
  ２．固定負債 0
        固定負債合計 0 0 0
        負債合計 0 0 0
Ⅲ　純資産の部
  １．指定純資産 14,560,000 14,110,000 450,000
  ２．一般純資産 182,000 12,000 170,000
  ３．その他有価証券評価差額金 200,000 100,000 100,000

(うち、指定純資産に係る評価差額金） (200,000) (100,000) △ 100,000
(うち、一般純資産に係る評価差額金） (0) (0) 0

        純資産合計 14,942,000 14,222,000 720,000
        負債及び純資産合計 14,942,000 14,222,000 720,000

貸借対照表
X年 3月31日現在

（単位:円）

変わったポイント
①基本財産、特定資産の扱い
②固定資産の部の表示区分
③純資産の部の表示方法、会計処理方法

公益財団法人XXXX
科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　資産の部
  １．流動資産
          現金預金 32,000 12,000 20,000
        流動資産合計 32,000 12,000 20,000
  ２．固定資産
    (1) 基本財産
          投資有価証券 14,200,000 14,100,000 100,000
        基本財産合計 14,200,000 14,100,000 100,000
    (2) 特定資産
         公益事業積立資産 160,000 110,000 50,000
         〇周年事業積立資産 100,000 0 100,000
          什器備品 450,000 0 450,000
        特定資産合計 710,000 110,000 150,000
    (3) その他固定資産
        その他固定資産合計 0 0 450,000
        固定資産合計 14,910,000 14,210,000 700,000
        資産合計 14,942,000 14,222,000 720,000

Ⅱ　負債の部
  １．流動負債
        流動負債合計 0 0 0
  ２．固定負債
        固定負債合計 0 0 0
        負債合計 0 0 0
Ⅲ　正味財産の部
  １．指定正味財産
          受取配当金 160,000 110,000 50,000
          国庫補助金 450,000 0 450,000
          寄付金 14,200,000 14,100,000 100,000
        指定正味財産合計　　 14,810,000 14,210,000 600,000
        （うち基本財産への充当額） (14,200,000) (14,100,000) 100,000
        （うち特定資産への充当額） (610,000) (110,000) 500,000
  ２．一般正味財産
        一般正味財産合計 132,000 12,000 120,000
        （うち基本財産への充当額） (0) (0) 0
        （うち特定資産への充当額） (100,000) (0) 100,000
        正味財産合計 14,942,000 14,222,000 720,000
        負債及び正味財産合計 14,942,000 14,222,000 720,000

貸借対照表
X年 3月31日現在

（単位:円）

（参考）貸借対照表の変更
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ポイント
①合計額は、B/S本表と一致します。
②今回の制度改正で、公益認定法上の「公益目的事業財産」＝「公益目的事業会計」となるように定義が見直しされています。
これに伴い、公益認定取り消しの際に国等へ贈与する必要のある金額である「公益目的取得財産残額」も、公益目的事業会計
の情報に基づき計算されることになります（現行の別表Hは廃止）。
③公益目的事業会計上に「長期他会計借入金」といった勘定科目で負債を計上する場合には、①借入の財源（法人活動保有財
産、資産取得資金、特定費用準備資金又は指定寄附資金）、②事情（資金不足により公益目的事業を継続することが困難な状
況）を脚注で記載します。
（記載例）
●年度の災害により、公益目的事業の対価収入が途絶え、人件費が▲円不足したことから、法人活動保有財産を▲円取り崩
し公益目的事業の資金不足に充当した。
④設例では、継続記録法を前提に、会計区分別の仕訳入力を日々行うことを前提としていますので、貸借対照表の会計区分
別内訳も会計記録から作成しています。なお、貸借対照表の会計区分別内訳は、毎期、棚卸法的に作成することも容認されて
います。

5．貸借対照表の注記
(1) 会計区分別内訳

単位：円

科目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引等消去 合計

流動資産 160,000 132,000 292,000
固定資産 14,650,000 14,650,000

総資産 14,810,000 132,000 14,942,000
流動負債 0 0 0
固定負債 0 0 0

総負債 0 0 0
純資産 14,810,000 132,000 14,942,000

会計区分別内訳

（参考）貸借対照表の注記
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公益財団法人XXXX
科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部
    (1) 経常収益
        基本財産運用益
     　   受取配当金振替額 650,000 590,000 60,000
        受取補助金等
          受取補助金等振替額 50,000 0 50,000
        受取寄付金
          受取寄付金 140,000 30,000 110,000
        経常収益計 840,000 620,000 220,000
    (2) 経常費用
        事業費
          給料手当 100,000 90,000 10,000
          支払助成金 550,000 500,000 50,000
          減価償却費 50,000 50,000
        管理費
          給料手当 20,000 18,000 2,000
        経常費用計 720,000 608,000 112,000
          評価損益等調整前当期経常増減額 120,000 12,000 108,000
        　評価損益等計 0 0 0
          当期経常増減額 120,000 12,000 108,000
  ２．経常外増減の部
    (1) 経常外収益
        経常外収益計 0 0 0
    (2) 経常外費用
        経常外費用計 0 0 0
          当期経常外増減額 0 0 0
          当期一般正味財産増減額 120,000 12,000 108,000
          一般正味財産期首残高 12,000 0 12,000
          一般正味財産期末残高 132,000 12,000 120,000
Ⅱ　指定正味財産増減の部
     　 受取配当金 700,000 700,000 0
        受取補助金等 500,000 0 500,000
        基本財産評価損益等 100,000 100,000 0
        一般正味財産への振替額 △ 700,000 △ 590,000 △ 110,000
          当期指定正味財産増減額 600,000 210,000 390,000
          指定正味財産期首残高 14,210,000 14,000,000 210,000
          指定正味財産期末残高 14,810,000 14,210,000 600,000
Ⅲ　正味財産期末残高 14,942,000 14,222,000 720,000

正味財産増減計算書
X-1年 4月 1日から X年 3月31日まで

（単位:円）

（参考）損益計算書の変更

現行基準 新基準

変わったポイント
①名称：「正味財産増減計算書」→「活動計算書」
②財源区分（指定純資産、一般純資産）と振替処理の扱
い
③費用の表示方法
④評価損益等の表示方法
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公益財団法人XXXX （単位：円）
科目 当年度 前年度

Ⅰ　経常活動区分
　　（１）経常収益
　　　　受取配当金 700,000 700,000
　　　　受取補助金 500,000 0
　　　　受取寄付金 140,000 30,000
　　　　経常収益計 1,340,000 730,000
　　（２）経常費用
　　　　公１事業費 700,000 590,000
　　　　管理費 20,000 18,000
　　　　経常費用計 720,000 608,000
　　　　当期経常収益費用差額 620,000 122,000
Ⅱ　その他活動区分
　　（１）その他収益
　　　　その他収益計 0 0
　　（２）その他費用
　　　　その他費用計 0 0
　　　　　その他収益費用差額 0 0
　　　　　税引前当期収益費用差額 620,000 122,000
　　　　　法人税、住民税及び事業税 0 0
　　　　　法人税等調整額 0 0
　　　　　当期収益費用差額 620,000 122,000

活動計算書
X-1年 ４月 １日から X年 ３月３１日



18．活動計算書の注記
(1) 財源区分別内訳

（単位：円）

科        目 一般純資産 指定純資産 合計
Ⅰ　経常活動区分

    (1) 経常収益
        受取配当金 700,000 700,000
        受取補助金 500,000 500,000
        受取寄付金 140,000 140,000

        経常収益計 840,000 500,000 1,340,000
    (2) 経常費用
        公1事業費 650,000 50,000 700,000
        管理費 20,000 20,000

        経常費用計 670,000 50,000 720,000
         経常収益費用差額 170,000 450,000 620,000

Ⅱ　その他活動区分
    (1) その他収益

        その他収益計 0 0 0
    (2) その他費用

        その他費用計 0 0 0
          その他収益費用差額 0 0 0

          税引前当期収益費用差額 170,000 450,000 620,000
          法人税、住民税及び事業税 0 0 0

          法人税等調整額 0 0 0
          当期収益費用差額 170,000 450,000 620,000

          期首一般純資産又は期首指定純資産 12,000 14,110,000 14,122,000
          期末一般純資産又は期末指定純資産 182,000 14,560,000 14,742,000

＜ポイント＞
①合計額はP/L本表の当年度の金額と一致します。
②一般純資産及び指定純資産の列に何の取引や金額を記載するか（吹き出しのコメント参照）
③設例は、財源区分別の仕訳入力を日々行うことを前提としていますので、活動計算書の財源区分別内訳も会計記録をベースに作
成しています。

設例では、固定資産の取得のた
めに交付された国庫補助金（５０
万円）のみが指定純資産の増加
収入となります。
本注記では、当該国庫補助金５０
万円と、補助金で取得した固定
資産の減価償却費５万円のみが、
指定純資産の列に計上されてい
ることがポイントです。

一般純資産として会計処理する
収益（設例では受取配当金及び
受取寄付金の２つ）は一般純資産
の列に計上し、同収入を財源に支
出した費用も一般純資産の列に
計上します。

財源区分別内訳

（参考）活動計算書の注記
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新公益法人会計基準の説明会

・２月中旬には再生回数10,000回を超えました！
・全体版は２時間45分と長いため、内容ごとに
  分割した動画も公開しています。また、HPで
  文字起こしも公開しています。

https://www.koeki-info.go.jp/administration/seminar.html

・説明会のほか全国20か所で個別相談会も行い、
質問事例を集約したFAQも公表予定です。

YouTube動画配信画面
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ご清聴ありがとうございました。

https://www.youtube.com/watch?v=D1Keg52cVpo

https://www.koeki-info.go.jp/index.html

YouTubeチャンネルも開設しておりますので、是非ご視聴ください！！

新制度の情報は内閣府「公益法人Information」で公表しています。
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